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（単位：千円、％）

会　　　　　　　　　　　　　　　計 本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

△ 3,400,000 △ 5.0

国 民 健 康 保 険 △ 240,700 △ 1.5

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

病 院 事 業 債 管 理 事 業 △ 301,300 △ 39.1

墓 園 や す ら ぎ の 森 事 業 △ 59,200 △ 40.0

栃 木 県 南 地 方 卸 売 市 場

与 良 川 水 系 湛 水 防 除 事 業

小山東部第二工業団地造成事業

テクノパーク小山南部造成事業 △ 24,700 △ 4.5

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 △ 100 △ 1.1

小　　　　　　　　　　　計 △ 401,500 △ 1.3

△ 3,801,500 △ 3.8　　　　　　　合　　　　　　　　　　　　　計　　　　　

一　　　　般　　　　会　　　　計

令和３年度予算総括表

特
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
計
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（公営企業会計） （単位：千円、％）

会　　　計　 区　　　分 本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入 △ 11,276 △ 29.9

資 本 的 支 出

収 益 的 収 入 △ 182,301 △ 3.8

収 益 的 支 出 △ 98,749 △ 2.2

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

下水道事業

水道事業
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令和３年度一般会計予算款別増減事由

（歳入）
本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

市 税 △ 1,958,766 △ 6.9

地 方 譲 与 税 △ 2,677 △ 0.5

利 子 割 交 付 金 △ 20,000 △ 50.0

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金 △ 60,000 △ 20.0

地 方 消 費 税 交 付 金 △ 120,000 △ 2.9

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 △ 1,496 △ 6.3

環 境 性 能 割 交 付 金 △ 50,000 △ 50.0

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 202,000 △ 12.5

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 △ 4,000 △ 18.2

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 27,346 △ 6.4

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入 △ 9,786 △ 8.5

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金 △ 100,000 △ 16.7

諸 収 入

市 債 △ 4,141,200 △ 38.1

(建設事業債) (△ 5,261,600) (△ 57.3)

△ 3,400,000 △ 5.0

款

歳 入 合 計
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令和３年度一般会計予算款別増減事由

（歳入）
本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

市 税 △ 1,958,766 △ 6.9

地 方 譲 与 税 △ 2,677 △ 0.5

利 子 割 交 付 金 △ 20,000 △ 50.0

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金 △ 60,000 △ 20.0

地 方 消 費 税 交 付 金 △ 120,000 △ 2.9

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 △ 1,496 △ 6.3

環 境 性 能 割 交 付 金 △ 50,000 △ 50.0

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 202,000 △ 12.5

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 △ 4,000 △ 18.2

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 27,346 △ 6.4

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入 △ 9,786 △ 8.5

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金 △ 100,000 △ 16.7

諸 収 入

市 債 △ 4,141,200 △ 38.1

(建設事業債) (△ 5,261,600) (△ 57.3)

△ 3,400,000 △ 5.0

款

歳 入 合 計

（単位：千円・％）
主な増減内容　　　 増減額(R3年度予算)

過去の実績を参考に見込みました

個人　△249,468(9,208,262)　　法人　△708,857(2,142,098)　　　固定　　△1,014,453(11,750,420)
軽自　12,124(414,969)　　　たばこ　　79,958(1,324,833)　　　都計　　△78,045(1,731,591)

過去の実績を参考に見込みました

過去の実績を参考に見込みました

土地建物貸付収入　△21,762(57,395)　土地建物売払収入　11,902(43,999)

過去の実績を参考に見込みました

地方消費税交付金　△60,000(1,900,000)　　社会保障財源交付金　△60,000(2,100,000)

過去の実績を参考に見込みました

R2年度の実績を参考に見込みました

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金　520,000(新)

特別交付税 △200,000(400,000)

過去の実績を参考に見込みました

新小山市民病院職員長期給付等共済組合負担金　19,000(新)
保育所保護者負担金（市立分）　△6,631(65,288)　　常備消防事務負担金　△6,316(226,484)

栃木県立温水プール館利用料　△27,817(3,783)　　駐車場・駐輪場使用料　△14,367(84,764)
栃木県立県南体育館利用料　△13,975(11,492)　　市立体育館使用料　29,061(新)

公立学校施設整備費国庫負担金　268,890(374,990)
認定こども園等施設型給付費負担金　221,903(1,950,766)
障がい児通所支援費負担金　120,000(400,000)
都市基盤河川改修事業交付金　105,000(188,000)
都市構造再編集中支援事業補助金　99,355(331,255)
障がい福祉サービス費等負担金　75,000(1,100,000)
社会保障・税番号制度個人番号カード交付事業費補助金　72,765(89,880)
社会資本整備総合交付金　△358,121(132,594)

地域医療介護総合確保基金交付金　141,839(新)
認定こども園等施設型給付費負担金　117,496(1,008,251)
都市基盤河川改修事業交付金　105,000(188,000)

R2年度の実績を参考に見込みました

小山評定ふるさと応援寄附金　200,000(400,000)

水道事業会計繰入金　1,000,000（新）　市債管理基金繰入金　359,999(360,000)
小山東部第二工業団地造成事業特別会計繰入金　318,074(353,358)
体育館建設基金繰入金　253,235(新)　小山評定ふるさと応援基金繰入金　240,000(350,000)
新型コロナウイルス感染症に係る中小企業者等利子補給基金繰入金　35,300(新)
庁舎建設基金繰入金　△676,300(55,500)

中小企業事業資金融資預託金回収金　42,200(1,872,464)
工業振興資金融資預託金回収金　20,620(259,090)
近代化施設資金融資預託金回収金　18,010(42,330)
ケーブルテレビ放送施設等整備資金回収金　△68,000(60,210)

建設事業債  △5,274,600(3,597,300)　　臨時財政対策債 900,000(1,800,000)
借換債(建設事業債)　13,000(326,100)　　借換債(臨財債)　220,400(1,009,200)
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令和３年度一般会計予算款別増減事由
（歳出）

本年度予算額 前年度予算額 増 減 額 増 減 率

議 会 費 △ 11,182 △ 2.4

総 務 費 △ 5,579,403 △ 41.6

民 生 費

衛 生 費 △ 233,084 △ 4.0

労 働 費 △ 94,734 △ 35.2

農 林 水 産 業 費 △ 262,825 △ 16.2

商 工 費

土 木 費 △ 6,648 △ 0.1

消 防 費 △ 48,499 △ 2.3

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

△ 3,400,000 △ 5.0歳 出 合 計

款
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（単位：千円・％）
主な増減内容　　　 増減額(R3年度予算)

償還元金　410,952(4,674,478)　借換元金　233,400(1,335,300)
償還利子　△20,045(351,254)

豊田中学区新設小学校整備事業費（開校準備含む）　640,902(1,373,150)
タブレット端末配置事業費　306,091(404,901)、市立体育館整備事業費　268,989（286,448）
トイレ改修事業費　△124,400(7,000)
県南体育館・温水プール館管理運営費　△77,793(172,651)
幼稚園利用料無償化事業費　△60,000（220,000）
幼稚園等預かり保育利用料無償化事業費　△43,000(20,000)

新庁舎整備事業費　△5,990,250(600,529)　災害対策本部システム事業費　△222,915(18,205)
大谷地区中心施設整備事業費　415,683(500,640)　庁舎維持管理費　214,123(368,395)

認定こども園等施設型給付事業費　300,000(1,900,000)
障がい児通所支援費　240,000(801,440)　民間保育所入所委託料　205,000(2,450,000)
障がい者介護給付費　150,000(2,200,000)　特別養護老人ホーム整備事業費　141,839(新)
生活保護扶助費　62,200(2,450,000)　後期高齢者医療療養給付費　49,393(1,170,185)
介護保険特別会計繰出金　48,746(1,803,364)

新小山市民病院運営費負担金 △117,000(380,000)　こども医療費扶助費 △60,000(500,000)
病院群輪番制病院設備整備費補助金　△22,000(終了)
小山広域保健衛生組合負担金　△20,886(2,168,687)

転入勤労者等住宅取得支援事業費　△120,000(2款へ)
移住定住促進事業費　△19,921(2款へ)　勤労者住宅資金支援事業費　△18,403(71,991)
勤労者福祉施設改修（集約化）事業費　67,000(新)

農地耕作条件改善事業費 △35,138(249,780)
県営経営体育成基盤整備事業費　△34,750(6,115)
日本型直接支払　△32,728(253,730)　担い手・農地総合対策事業費 △24,770(28,110)
県営農業用河川工作物応急対策事業費　△24,033(7,642)
高収益農業生産拡大事業費　△15,800(6,612)　田んぼアート事業費　△15,600(終了)

企業誘致促進助成金交付事業費　73,070(新)
中小企業事業資金融資預託金　42,200(1,872,464)
工業振興資金融資預託金　20,620(259,090)　工業振興奨励拡大事業費　△38,900(37,500)

城山町二丁目第一地区市街地再開発事業費　△662,800(終了)
駅東通り一丁目第一地区市街地整備事業費　△231,600(終了)
小山駅周辺地区道路整備事業費　△94,000(106,000)
排水強化対策事業費　360,167(629,246)　城山（祇園城）公園再整備事業費　177,000(262,000)
城山町三丁目第二地区市街地再開発事業費　163,600(173,600)
公園管理事業費　136,000(420,000)　市道補修事業費　75,000(350,000)
公共施設管理者負担金　60,000(70,000)

水防活動費　△35,149(400)　消防施設工事費　△13,000(終了)



－11－

（単位  千円・％）

　　　　　　区分

税目 細 節 調定見込額 徴収率 収納見込額

個人市民税 現年課税分 普通徴収分 人 円

均等割

所得割

特別徴収分

均等割

所得割

分離課税分

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

小       計

法人市民税 現年課税分 均 等 割

法 人 税 割

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

小       計

固定資産税 現年課税分 土 地

(減免20,110)

家 屋

(減額等203,710)

(コロナ特例分305,314)

償 却 資 産

(コロナ特例分165,897)

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

小       計

軽自動車税 現年課税分 環境性能割

種 別 割

現年度分 台

過年度分

小       計

滞納繰越分

小       計

市 た ば こ 税 製 造 た ば こ 千本

千本

手持品課税 千本

入 湯 税 現年課税分 宿 泊 人 円

都市計画税 現年課税分 土 地

(減免4,223)

家 屋

(減額等4,279)

(コロナ特例分48,902)

過 年 度 分

小       計

滞納繰越分

小       計

現年課税分

滞納繰越分

合     計

(R2徴収猶予相当分)

合     計

(R2徴収猶予相当分)

6.122×7/12

×5/12

0.430×21/365

標準

(R2徴収猶予相当分)

国 有 資 産 等 所在
市 町 村 交 付 金 交 付 金

(R2徴収猶予相当分)

(R2徴収猶予相当分)

令 和 3 年 度 市 税 予 算 説 明 書

当 初 予 算
計 上 額

節
当　初　予　算　計　上　額　の　説　明

基 礎 数 値 税 率
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市 税 予 算 説 明 書 
 

（市税収入の見込みについて）

令和 年 月の内閣府月例経済報告によると、新型コロナウイルス感染症の影響により、「依然として

厳しい状況にあるが、持ち直しの動きがみられる。」との判断がされています。

このような中、市税収入を見込むにあたり、国内景気動向、県内景気予測結果や令和 年度調定

額・収納状況等を参考にするとともに、市内の大規模法人を調査し、企業収益や雇用、設備投資等の

状況把握に努めました。

個人市民税においては、国・県・シンクタンクの経済予測及びその他調査の伸び率等から、給与所

得及び営業所得については減少と見込みました。農業所得については、予想収穫量及び所得の平均

伸び率から減少と見込みました。年金、不動産等その他所得については、過去の伸び率等から増加と

見込みました。

新型コロナウイルス感染症の影響により、経済活動は依然として厳しい状況にあることから、個人市

民税全体としては、令和 年度当初予算調定額と比較し、減収と見込みました。

法人市民税については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による国内景気減退の影響を大きく

受ける中、通商問題の動向が世界経済に及ぼす影響や海外経済の不確実性にも留意し税収を見込

みました。

令和 年 月に実施した大規模法人状況調査では、前年同様、米中貿易摩擦等の影響により、収

益が落ち込むと回答している法人が大多数であり、引き続き慎重な姿勢をとっていることが伺えます。ま

た、税制改正により法人税割額税率が ％から ％に変更となったことで、令和 年度は前年度に

比べ大きく減収しており、令和 年度半ばまで税率変更による影響が続きます。以上を踏まえて、令和

年度最終調定見込額と比較して減収と見込みました。

固定資産税の土地については、令和 年度評価替えに伴い土地評価総額は、微増の見込みでした

が、新型コロナウイルス感染症対策として、地価が上昇したすべての土地の税額を据え置く特例措置の

影響により、減収と見込んでいます。家屋については、評価替えによる減価、新型コロナウイルス感染

症の特例措置による影響を考慮し、減収と見込んでいます。償却資産については、新型コロナウイルス

感染症による業績の悪化に伴う設備投資への影響、及び家屋と同様に同感染症特例措置により、減

収と見込みました。

以上のことから、固定資産税全体としての税収は減収と見込みました。

１款 市税

１項 市民税

個人市民税

均等割額は、過去 年間の実績から納税義務者の微増が見込まれることから、令和 年度当初

予算調定額と比較し、微増と見込みました。

所得割額については、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の著しい低下を反映し、

令和 年度当初予算調定額と比較して、給与所得は ％の減少、営業所得は ％の減少、農

業所得は ％の減少、年金、不動産等その他所得は ％の増加と見込みました。

給与所得額の減少が大きく、令和 年度当初予算調定額と比較し、調定額で 億 万円

減の 億 万円と見込み、令和 年度最終調定見込額との比較では、 億 万円減と

見込んでいます。

ア 均等割額

均等割については、過去 年間の実績から算出し、次のとおり見込みました。

①普通徴収 人 × 円 ＝ 千円

②特別徴収 人 × 円 ＝ 千円

① ＋ ② ＝ 千円
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イ　所得割額

所得割額については、前年度の課税実績を基礎にして、次表のとおり見込みました。

所 得 区 分

人 千円 ％ ％ ％

営 業

農 業

そ の 他

令 和 年 度特
別徴収課税分

－

計

ウ　徴収方法の別

人 千円 人 千円 千円

特 別 徴 収

計

エ　分離課税分

納税義務者数

381人

オ　過年度分

納税義務者数

1,074人

調 定 見 込 額

33,000千円

  過年度分については、調定額、納税義務者数ともに前年度最終調定見込以前5年間の平均

実績等で見込み計上いたしました。

65,000千円

普 通 徴 収

  分離課税分については、調定額、納税義務者数ともに前年度最終調定見込以前5年間の平

均実績等で見込み計上いたしました。

調 定 見 込 額

区 分
均 等 割 所 得 割

調定見込額計
納税義務者数

前年最終調定
見 込 額 比

給 与

調 定 見 込 額 納税義務者数 調 定 見 込 額

納税義務者数 調 定 見 込 額 構 成 比
前年当初予算
調 定 額 比
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(2)　法人市民税

ア　均等割額

イ　法人税割額

ウ　均等割額及び法人税割額

　令和2年度最終調定見込額については、大規模法人の税額が減少していることから当初調
定見込額を下回る約18億3,000万円と見込みました。
　令和3年度調定額については、市内の大規模法人への聞き取り調査から、先行きは厳しい状
況になるとの見込みであることに加え、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による国内景気
が減退していること、さらに、法人税割額税率の引き下げの影響による税収減少が令和3年度
半ばまで続くことから、令和2年度最終調定見込額と比較し、5億5,700万円減の約12億7,200万
円と見込みました。

　法人市民税については企業業績に左右されるため、景気変動による増減の幅が顕著に表れる
傾向にあり、予測は困難な状況にありますが、国税、県税等関係機関並びに市内の企業情報等
を基礎とし、次のとおり見込みました。

　令和2年度最終調定見込額については、前年度の同時期の調定額に対する伸び率を参考
に、約7億3,400万円と見込みました。
　令和3年度調定額については、令和2年度最終調定見込額と同水準で推移すると判断し、約
800万円増の約7億4,200万円と見込みました。
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2項　固定資産税

(1)　土  地

① ② ③ ④

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

％

課税標準算出表 （単位：千円）

宅 地

山 林

比準土地

比準土地
以 外

計

一 般 農 地 △ 5,500

△ 27

市 街 化 農 地 △ 187,330

宅

地

等

△ 416

地 目
①令 和 年 月末

課 税 標 準 額
②負担調整措置
に よ る 増

③ 地 目 変 更
に よ る 増 減

④下落修正による

減 額 見 込 額
⑤ 令 和 年 度
課税標準見込額

令 和 年 度 課 税 標 準
見 込 額 ① ② ③ ④

税 率
令 和 年 度
減 免 見 込 額

令 和 年 度 調 定
見 込 額 ⑤ × ⑥ － ⑦

　令和3年度評価替えの地価動向を踏まえ、当初は微増と見込みましたが、新型コロナウィルス感染症
対策として、地価上昇地点におけるすべての土地の税額を据え置く特例措置の影響により、減額と見込
みました。

令 和 年 月 末
課 税 標 準 額

負 担 調 整 措 置
に よ る増額見 込額

地 目 変 更 に よ る
増 減 見 込 額

下 落 修 正 に よ る
減 額 見 込 額

（単位：千円）
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(2)　家  屋

① ② ③ ④

⑤ ⑨

(3)　償却資産

　
新型コロナウイルス
特 例 措 置 分

令 和 年 月 末
課 税 標 準 額

② 増 加 見 込 額
減 価 償 却 ・
除 却 見 込 額

令 和 年 度
課税標準見込額
① ＋ ② － ③

1.4％

令 和 年 度 課 税
標 準 見 込 額 合 計

　　税　　率
令 和 年 度 調 定
見 込 額 ④ × ⑤ － ⑥

計

知 事 配 分

総 務 大 臣
配 分

市 長 分

　 新型コロナウイルス感染症の影響によって、多数の事業者で業績の悪化により、既存設備の減価額
や除却額が設備投資額を上回ることが予想され、さらには、中小事業者等の事業収入割合の減少によ
り課税標準額の特例措置が適用されることから、減額と見込みました。

1.4％

令 和 年 度 課 税 標 準
見 込 額 ① ② ③ ④

⑥ 税率
　　　令和3年度減額
　　　・減免見込額

　　新型コロナ
　　ウイルス特例
　　措置分

令 和 年 度
調 定 見 込 額
⑤ × ⑥ － ⑦ － ⑧

　令和3年1月1日までの新・増築家屋の増、滅失による減、評価替えに伴う経年減点補正率と再建築費
評点補正率の見直しによる減、及び新型コロナウイルス感染症による事業収入割合減少に対する課税
標準額の特例措置による減を考慮し、減額と見込みました。

令 和 年 月 末
課 税 標 準 額

新 ・ 増 築 に よ る
増 額 見 込 額

滅 失 に よ る
減 額 見 込 額

評 価 替 え に よ る
減 価 見 込 額

④ ⑤ ⑥

（単位：千円）

（単位：千円）

⑦ ⑧

④③①

（単位：千円）

④③①

（単位：千円）

④③①

（単位：千円）

⑦
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（単位：千円）

※ 令和2年度調定額については、令和2年9月末日現在の調定額

(5)　交付金

　令和 年11月に各機関から通知された算定標準額を基に見込みました。 （単位：円）

計

宇 都 宮 地 方 法 務 局

栃 木 県

宇 都 宮 地 方 裁 判 所

関 東 信 越 国 税 局

名 称 算 定 標 準 額 交 付 金 額

関 東 財 務 局

前 年 比 率 98.8％ 90.9％ 84.9％ 91.9％

令 和 年 度
調 定 額

令 和 年 度
調 定 見 込 額

（4）　固定資産税調定額比較

　　　　　　区分
年度

土地 家屋 償却資産 計
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(1)　環境性能割

令和元年10月～令和2年8月までの環境性能割（平均）　・・・・・・・876千円

令和3年度環境性能割見込額・・・・・・876千円×12ケ月＝10,512千円

(2)　種別割

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和3年度
登録台数 登録台数 課税見込台数 調定見込額

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

営業用

自家用

令和3年度減免見込額

合　　計

   令和元年10月1日から消費税増税に伴い、軽自動車税の中に新設されたもので、取得した自動車の
環境性能に応じて、取得額の1～3％の税率で課税されるものです。
　令和元年10月分から令和2年8月分までの平均値を参考に、令和3年度調定額については次のとおり
見込みました。

四
輪
車
･

％
軽
課

乗
用

貨
物

農耕作業用自動車

特殊作業用自動車

二輪小型自動車

乗
用

貨
物

四
輪
車
･

％
軽
課

乗
用

貨
物

四
輪
車
･

％
軽
課

乗
用

貨
物

軽
自
動
車
等

二輪車

三輪車

四
輪
車
･

旧
税
率

乗
用

貨
物

四
輪
車
･

標
準
税
率

乗
用

貨
物

四
輪
車
･

重
課

３項　軽自動車税

　令和元年度登録台数と令和2年度の登録台数を比較し増減率を基に、令和3年度の登録台数を推計
しました。

区　　分 税額

原
動
機
付
自
転
車

50cc以下

90cc以下

125cc以下

ミニカー

（単位：台・円）
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４項 市たばこ税

旧 級品たばこは令和元年 月 日に特例税率が廃止され、旧 級品たばこを除く製造たばこと同じ

税率となりました。製造が一部継続されたため令和 年度は税収を見込みましたが、令和 年度からは旧

級品たばこを区別する必要がなくなったことから、項目を削除いたしました。

製造たばこについては、たばこの消費本数は減少傾向にあるものの 本あたりの税額が令和 年

月から 円引き上げられるため、増収と見込みました。また、税額引き上げに伴う手持ち品課税分の

収入は、過去の実績から増収と見込みました。合計した結果、令和 年度の市たばこ税は令和 年度予

算と比較し 千円増の 千円と見込みました。

（単位：千円）

令和 年度予算 令和 年度予算 比較

旧 級品のたばこ

（令和３年度以降廃止）

― △

製造たばこ（旧 級品除く）

手持品課税

合 計

（１）旧 級品のたばこ（エコー、わかば、しんせい、ウルマ、ゴールデンバット、バイオレット）

旧 級品のたばこの特例税率は令和元年 月 日までのため、令和 年度以降項目廃止

（２）製造たばこ

本 × 円 ／ 本 × 月 ＝ 円 ①

本 × 円 ／ 本 × 月 ＝ 円 ②

（３）手持品課税

本 × 円 ／ 本 × 日＝ 円 ③

令和 年度調定見込額

（① ② ③） ＝ 円

５項 入湯税

入湯税対象施設である「小山温泉思川」及び「スーパーホテル小山」について、令和元年度・令和 年

度の利用実績及び、新型コロナウイルス感染症の影響による施設利用者の減少を勘案し、令和 年度の

税収は 千円と見込みました。

（単位：千円）

令和 年度予算 令和 年度予算 比較

入湯税（宿泊入浴） △

令和 年度調定見込額

宿泊利用人数（推定）×税額 ＝ 入湯税

人 × 円 ＝ 円
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６項　都市計画税

(1)　土  地

① ② ③ ④

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

％

※ ②負担調整措置による増額見込額の内訳

宅地及び宅地比準土地に係る増額分 千円(A)

上記以外に係る増額分 千円(B)

＝ 千円

③地目変更による増減見込額の内訳

千円(A)

上記以外に係る増減額分 千円(B)

＝ 千円

④下落修正による減額見込額の内訳

宅地及び宅地比準土地に係る減額分 千円(A)

上記以外に係る減額分 千円(B)

＝ 千円

・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

宅地及び宅地比準土地に係る増減額分 ・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ △ 361,226

△ 361,226

・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

令 和 年 度 課 税 標 準
見 込 額 ① ② ③ ④

税 率
令 和 年 度
減 免 見 込 額

令 和 年 度 調 定
見 込 額 ⑤ × ⑥ － ⑦

　固定資産税同様、新型コロナウィルス感染症対策として、価格上昇地点の税額を据え置く特例措置の影
響により、減額と見込みました。

令 和 年 月 末
課 税 標 準 額

負 担 調 整 措 置
に よる増額見 込額

地 目 変 更 に よ る
増 減 見 込 額

下 落 修 正 に よ る
減 額 見 込 額

（単位：千円）
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(2)　家  屋

① ② ③ ④

⑤ ⑨

(3)　都市計画税調定額比較

※ 令和2年度調定額については、令和2年9月末日現在の調定額

土 地 家 屋 計
　　　　　　　　　　　　　区分
年度

比 率

令 和 年 度
調 定 見 込 額

令 和 年 度
調 定 額

99.0％ 91.1％ 94.9％

令 和 年 度 課 税 標 準
見 込 額 ① ② ③ ④

令 和 年 度
調 定 見 込 額
⑤ × ⑥ － ⑦ － ⑧

⑥ 税率
　　　令和3年度減額
　　　・減免見込額

　　新型コロナ
　　ウイルス特例
　　措置分

　固定資産税同様、令和3年1月1日までの新・増築家屋の増、滅失による減、評価替えに伴う経年減点
補正率と再建築費評点補正率の見直しによる減、及び新型コロナウイルス感染症による事業収入割合
減少に対する課税標準額の特例措置による減を考慮し、減額と見込みました。

令 和 年 月 末
課 税 標 準 額

新 ・ 増 築 に よ る
増 額 見 込 額

滅 失 に よ る
減 額 見 込 額

評 価 替 え に よ る
減 価 見 込 額

（単位：千円）

（単位：千円）

⑦ ⑧
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款 地方譲与税

項 地方揮発油譲与税

地方揮発油譲与税は、揮発油に課税される地方揮発油税（国税）の 分の に相当する額を、当

該市町村に係る市町村道の延長及び面積で按分して譲与されるもので、令和 年度交付見込額及び

過去の実績を参考に見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

項 自動車重量譲与税

自動車重量譲与税は、自動車重量税（国税）の 分の に相当する額を、当該市町村に係る

市町村道の延長及び面積で按分して譲与されるもので、令和 年度交付見込額及び過去の実績を参

考に見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

項 森林環境譲与税

平成 年度の税制改正により創設され、令和元年度より譲与開始となった森林環境譲与税は、国内

に住所を有する個人に対して課税される森林環境税（国税）の 分の に相当する額を、当該市町村

に係る私有林人工林面積、林業就業者数及び人口で按分して譲与されるもので、全額を森林整備及び

その促進に関する費用に充てることとされています。令和 年度から令和 年度は地方公共団体金融機

構の公庫債権金利変動準備金が活用され、譲与額を前倒しで増額し譲与されます。

なお、森林環境税は令和 年度から課税が開始されます。

令和 年度交付見込額 千円

款 利子割交付金

利子割交付金は、県内の金融機関等から利子等の支払いを受ける個人に対し課税される県民税利

子割（税率 ％）のうち、徴税費相当額を控除した後の額の 分の に相当する額（ ％）を、当該市

町村に係る個人県民税額で按分して交付されるもので、令和 年度交付見込額及び過去の実績を参考

に見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

款 配当割交付金

配当割交付金は、上場株式等の配当等の支払いを受ける個人に対し課税される県民税配当割（税率

％）のうち、徴税費相当額を控除した後の額の 分の に相当する額（ ％）を、当該市町村に係る

個人県民税額で按分して交付されるもので、令和 年度交付見込額及び過去の実績を参考に見込みま

した。

令和 年度交付見込額 千円
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款 株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金は、源泉徴収口座における上場株式等の譲渡の対価等の支払いを受ける

個人に対し課税される県民税株式等譲渡所得割（税率 ％）のうち、徴税費相当額を控除した後の額の

分の に相当する額（ ％）を、当該市町村に係る個人県民税額で按分して交付されるもので、令和

年度交付見込額及び過去の実績を参考に見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

款 法人事業税交付金

法人事業税交付金は、税制改正により、令和元年 月 日の消費税率の引き上げに合わせ、地方

法人課税の偏在是正を目的とし令和 年度に創設されたものです。県が賦課、徴収する法人事業税（県

税）の 分の に相当する額を、当該市町村に係る従業者数で按分して市に交付されるもので、令

和 年度の交付見込額を参考に見込みました。

令和 年度の交付基準については、経過措置として、 分の を法人税割、 分の を従業者数で按

分した額が交付されます。

令和 年度交付見込額 千円

款 地方消費税交付金

地方消費税交付金は、県が徴収する地方消費税（税率は消費税額の 分の 〔消費税率換算

％〕）の 分の の額が市町村に按分して交付されるものです。

従来交付分である消費税率換算 ％分については、市町村の人口及び従業者数で按分し、平成

年 月からの地方消費税の税率引き上げ分（社会保障財源化分）である消費税率換算 ％分につ

いては、市町村の人口で按分することとなっています。

なお、引き上げ分の社会保障財源交付金については、その全額を社会保障 経費その他社会保障

施策に要する経費に充てることとなっており、 ページの「引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障

財源交付金）の使途について」にその内訳を明示しております。

令和 年度交付見込額 千円（うち社会保障財源交付金 千円）

款 ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交付金は、ゴルフ場所在の市町村に対し、利用税の 分の に相当する額が交付さ

れるものです。過去の実績及び新型コロナウイルス感染症の影響によるゴルフ場利用者数の減少等を

勘案し、令和 年度の交付額は次のとおり見込みました。

延利用人数 × 税率 × ＝ 交付金額

・小山ゴルフクラブ 人 × 円 × ＝ 円

・ひととのやカントリー倶楽部 人 × 円 × ＝ 円

令和 年度交付見込額 千円
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款 環境性能割交付金

環境性能割交付金は、令和元年 月 日の消費税率引き上げに伴い、従来の自動車取得税交付

金に代わり令和元年度に創設されたもので、自動車の取得者に対し、自動車の環境性能に応じて取得

価格の ～ ％の税率が課税される自動車税環境性能割の 分の のうち、 分の に相当する

額（ ％）が、当該市町村に係る市町村道の延長及び面積等で按分して交付されるものです。令和

年度交付見込額を参考に見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

款 地方特例交付金

項 地方特例交付金

地方特例交付金のうち、個人住民税減収補填特例交付金は、個人住民税における住宅借入金等特

別税額控除（住宅ローン控除）の実施に伴う地方公共団体の減収を補填するために交付されるもので、

自動車税減収補填特例交付金及び軽自動車税減収補填特例交付金は、消費税率引き上げに伴う消

費の反動減対策として行うこととされた自動車税及び軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減（令和

年末までに取得した自動車を対象）による減収を補填するため交付されるもので、ともに令和 年度交付

見込額及び地方財政計画を参考に見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

項 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金

新型コロナウイルス感染症の拡大により、厳しい経営環境にある中小事業者等を支援する目的で、地

方税法の一部改正が行われ、新たに創設されたものです。中小事業者等に対して、令和 年度課税の

年分に限り、償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準額を 分の

又はゼロとすることに伴う減収を補填するために交付されるものです。

令和 年 月から 月までの任意の か月間の売上高が、前年の同期間と比較し、 ％以上 ％

未満減少している者は課税標準額を 分の とし、 ％以上減少している者は課税標準額をゼロとする

ものです。

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う特例措置による減収見込額）

①固定資産税減収見込額 約 千円

②都市計画税減収見込額 約 千円

令和 年度交付見込額の計 ① ＋ ② ＝ 千円
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款 地方交付税

地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、一定の水準を維持しうるよう財源を保障し、

再分配を行う制度です。所得税・法人税の ％、消費税の ％、酒税の ％、地方法人税の全額

が各地方公共団体の財政力に応じて都道府県及び市町村に交付されるものです。地方交付税総額の

％が普通交付税、 ％が特別交付税とされています。令和 年度は、昨年に引き続き地方交付税の交

付が見込まれ、普通交付税 千円、特別交付税 千円、震災復興特別交付税

千円を見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

款 交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金は、道路交通法の規定により納付された交通反則金収入を原資として、道

路交通安全施設整備の経費に充てるため、当該市町村の交通事故発生件数、人口集中地区人口及び

改良済道路の延長に応じて交付されるもので、令和 年度交付見込額を参考に見込みました。

令和 年度交付見込額 千円

款 県支出金 県税徴収委託金

市が個人の県民税の賦課徴収に関する事務を行うために要する経費を県が補償するため、徴収取扱

費として市に交付されるもので、その算定基準は次のとおりです。

（ ） 個人県民税の納税義務者数に 円を乗じて得た金額

（ ） 個人県民税に係る徴収金を過誤納金として、還付または充当した過誤納金に相当する金額

（算出の基礎）

① 納税義務者数に対する交付見込額

円 × 人 （納税義務者数） ＝ 千円

② 過誤納金、還付加算金に対する交付見込額

千円 × （県民税按分率） ＝ 千円

※ 交付見込額計 ① ＋ ② ＝ 千円 
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令和３年度　引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源交付金）の使途について

（歳入）　地方消費税交付金（社会保障財源交付金） 千円

（歳出）　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

国県支出金 市債・その他
引上げ分の
地方消費税
（社会保障
財源交付金）

その他

社会福祉事業

高齢者福祉事業

障がい者福祉事業

児童福祉事業

生活保護扶助事業

小計

国民健康保険
特別会計繰出金

介護保険
特別会計繰出金

後期高齢者医療
特別会計繰出金等

小計

地域医療事業

母子保健事業

健康増進事業

予防接種事業

医療費助成事業

小計

※　事務費及び職員人件費を除く事業費に充当しています。

新小山市民病院運営費等負担金
（86,644）、
地域医療推進事業費(27,120)

妊産婦健康診査費（24,158）、
先天性股関節脱臼検診(1,401)

女性がん検診（27,394）、
生活習慣病検診費（21,269）

予防接種事業費（100,325）

こども医療費助成事業（82,796）、
不妊治療費助成事業(7,980)

主要事業
（社会保障財源交付金充当額）

社会福祉協議会費（8,208）、
民生委員児童委員協議会費(1,177)

老人施設措置委託料（31,226）、
ふれあい健康センター事業（9,490）

障がい者介護給付費（125,406）、
障がい児通所支援費（45,602）

民間保育所入所委託料（149,020）、
認定こども園等施設型給付費（115,643）

医療扶助費(59,539)、
生活扶助費(49,046)

事業 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社
　
会
　
福
　
祉

社
　
会
　
保
　
険

保
　
健
　
衛
　
生

合計
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議会費

本年度予算額 ４億４，７９６万５千円

前年度予算額 ４億５，９１４万７千円

この予算は、市議会の運営に要する経費であり、議会事務局が所管しています。

前年度と比較しますと、１，１１８万２千円、２．４％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

議員報酬、議員期末手当

一 一 議員共済給付公費負担金

年5回発行

一 一

会議録製本、ホームページ掲載用会議録

一 一 検索システム管理

市議会本会議の中継をテレビ小山放送㈱に

一 一 委託して実施

インターネット配信サービス実施

市政に関する調査研究に資するための経費

一 一 の一部として交付

タブレット端末を導入し、ペーパーレス化及び

一 一 議会改革推進を図る。

※ 表中の頁欄の数字は令和3年度小山市予算書の頁を示します（以下同様）

総務費

本年度予算額 　７８億２，５６５万２千円

前年度予算額 １３４億　　５０５万５千円

この予算は、主として市の内部管理、交通安全対策等及び全庁的な共通事務に要する

経費であり、総合政策部、総務部、市民生活部、出納室、監査委員事務局、選挙管理委員

会、秘書広報局等が所管しています。

前年度と比較しますと、５５億７，９４０万３千円、４１．６％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

～ （拡大） 一 一

　RPA利活用、会議録作成支援システム

・第7次行政改革推進事業費

・行政評価システム事業費

行政改革推進事業 ・ ICT利活用実証試験・導入事業

　(新)窓口番号案内表示、(新)健診受付システム

政 務 活 動 費

タブレット端末運用費

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

議 員 報 酬 等

市 議 会 だ よ り

会 議 録 作 成 及 び

検索システム管理

市 議 会 本 会 議

中 継 業 務

事　　　業　　　内　　　容

事 業 費 に 関 す る 調

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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議会費

本年度予算額 ４億４，７９６万５千円

前年度予算額 ４億５，９１４万７千円

この予算は、市議会の運営に要する経費であり、議会事務局が所管しています。

前年度と比較しますと、１，１１８万２千円、２．４％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

議員報酬、議員期末手当

一 一 議員共済給付公費負担金

年5回発行

一 一

会議録製本、ホームページ掲載用会議録

一 一 検索システム管理

市議会本会議の中継をテレビ小山放送㈱に

一 一 委託して実施

インターネット配信サービス実施

市政に関する調査研究に資するための経費

一 一 の一部として交付

タブレット端末を導入し、ペーパーレス化及び

一 一 議会改革推進を図る。

※ 表中の頁欄の数字は令和3年度小山市予算書の頁を示します（以下同様）

総務費

本年度予算額 　７８億２，５６５万２千円

前年度予算額 １３４億　　５０５万５千円

この予算は、主として市の内部管理、交通安全対策等及び全庁的な共通事務に要する

経費であり、総合政策部、総務部、市民生活部、出納室、監査委員事務局、選挙管理委員

会、秘書広報局等が所管しています。

前年度と比較しますと、５５億７，９４０万３千円、４１．６％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

～ （拡大） 一 一

　RPA利活用、会議録作成支援システム

・第7次行政改革推進事業費

・行政評価システム事業費

行政改革推進事業 ・ ICT利活用実証試験・導入事業

　(新)窓口番号案内表示、(新)健診受付システム

政 務 活 動 費

タブレット端末運用費

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

議 員 報 酬 等

市 議 会 だ よ り

会 議 録 作 成 及 び

検索システム管理

市 議 会 本 会 議

中 継 業 務

事　　　業　　　内　　　容

事 業 費 に 関 す る 調

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・自治会振興費補助金

～ 一 一 ・自治会長活動費補助金

・自治会連合会への補助金

自治会加入促進に係る経費

一 一 ・自治会アドバイザー派遣

・事務費

平和都市として核兵器廃絶と恒久平和の実現

他 他 をめざす。

一 一

自治会連合会事務局の運営費

一 一

一 一 ・財務書類作成支援委託業務

・システム賃借料等

一 一 ・男女共同参画推進事業（法律相談他）

（拡大）

　（男女共同参画都市宣言20周年記念）

・DV対策推進事業

　(新)理系女子魅力発見セミナー

各種市民相談にかかる経費

国 国 ・弁護士相談、外国人相談等

一 一

市民が安心してボランティア活動を行えるよう

他 他 保険に加入する。

一 一

国 一

一

市民生活安全条例により、市民パトロール隊の

他 他 編成及び強化推進を図る。

一 一

・防犯パトロール団体活動補助金

・防犯カメラ設置費補助金

・特殊詐欺撃退機設置補助金

自 治 会 振 興 費

平和都市宣言事業

・平和展開催等

自 治 会 連 合 会

等 補 助 金

自 治 会 加 入 促 進

関 係 事 業

・広島平和記念式典中学生(28名)派遣事業

関 係 事 業

市 民 相 談 事 業

事 務 局 活 動 費

新 地 方 公 会 計 統一的な基準による財務書類作成のための経費

整 備 促 進 事 業

男 女 共 同 参 画 男女共同参画社会の実現を市民とともに推進する。

・女性の人材育成 ｴﾝﾊﾟﾜｰメント支援事業

・男女共同参画フェア事業

・ﾜｰｸ ﾗｲﾌ ﾊﾞﾗﾝｽ推進事業者認定事業

・勤労者福祉会館及び参画ｾﾝﾀｰ管理費 

（拡大） ・生活安全推進事業（報酬で計上）

・（新）犯罪被害者等支援扶助費

・事務費

・多言語情報配信アプリ運用費

・訪日団等受入事業

・事務費等

市 民 生 活 安 全

対 策 事 業

市 民 活 動

災 害 補 償 保 険 料

国 際 交 流 事 業 ・(新)翻訳・通訳等業務委託

（拡大） ・外国人ふれあい子育てサロン事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

間々田市民交流センターの管理運営費

～ 一 一 ・指定管理料

・交流センター関係事務費

・出張所事務費

小山城南市民交流センターの管理運営費

他 他 ・指定管理料

一 一 ・交流センター関係事務費

まちなか交流センターの管理運営費

一 一 ・指定管理料

桑市民交流センターの管理運営費

一 一 ・指定管理料

・交流センター関係事務費

・出張所事務費

国 国

地 地

一 一

災害情報や犯罪情報等を市民に迅速に提供

一 一 し、被害の軽減等を図る。

～ 一 一

一 一

公文書や古文書、その他の記録史料の収集・

一 一 整理・保存を行い、広く市民の利用に供する。

旧保健・福祉センターの長寿命化のため

地 空調及び雨漏りの改修工事を行う。

一 ・実施設計

・改修工事

ＬＥＤ型交通安全灯及び防犯灯、カーブミラー等

他 他 交通安全施設を整備する。

一 一

・カーブミラー、赤色回転灯設置、修繕

・通学路路面標示

・地域防犯灯設置、修繕

・区画線、ガードレール等整備

・事務費

管 理 運 営 事 業

小 山 城 南

市民交流センター

管 理 運 営 事 業

間 々 田 市 民

交 流 セ ン タ ー

セ ン タ ー 管 理

運 営 事 業

大 谷 地 区 中 心 大谷地区の中心施設として、様々な機能を備えた

施 設 整 備 事 業 複合的な活動拠点を整備する。

・出張所事務費

ま ち な か 交 流

セ ン タ ー

管 理 運 営 事 業

桑 市 民 交 流

広 報 紙 ・年間発行に係る経費

発 行 等 事 業 ・「広報小山」等配布補助金

行 政 情 報 関 係 費 ・行政テレビ制作委託等

・公有財産購入費

・物件移転補償費

・事務費等

安 全 安 心 情 報

配 信 事 業

・文化財調査用重機等の賃借料

・2級基準点測量業務委託

交 通 安 全 施 設

整 備 事 業

（交通安全灯、防犯灯 ・交通安全灯設置、修繕

 等の設置）

・ＦＭおーラジ番組放送料等

・広告料等

文 書 館 運 営 事 業

旧 保 健 ・ 福 祉

セ ン タ ー

長 寿 命 化 事 業

（新）
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

間々田市民交流センターの管理運営費

～ 一 一 ・指定管理料

・交流センター関係事務費

・出張所事務費

小山城南市民交流センターの管理運営費

他 他 ・指定管理料

一 一 ・交流センター関係事務費

まちなか交流センターの管理運営費

一 一 ・指定管理料

桑市民交流センターの管理運営費

一 一 ・指定管理料

・交流センター関係事務費

・出張所事務費

国 国

地 地

一 一

災害情報や犯罪情報等を市民に迅速に提供

一 一 し、被害の軽減等を図る。

～ 一 一

一 一

公文書や古文書、その他の記録史料の収集・

一 一 整理・保存を行い、広く市民の利用に供する。

旧保健・福祉センターの長寿命化のため

地 空調及び雨漏りの改修工事を行う。

一 ・実施設計

・改修工事

ＬＥＤ型交通安全灯及び防犯灯、カーブミラー等

他 他 交通安全施設を整備する。

一 一

・カーブミラー、赤色回転灯設置、修繕

・通学路路面標示

・地域防犯灯設置、修繕

・区画線、ガードレール等整備

・事務費

管 理 運 営 事 業

小 山 城 南

市民交流センター

管 理 運 営 事 業

間 々 田 市 民

交 流 セ ン タ ー

セ ン タ ー 管 理

運 営 事 業

大 谷 地 区 中 心 大谷地区の中心施設として、様々な機能を備えた

施 設 整 備 事 業 複合的な活動拠点を整備する。

・出張所事務費

ま ち な か 交 流

セ ン タ ー

管 理 運 営 事 業

桑 市 民 交 流

広 報 紙 ・年間発行に係る経費

発 行 等 事 業 ・「広報小山」等配布補助金

行 政 情 報 関 係 費 ・行政テレビ制作委託等

・公有財産購入費

・物件移転補償費

・事務費等

安 全 安 心 情 報

配 信 事 業

・文化財調査用重機等の賃借料

・2級基準点測量業務委託

交 通 安 全 施 設

整 備 事 業

（交通安全灯、防犯灯 ・交通安全灯設置、修繕

 等の設置）

・ＦＭおーラジ番組放送料等

・広告料等

文 書 館 運 営 事 業

旧 保 健 ・ 福 祉

セ ン タ ー

長 寿 命 化 事 業

（新）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

他 一

と省エネルギー化を図る。

他 一

交通安全運動の積極的な展開と安全思想の

一 一 普及推進を図る。

放置自転車撤去、駐輪場・駐車場管理、整備に

他 他 係る経費

一 一 ・放置自転車撤去費

・小山駅西駐車場・中央駐輪場管理費

～ 一

運営に係る経費

一 一

一 一

一 一

一 一

一 一

市 民 フ ォ ー 市民自らがまちづくりに参画する機会の促進を

ラ ム 事 業 図るため、新たに運営委員を設け、市長と市民

（新） による意見交換を図る、市民フォーラムの企画

・報償費

・消耗品等

し ご と 創 生 総合

小山市まち･ひと･ 総合戦略で設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）

等に基づき、外部有識者による検証を行い、施

・隊員活動費等補助金

・隊員用携帯端末、軽自動車リース料等

・研修等旅費その他関係費

*1人分を報酬・期末手当で計上

・思川桜苗木設置委託(小山駅)

・会議費等

自主返納支援事業 終身無料券を交付する。

交 通 安 全

地 域 防 犯 灯 地域防犯灯のＬＥＤ化にかかる初期費用を、

エ ス コ 事 業 電気代の削減分等で賄う事業で、支出の削減

高齢者運転免許 運転免許自主返納者（65歳以上）におーバスの

各 機 関 連 携 各機関（教育機関、金融機関、企業等）との連携

協 定 推 進 事 業 事業を推進し、フォローアップ会議を開催する。

・小山高専連携事業委託

活 動 事 業

放置自転車対策

及び駐輪場・駐車場

管理、整備事業

・公共駐輪場7箇所・思川駅前駐車場管理費

地 域 お こ し 「地域おこし協力隊」を設置し、都市圏からの移

協 力 隊 事 業 住定住を促し、地域活性化を図る。

・起業支援補助金

・会議費等

ＳＤＧｓ持続可能な 各施策・事業の実施にあたり、「SDGｓ」と一体的

ま ち づ く り 事 業 に取り組むとともに、市民や企業、庁内への周知

啓発を図る。

戦 略 推 進 事 業 策等の効果的・効率的な推進を図る。

・外部有識者会議運営

・外部人材活用セミナー関係費

・共生ビジョン懇談会委員謝礼等

小 山 地 区 定 住 「小山地区定住自立圏共生ビジョン」に基づく定

自 立 圏 構 想 住自立圏構想を推進する。

推 進 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 他 他

一

一 一

一 一

・会議費等

地 地

他 他

一 一

・(新)本庁舎及び本庁別館解体工事

・(新)電気自動車用電源設置工事

・(新)什器備品賃借料（リース）

・(新)新庁舎竣工式典関係費

・(新)新庁舎機械警備業務委託

・パンフレット等作成

一

一 一

・ロブレビル共益費等

小山評定ふるさと 寄附金を通じた市の推進施策への参画を呼び

・返礼品カタログ作成費

・研修費

応 援 事 業 かけるとともに、魅力ある地場産品を返礼品とし

て設定することで、地域産業の活性化を図る。

・ふるさと納税業務委託

わ が ま ち げ ん き 市内各地域の団体が、地域の誇れる資源を発

発 掘 事 業 掘し、復活、再現等を行うことにより地域コミュニ

ティの活性化を図り、次世代に継承していく活動

レジャー施設の整備を図る。

新庁舎整備事業 令和3年度春の新庁舎開庁後に、現庁舎等の解

に着手していく。

・(新)外構Ⅱ期工事（継続費）

宇都宮大学おやま ロブレ内の宇都宮大学おやまサテライトプラザ

（拡大） 体工事、外構Ⅱ期工事（車庫棟新築工事を含む）

を支援する。

こ ど も の 国 「こどもの国整備基本構想」の中心となる「ふれあ

推 進 事 業 い・交流ゾーン」において、エネルギー回収推進

施設から供給可能な余熱エネルギーを活用した

・消耗品その他関係費

・(新)指定金融機関及びATM移設負担金

・消耗品費等

個別施設計画を踏まえた小山市公共施設等

メ ン ト 推 進 事 業 総合管理計画の見直しを行う。

（新） ・公共施設等総合管理計画更新支援業務委託

プ ラ ザ 事 業 情報等の発信を行う。

・宇都宮大学研究業務委託

サ テ ラ イ ト を活用し、地域活性化のための委託研究事業、

公共施設マネジ
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 他 他

一

一 一

一 一

・会議費等

地 地

他 他

一 一

・(新)本庁舎及び本庁別館解体工事

・(新)電気自動車用電源設置工事

・(新)什器備品賃借料（リース）

・(新)新庁舎竣工式典関係費

・(新)新庁舎機械警備業務委託

・パンフレット等作成

一

一 一

・ロブレビル共益費等

小山評定ふるさと 寄附金を通じた市の推進施策への参画を呼び

・返礼品カタログ作成費

・研修費

応 援 事 業 かけるとともに、魅力ある地場産品を返礼品とし

て設定することで、地域産業の活性化を図る。

・ふるさと納税業務委託

わ が ま ち げ ん き 市内各地域の団体が、地域の誇れる資源を発

発 掘 事 業 掘し、復活、再現等を行うことにより地域コミュニ

ティの活性化を図り、次世代に継承していく活動

レジャー施設の整備を図る。

新庁舎整備事業 令和3年度春の新庁舎開庁後に、現庁舎等の解

に着手していく。

・(新)外構Ⅱ期工事（継続費）

宇都宮大学おやま ロブレ内の宇都宮大学おやまサテライトプラザ

（拡大） 体工事、外構Ⅱ期工事（車庫棟新築工事を含む）

を支援する。

こ ど も の 国 「こどもの国整備基本構想」の中心となる「ふれあ

推 進 事 業 い・交流ゾーン」において、エネルギー回収推進

施設から供給可能な余熱エネルギーを活用した

・消耗品その他関係費

・(新)指定金融機関及びATM移設負担金

・消耗品費等

個別施設計画を踏まえた小山市公共施設等

メ ン ト 推 進 事 業 総合管理計画の見直しを行う。

（新） ・公共施設等総合管理計画更新支援業務委託

プ ラ ザ 事 業 情報等の発信を行う。

・宇都宮大学研究業務委託

サ テ ラ イ ト を活用し、地域活性化のための委託研究事業、

公共施設マネジ

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 他 他

一

他 他

一

一

ホームページや施設予約システム、行政データ

国 国

他 他 ・機器等保守委託

一 一 ・機器等使用料

・需用費等

一 一 ウィルス感染を防ぐ対策経費

一 一

地図情報閲覧システムの運営経費

他 他 ・システム運用保守委託

一 一 ・住宅地図データ変換委託

・ＧＩＳ機器使用料・住宅地図使用料

強 靭 化 事 業

電算業務アウトソー 電算オペレータ業務の外部委託経費

シ ン グ 事 業

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

・関係団体補助金その他事業費

電子計算機管理費

を管理するシステム、職員パソコン等の運営経費

情報セキュリティ ネットワークを3層に分離し、個人情報の流出、

（拡大）

・環境学習フィールド3草刈り業務委託

　調査研究業務委託

・外来魚駆除活動業務委託

・(新)渡良瀬遊水地第2調節池動植物

・人工巣塔修繕費

生 物 多 様 性 生物多様性保全のため、「生物多様性おや

推 進 事 業 ま行動計画」の見直しに向けた調査業務委

（新） 託を行う。

・「生物多様性おやま行動計画」見直し

　生息調査業務委託

推 進 事 業 ・環境学習フィールド3保全・利活用

・関係団体補助金その他事業費

渡 良 瀬 遊 水 地 渡良瀬遊水地の湿地環境を保全するため、

・モデルツアー関係費

・ヨシ焼き関係業務委託

（ 第 調 節 池 ） 外来種対策やコウノトリ野生復帰事業を

湿 地 保 全 実施する。

渡 良 瀬 遊 水 地 渡良瀬遊水地の賢明な利用のため、渡良瀬

の 賢 明 な 利 用 遊水地とその周辺地域が有する自然資源等

・渡良瀬遊水地コウノトリ交流館維持管理

・ヨシ灯り関係業務委託

推 進 事 業 を活用しながら地域の活性化を図る。

・渡良瀬遊水地コウノトリ交流館管理

　運営業務委託

　業務委託

・会議費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

財務会計、人事給与、文書管理等の運営経費

～ 他 他 ・システム運用保守委託

一 一

・システム機器使用料

市内全域ケーブルテレビ放送を活用し、地域

他 他 情報化を推進するため事業資金の貸付

公設民営により設置したコミュニティＦＭ放送局

一 一 の放送設備管理に要する経費

・放送設備保守費等

公共施設を専用の光ケーブルで結び、高セキュ

他 他 リティの通信を提供する運営経費

一 一

住民記録・税・国保などの基幹系業務をオープ

国 国 ン系サーバーシステムにより運営する経費

他 他 ・システム運用保守委託

一 一

・納付書利用期限変更対応改修費

・住民税システム法改正対応改修費

・システム機器使用料

社会保障・税番号制度システムの運営経費

国 国 ・システム運用保守委託

一 一 ・マイナンバー活用改修費

・システム機器使用料、負担金

新庁舎にて導入する機器及びネットワーク環境

一 他 整備のための経費

一 ・ネットワーク構築費

・総合窓口システム等保守費

・(新)市民向けWi-Fi通信費

・(新)認証機能付き複合機導入

・テレワーク使用料

・その他機器導入費

統合型内部事務

シ ス テ ム 事 業

・会計年度任用職員対応保守

市全域ケーブルテ

シ ス テ ム 事 業

・保育所入所ＡＩﾏｯﾁﾝｸﾞｼｽﾃﾑ保守費

・市税等クレジット収納導入費

・区画整理町名地番対応改修費

社会保障・税番号

制 度 シ ス テ ム

・障がい者福祉システム等改修費

レビ普及支援事業

コ ミ ュニテ ィ ＦＭ

放送局管理事業

地 域 公 共 ネ ッ ト

ワー ク整備事業

基 幹 系 業 務

整 備 事 業

　データ標準レイアウト改正対応

新 庁 舎

機 器 整 備 事 業

　児童手当システム番号制度対応

　児童扶養手当システム番号制度対応

　健康管理システム健診結果情報連携対応

（拡大）
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

財務会計、人事給与、文書管理等の運営経費

～ 他 他 ・システム運用保守委託

一 一

・システム機器使用料

市内全域ケーブルテレビ放送を活用し、地域

他 他 情報化を推進するため事業資金の貸付

公設民営により設置したコミュニティＦＭ放送局

一 一 の放送設備管理に要する経費

・放送設備保守費等

公共施設を専用の光ケーブルで結び、高セキュ

他 他 リティの通信を提供する運営経費

一 一

住民記録・税・国保などの基幹系業務をオープ

国 国 ン系サーバーシステムにより運営する経費

他 他 ・システム運用保守委託

一 一

・納付書利用期限変更対応改修費

・住民税システム法改正対応改修費

・システム機器使用料

社会保障・税番号制度システムの運営経費

国 国 ・システム運用保守委託

一 一 ・マイナンバー活用改修費

・システム機器使用料、負担金

新庁舎にて導入する機器及びネットワーク環境

一 他 整備のための経費

一 ・ネットワーク構築費

・総合窓口システム等保守費

・(新)市民向けWi-Fi通信費

・(新)認証機能付き複合機導入

・テレワーク使用料

・その他機器導入費

統合型内部事務

シ ス テ ム 事 業

・会計年度任用職員対応保守

市全域ケーブルテ

シ ス テ ム 事 業

・保育所入所ＡＩﾏｯﾁﾝｸﾞｼｽﾃﾑ保守費

・市税等クレジット収納導入費

・区画整理町名地番対応改修費

社会保障・税番号

制 度 シ ス テ ム

・障がい者福祉システム等改修費

レビ普及支援事業

コ ミ ュニテ ィ ＦＭ

放送局管理事業

地 域 公 共 ネ ッ ト

ワー ク整備事業

基 幹 系 業 務

整 備 事 業

　データ標準レイアウト改正対応

新 庁 舎

機 器 整 備 事 業

　児童手当システム番号制度対応

　児童扶養手当システム番号制度対応

　健康管理システム健診結果情報連携対応

（拡大）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

ボランティア活動の推進を図り、市民が積極的に

～ 他 他 参加できる環境づくりを推進する。

一 一 ・小山青年会議所協働事業負担金

・市民活動推進事業補助金

・地域交流支援事業補助金

・市民交流センター等修繕費

・事務費（管理組合負担金等）

国 国

他 他

一 一 （地方創生推進交付金事業）

・糸つむぎ・真綿かけ従事者育成事業

交付金事業 ・結城紬の魅力発信・新商品展開事業

（市単独事業）

国 国

一 一

交付金事業

国

一

地方創生推進

交付金事業

一 国

一 ・デジタルプロモーション事業委託

住宅の新築、購入に伴い市外から転入した勤労

一 一 者に補助金を交付し、定住を促進する。

・転入勤労者等住宅取得支援事業補助金

シ テ ィ プ ロ モ ー 小山市民の小山市への愛着（シビックプライド）

シ ョ ン 推 進 事 業 の醸成に資するプロモーション事業を実施する。

・二地域コーディネーター配置等

市民協働推進事業

「 桑 ・ 蚕 ・ 繭 ・ 真 「桑・蚕・繭・真綿かけ・糸つむぎのさと」等と栃木

綿かけ・糸つむぎ 県紬織物技術支援センターが連携し、本場結城

の さ と 」 事 業 紬の産地の活性化及び一貫生産体制を目指す。

地方創生推進

・施設管理業務委託

・消耗品費等

し た 二 地 域 居 住 と田舎の2つの生活」のニーズ調査を基に、空き

促 進 事 業 家を活用して関係人口の増加を目指す。

地方創生推進 ・空き家物件の確保、運営、管理

空 き 家 等 を 活 用 国が推奨する新たなライフスタイルである「都会

・ホームページ、デジタルサイネージ

・地域づくり参加の仕組みづくり

移 住 定 住

女 子 力 小 山 の

魅 力 発 信 事 業

（新）

・週末体験モデルプラン

小山市に移住して、小山の地域資源を活かして

事業を起こし、情報を発信している女性を中心に

発足した「Sakutto OYAMA」（サクッと小山）に関

する費用。小山の魅力や課題について情報交換

し、情報発信、PR等を実施する。

・小山の魅力発信事業業務委託

・おやま広報特派員関係費等

住宅取得支援事業

・消耗品費等

・シティプロモーション計画策定委員会

転 入 勤 労 者 等
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 県 国

他 県

一 他

一

他 他 し、移住・定住を推進する。

一 一 ・施設維持管理費

一 一

・空き家バンク助成

・住宅宿泊事業支援補助金

文化センター、市民会館の運営経費

他 他 ・指定管理料

一 一 ・緊急修繕料等

市民会館における緊急対応工事経費

一 一

自然災害による被害を軽減し市民の安全で安心

他 他

一 一 ・防災備蓄物資購入

　　(食糧品、水、液体ミルク等)

・通信機器経費

・防災ラジオ購入補助

　　(75歳以上の方のみで構成される世帯）

・活動服購入費用等

一

・訓練会場等設営委託、訓練資機材購入

自主防災組織の拡大と育成を行う。

県 県 ・自主防災会設立時資機材購入

一 一 ・防災士資格取得経費

・自主防災会連絡協議会運営費補助

・自主防災会活動費補助

・自主防災会表彰経費等

（ﾘﾌｫｰﾑ、家財処分、媒介、ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ、維持管理）

・消耗品費等

お や ま 暮 ら し 空き家バンク登録住宅を居住体験施設に活用

お   試   し   の  家

管 理 事 業

空き家バンクや空き家民泊の推進により、移住

推進、空き家対策の推進を図る。

・空き家バンクホームページ保守

管 理 運 営 費

施 設 整 備 費

　　(新)女性の活躍×DX推進事業業務委託

　　(新)移住定住促進首都圏PR業務委託

移住定住促進事業 ・移住定住促進事業　　　  　　　　　　 

（拡大） 　　移住者交流会企画、運営支援業務委託

・ＩＪＵ（移住）推進事業

　　新幹線定期券補助金

　　移住支援事業補助金（国補助活用し県と連携）

　　(新)とちぎ高校生地域定着推進モデル事業

空き家バンク事業

総 合 防 災 大規模災害時の初動体制を整えるため、訓練を

訓 練 費 実施する。

地域防災強化事業

な生活を確保するため、防災体制の強化を図る。

自 主 防 災 組 織

育 成 事 業

(隔年で実施）
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 県 国

他 県

一 他

一

他 他 し、移住・定住を推進する。

一 一 ・施設維持管理費

一 一

・空き家バンク助成

・住宅宿泊事業支援補助金

文化センター、市民会館の運営経費

他 他 ・指定管理料

一 一 ・緊急修繕料等

市民会館における緊急対応工事経費

一 一

自然災害による被害を軽減し市民の安全で安心

他 他

一 一 ・防災備蓄物資購入

　　(食糧品、水、液体ミルク等)

・通信機器経費

・防災ラジオ購入補助

　　(75歳以上の方のみで構成される世帯）

・活動服購入費用等

一

・訓練会場等設営委託、訓練資機材購入

自主防災組織の拡大と育成を行う。

県 県 ・自主防災会設立時資機材購入

一 一 ・防災士資格取得経費

・自主防災会連絡協議会運営費補助

・自主防災会活動費補助

・自主防災会表彰経費等

（ﾘﾌｫｰﾑ、家財処分、媒介、ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ、維持管理）

・消耗品費等

お や ま 暮 ら し 空き家バンク登録住宅を居住体験施設に活用

お   試   し   の  家

管 理 事 業

空き家バンクや空き家民泊の推進により、移住

推進、空き家対策の推進を図る。

・空き家バンクホームページ保守

管 理 運 営 費

施 設 整 備 費

　　(新)女性の活躍×DX推進事業業務委託

　　(新)移住定住促進首都圏PR業務委託

移住定住促進事業 ・移住定住促進事業　　　  　　　　　　 

（拡大） 　　移住者交流会企画、運営支援業務委託

・ＩＪＵ（移住）推進事業

　　新幹線定期券補助金

　　移住支援事業補助金（国補助活用し県と連携）

　　(新)とちぎ高校生地域定着推進モデル事業

空き家バンク事業

総 合 防 災 大規模災害時の初動体制を整えるため、訓練を

訓 練 費 実施する。

地域防災強化事業

な生活を確保するため、防災体制の強化を図る。

自 主 防 災 組 織

育 成 事 業

(隔年で実施）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

新庁舎開庁に伴い、災害対策本部へ導入した

一 地 システムの運用費用

一 ・同報系防災行政無線機器賃借料

・雨雲レーダー等ライセンス利用料

・システム保守料

・回線利用料等

新庁舎開庁に伴い、既設庁舎から防災機器の

一 一 移設を行う。

　撤去費用

東日本大震災により被災した住宅等の修繕

一 一 について、金融機関から融資を受けた場合に

利子補給金を交付する。

関東・東北豪雨災害により被災した住宅等の

県 県 修繕について、金融機関から融資を受けた

一 一 場合に利子補給金を交付する。

一 一

令和元年東日本台風により被災した住宅等の

一 一 修繕について、金融機関から融資を受けた

場合に利子補給金を交付する。

一 一

令和元年東日本台風により被災した住宅の

一 復旧について、国等の生活再建支援制度の

対象とならない方に、工事費に対する支援金

を支給する（令和2年度は繰越予算対応）。

小山駅周辺に設置した防犯カメラの管理費用

～ 一 一

一 一

思川駅周辺に設置した防犯カメラの管理費用

一 一

春・秋・年末年始防犯運動、防犯教室の開催

一 一 等経費

県 県

一 一

思 川 駅 周 辺

防 犯 カ メ ラ 事 業

防犯対策事務費

市税過年度還付金 市税の過年度還付金及び還付加算金

及び還付加算金

小 山 駅 周 辺

防 犯 カ メ ラ 事 業

間 々 田 駅 周 辺 間々田駅周辺に設置した防犯カメラの管理費用

防 犯 カ メ ラ 事 業

令和元年東日本台風により被害を受けた中小企

台風豪雨災害に 業者の経営安定を目的として、令和元年度中に

伴う中小企業融資 市の融資制度を利用した場合に利子補給金を

被 災 者 住 宅

復 旧 支 援 事 業

制度利子補給金 交付する。

台風豪雨災害に

伴 う住宅等修繕

令和元年東日本

関東・東北豪雨災害により被害を受けた中小企

害に伴う中小企業 業者の経営安定を目的として、平成27年度中に

融 資 制 度 利 子 市の融資制度を利用した場合に利子補給金を

補 給 金 交付する。

利 子 補 給 金

関東・東北豪雨災

害に伴う住宅等修

繕 利 子 補 給 金

関東・東北豪雨災

伴 う住宅等修繕

利 子 補 給 金

令和元年東日本

災 害 対 策 本 部

シ ス テ ム 事 業

新庁舎防災関係

システム移設事業

・震度情報ネットワークシステム機器

東日本大震災に
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一 一

市民課及び各出張所の住基ネットワークの

一 一 端末機、カード発行機等の使用料及び保守料

戸籍の集中化・事務の迅速化及び市民サー

一 一 ビス向上を図るための機器使用料及び保守料

住民票の写しや印鑑登録証明書等を、コンビニ

他 他 の端末機から取得できるサービスにより、住民の

一 一 利便性の向上を図る。

個人番号カードの製造・発行等を地方公共団体

国 国 情報システム機構に委任し、個人番号カードの

他 他 交付を行う。

一

国 国

一

県 総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査に係る

（新） 一 経費

総 選 挙 費

マイナンバーカードの取得促進に向けた啓発を

利活用推進事業 実施するとともに、カードの利活用を推進する。

衆 議 院 議 員 令和3年10月21日任期満了に伴う衆議院議員

証明書 コ ン ビ ニ

交 付 事 業

社会保障 ・ 税番

号制度個人番号

カー ド交付事業

マイナンバーカード

住民基本台帳ネット

ワークシステム運営費

戸籍電子化集中

シ ス テ ム 事 業

を行う。

評 価 及 び 画 地 令和6年度の評価替えに向け、令和3年度から

条 件 調 査 業 務 令和5年度にかけ、用途地区、状況類似地区の

見直し、画地条件調査及び公図・地番図の修正
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一 一

市民課及び各出張所の住基ネットワークの

一 一 端末機、カード発行機等の使用料及び保守料

戸籍の集中化・事務の迅速化及び市民サー

一 一 ビス向上を図るための機器使用料及び保守料

住民票の写しや印鑑登録証明書等を、コンビニ

他 他 の端末機から取得できるサービスにより、住民の

一 一 利便性の向上を図る。

個人番号カードの製造・発行等を地方公共団体

国 国 情報システム機構に委任し、個人番号カードの

他 他 交付を行う。

一

国 国

一

県 総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査に係る

（新） 一 経費

総 選 挙 費

マイナンバーカードの取得促進に向けた啓発を

利活用推進事業 実施するとともに、カードの利活用を推進する。

衆 議 院 議 員 令和3年10月21日任期満了に伴う衆議院議員

証明書 コ ン ビ ニ

交 付 事 業

社会保障 ・ 税番

号制度個人番号

カー ド交付事業

マイナンバーカード

住民基本台帳ネット

ワークシステム運営費

戸籍電子化集中

シ ス テ ム 事 業

を行う。

評 価 及 び 画 地 令和6年度の評価替えに向け、令和3年度から

条 件 調 査 業 務 令和5年度にかけ、用途地区、状況類似地区の

見直し、画地条件調査及び公図・地番図の修正

民生費

本年度予算額 ２２３億８，９９５万６千円

前年度予算額 ２１１億９，１０９万１千円

この予算は、市民生活の安定と福祉の増進を図るための事業等に要する経費であり、

市民生活部、保健福祉部等が所管しています。

前年度と比較しますと、１１億９，８８６万５千円、５．７％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

戦没者の方々に追悼の意を捧げるため、

一 一 遺族連合会と共催で式典を実施する。

火災及び風水害等不慮の災害で災害救助法の

一 一 適用されない災害の被災者に対して、見舞金及

び弔慰金を支給する。

　全焼等10万円、半壊等5万円、床上浸水3万円

生活、住宅、医療、介護支援等の給付を行う。

国 国 ・生活支援給付費

一 一 日常生活において、公的機関を利用する際に

通訳を派遣する。

・生活支援事業費

離職により生活が困窮して住居を失った方や

国 国 住居を失う恐れの高い人に、安定した就職活動

一 一 ができるよう期限付きで家賃相当額を支給する。

ひきこもりに関する相談や家族・本人支援事業を

国 実施し、関係機関と連携した支援体制を整備

（新） 一 する。

・社会福祉協議会

県 県 ・民生委員児童委員協議会

　 一 一 ・遺族連合会

・保護司会費等

第4期小山市地域福祉計画の進行管理

一 一

・地域福祉推進会議委員謝礼等

農福連携推進事業に取り組む法人の農園で

一 一 見学会等を実施する。

・農福連携推進協議会委員謝礼等

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

住 居 確 保 給 付 金

給 付 事 業

ひ き こ も り

相 談 支 援 事 業

戦没者追悼式事業

小 災 害 見 舞 金

中 国 残 留 邦 人

等 関 係 費

社 会 福 祉 団 体

等 助 成 費

地 域 福 祉

計 画 推 進 費 （計画期間 R3～R7）

農 福 連 携 推 進 費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・保険基盤安定分

国 国 ・出産育児一時金分

県 県 ・職員給与費分

他 一 ・事務費分

一 ・財政安定化支援分

・その他

一

（新）

・福祉タクシー利用者助成費

国 国 ・特別障がい者手当等

一 一 ・重度心身障がい児介護手当

・難病等福祉手当

在宅のねたきり老人等を常時介護している方に

一 一 介護手当を支給する。

・在宅ねたきり老人介護手当

70歳以上の高齢者及び65歳以上の身体障がい

一 一 者に対し、はり・灸・あん摩マッサージ指圧施術

費の一部を助成する。

白内障の手術後の視力矯正のため特殊眼鏡等

一 一 の購入費の一部を助成する。

要介護認定2以下及び65歳以上で歩行に不安の

一 一 ある方に対し、シルバーカー（四輪の手押し車）

購入費の一部を助成する。

長寿を祝し、77歳、88歳、95歳、100歳、101歳

一 一 以上の方にお祝い金を贈呈する。

・敬老会補助金

一 一 ・事務費

一人暮らしの高齢者等に対し、寝台、電磁調理

一 一 器、火災警報器等の給付・貸与を行う。

他 他

一 一 等に措置入所させる。 

・老人クラブ連合会補助

国 国 ・老人クラブ連合会各種大会開催補助

県 県 ・単位老人クラブ活動補助

他 他 ・友愛サロン事業補助

一 一 ・老人クラブ育成奨励

・事務費

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計 繰 出 金

人 権 施 策 推 進 第4次小山市人権施策推進基本計画策定業務

老 人 介 護 手 当

はり・灸・マッサージ

利 用 者 助 成 費

老 人 性 白 内 障

特 殊 眼 鏡 等

購 入 助 成 費

基本計画策定事業 （計画期間 R4～R8）

身 体 障 が い 者

援 護 経 費

在 宅 ね た き り

身体、精神又は経済的理由により、居宅において

養護を受けることが
困難な方を、養護老人ホーム

シ ル バ ー カ ー

購 入 助 成 費

敬老祝金支給事業

敬 老 会 補 助 事 業

老 人 ク ラ ブ 費

日 常 生 活 用 具

給 付 費

施 設 措 置 委 託 料
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・保険基盤安定分

国 国 ・出産育児一時金分

県 県 ・職員給与費分

他 一 ・事務費分

一 ・財政安定化支援分

・その他

一

（新）

・福祉タクシー利用者助成費

国 国 ・特別障がい者手当等

一 一 ・重度心身障がい児介護手当

・難病等福祉手当

在宅のねたきり老人等を常時介護している方に

一 一 介護手当を支給する。

・在宅ねたきり老人介護手当

70歳以上の高齢者及び65歳以上の身体障がい

一 一 者に対し、はり・灸・あん摩マッサージ指圧施術

費の一部を助成する。

白内障の手術後の視力矯正のため特殊眼鏡等

一 一 の購入費の一部を助成する。

要介護認定2以下及び65歳以上で歩行に不安の

一 一 ある方に対し、シルバーカー（四輪の手押し車）

購入費の一部を助成する。

長寿を祝し、77歳、88歳、95歳、100歳、101歳

一 一 以上の方にお祝い金を贈呈する。

・敬老会補助金

一 一 ・事務費

一人暮らしの高齢者等に対し、寝台、電磁調理

一 一 器、火災警報器等の給付・貸与を行う。

他 他

一 一 等に措置入所させる。 

・老人クラブ連合会補助

国 国 ・老人クラブ連合会各種大会開催補助

県 県 ・単位老人クラブ活動補助

他 他 ・友愛サロン事業補助

一 一 ・老人クラブ育成奨励

・事務費

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計 繰 出 金

人 権 施 策 推 進 第4次小山市人権施策推進基本計画策定業務

老 人 介 護 手 当

はり・灸・マッサージ

利 用 者 助 成 費

老 人 性 白 内 障

特 殊 眼 鏡 等

購 入 助 成 費

基本計画策定事業 （計画期間 R4～R8）

身 体 障 が い 者

援 護 経 費

在 宅 ね た き り

身体、精神又は経済的理由により、居宅において

養護を受けることが
困難な方を、養護老人ホーム

シ ル バ ー カ ー

購 入 助 成 費

敬老祝金支給事業

敬 老 会 補 助 事 業

老 人 ク ラ ブ 費

日 常 生 活 用 具

給 付 費

施 設 措 置 委 託 料

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一人暮らしや高齢者のみの世帯等に対し、

一 一 急病・災害等に備え、緊急通報装置を

貸与する。

一 一 往復タクシー料金等の一部を助成する。

高齢者のみの世帯に対し、寝具を洗濯・乾燥・

一 一 消毒するサービスを行う。

高齢者のみの世帯に対し、除草・掃除等、

一 一 軽易な日常生活の援助を行う。

心配ごと法律相談等業務委託

一 一 （社会福祉協議会）

介護ボランティアに登録した40歳から64歳まで

他 他 の方々に、施設等での活動に対し「ボランティア

一 ポイント」を付与しポイントに基づき、転換品を

交付する。

地域における見守りや支え合いの仕組み

一 一 づくりに取り組む自治会に対し補助する。

家族が高額の損害賠償を求められた場合に

一 一 対応するため、「徘徊高齢者等SOSﾈｯﾄﾜｰｸ」

登録者を対象に、市が損害賠償保険に加入し

家族の不安を解消する。

・指定管理料

他 他 ・水路清掃、エアコン法定点検

一 一 ・修繕費等

・事業補助金

一 一 ・全国シルバー人材センター賛助会費

概ね65歳以上の虚弱高齢者や身体障がい者を

一 一 対象に、入浴サービスを提供する。

就労から社会貢献までの相談にワンストップ

一 県 サービスで対応できる相談窓口を設置し、

一 高齢者の社会参加を支援する。

・支援会議・企画会議委員謝礼

・事務費

高齢者福祉施設整備を行う法人に対し

県 補助をする。

・地域密着型特別養護老人ホーム(29床)

（新）

地 域 ケ ア 体 制

整 備 事 業

高齢者地域支援

体制整備・評価事業

介護ボランティア

支 援 事 業

見守り・支え合い

移送サービス事業 高齢者のみの世帯に対し、自宅と医療機関等の

寝 具 洗 濯 乾 燥

消毒サービス事業

軽度生活援助事業

シ ル バ ー 人 材

セ ン タ ー 費

ふ れ 愛 入 浴

サ ー ビ ス 事 業

生き生き好齢者

育成支援推進事業

推 進 事 業

徘徊高齢者賠償

責任保険加入事業

ふ れ あ い 健 康

セ ン タ ー 事 業

整 備 事 業

特 別 養 護

老 人 ホ ー ム
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・介護給付費

国 国 ・地域支援事業

県 県 　　介護予防・日常生活支援総合事業

一 一

・低所得者保険料軽減分

・職員給与費分

・事務費分

・その他

未就学の障がい児を養育する保護者に対し、

一 一 障がい児通所給付費等に係る利用者負担額

相当額を助成する。

他 他

一

・後期高齢者医療広域連合運営費

一 一 ・後期高齢者医療療養給付費

・保険基盤安定分

県 県 ・健診事業分

他 他 ・職員給与費分

一 一 ・事務費分

県 県

一 一

障がい福祉サービス利用に係る給付費

国 国 ・障がい者介護給付費

県 県 障がい者の療養介護施設入所中に係る

一 一 医療費

・障がい者療養介護医療費

負 担 助 成 費

障 が い 児 通 園 ・特別訓練事業委託

機 能 訓 練 事 業

後 期 高 齢 者

介 護 保 険

特 別 会 計 繰 出 金

　　 介護予防・日常生活支援総合事業以外

未 就 学 障 が い 児

介護給付費利用者

障 が い 者 自 立

支 援 給 付 費

医 療 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計 繰 出 金

重度心身障がい者 重度心身障がい者に係る医療費を助成する。

医 療 費 扶 助 費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・介護給付費

国 国 ・地域支援事業

県 県 　　介護予防・日常生活支援総合事業

一 一

・低所得者保険料軽減分

・職員給与費分

・事務費分

・その他

未就学の障がい児を養育する保護者に対し、

一 一 障がい児通所給付費等に係る利用者負担額

相当額を助成する。

他 他

一

・後期高齢者医療広域連合運営費

一 一 ・後期高齢者医療療養給付費

・保険基盤安定分

県 県 ・健診事業分

他 他 ・職員給与費分

一 一 ・事務費分

県 県

一 一

障がい福祉サービス利用に係る給付費

国 国 ・障がい者介護給付費

県 県 障がい者の療養介護施設入所中に係る

一 一 医療費

・障がい者療養介護医療費

負 担 助 成 費

障 が い 児 通 園 ・特別訓練事業委託

機 能 訓 練 事 業

後 期 高 齢 者

介 護 保 険

特 別 会 計 繰 出 金

　　 介護予防・日常生活支援総合事業以外

未 就 学 障 が い 児

介護給付費利用者

障 が い 者 自 立

支 援 給 付 費

医 療 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計 繰 出 金

重度心身障がい者 重度心身障がい者に係る医療費を助成する。

医 療 費 扶 助 費

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・地域生活支援拠点等委託事業

（拡大） 国 国 　　地域生活支援拠点

県 県 　　基幹相談支援センター

地 他 ・障がい者移動支援事業

他 一 ・障がい者日中一時支援事業

一 ・障がい者訪問入浴サービス事業

・意思疎通支援事業

・日常生活用具給付事業

・地域活動支援センター事業

　　(新)こすもす園解体工事

　　地域活動支援センター

・成年後見制度利用支援事業

　　 (新)成年後見制度中核機関

　　市長申立等費用

・社会参加促進事業

・福祉ホーム利用事業

障がい者・児等の障がいの軽減を図る。

国 国 ・更生医療給付費（障がい者）

県 県 ・育成医療給付費（障がい児等）

一 一 ・事務費

身体障がい児・者が身体上の障がいを補って、

国 国 日常生活や職業生活をしやすくするよう補装具

県 県 を交付・修理する。

一 一

障がい者手帳の交付を受けていない18歳未満

県 県 の軽度･中等度難聴児が、補聴器を購入・修理

一 一 した費用を助成する。

虐待を受けた障がい者の一時保護事業

国 国

県 県

一 一

要保護児童の早期発見及び適切な保護を図る

～ 国 国 とともに、関係機関との連携を図る。

県 県 ・要保護児童対策地域協議会経費

一 一 ・要支援児童生活応援事業

・子育て包括支援総合相談事業

国 国 ・子育てサロン推進事業

県 県 ・子育てひろば事業

他 他

一 一 ・子育て支援総合センター事業

・おやまっ子開運子育てナビ運営事業

地域生活支援事業

難 聴 児 補 聴 器

購 入 等 助 成 事 業

障 が い 者 虐 待

防 止 事 業

要 保 護 児 童

障がい者自立支援

医 療 給 付 費

障 が い 者

補 装 具 給 付 費

軽 度 ･ 中 等 度

対 策 事 業

子 育 て 支 援 事 業

・おやま生まれのｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

ロブレビル5階に民設民営により設置した

～ 一 一 屋内子どもの運動遊び場を運営する。

・運営費補助金

・児童手当給付費

国 国 　　3歳未満 15,000円/月

県 県 　　3歳から小学校修了前

一 一 　　　　第1子・第2子 10,000円/月

　　　　第3子以降 15,000円/月

　　中学生 10,000円/月

　　特例給付 5,000円/月

・事務費

一 一

精神的、経済的に不安定な母子を保護し、

国 国 安心できる生活の場を提供することで、

県 県 精神的な安定と自立した生活が送れるよう

他 他 支援する。

一 一

・病児対応型業務

国 国 　新小山市民病院、こばとキッズ、こばと保育園

県 県 ・病後児対応型業務

他 他 　すみれ乳児院

一 一

家庭保育世帯の子育て不安を緩和するため、

国 国 各地域に子育て支援拠点を設置する。

県 県 　小山西、黒田、こばと、さくら、こぐま保育園

他 一

父母の一方又は両方を亡くした児童の健全

県 県 育成を図るため、手当を支給する。

一 一

児 童 手 当 事 業

子 ど も ・ 子 育 て 「第2次子ども・子育て支援事業計画(R2～R6)」

支援新制度事業 及び「第2次子どもの貧困撲滅5か年計画

キッズランドおやま

運 営 事 業

拠 点 事 業

遺 児 対 策 事 業

(R2～R6)」の進捗管理を行う。

母子生活支援施設

入 所 措 置 事 業

病 児 ・ 病 後 児

保 育 事 業

地域子育て支援



－44－

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

ロブレビル5階に民設民営により設置した

～ 一 一 屋内子どもの運動遊び場を運営する。

・運営費補助金

・児童手当給付費

国 国 　　3歳未満 15,000円/月

県 県 　　3歳から小学校修了前

一 一 　　　　第1子・第2子 10,000円/月

　　　　第3子以降 15,000円/月

　　中学生 10,000円/月

　　特例給付 5,000円/月

・事務費

一 一

精神的、経済的に不安定な母子を保護し、

国 国 安心できる生活の場を提供することで、

県 県 精神的な安定と自立した生活が送れるよう

他 他 支援する。

一 一

・病児対応型業務

国 国 　新小山市民病院、こばとキッズ、こばと保育園

県 県 ・病後児対応型業務

他 他 　すみれ乳児院

一 一

家庭保育世帯の子育て不安を緩和するため、

国 国 各地域に子育て支援拠点を設置する。

県 県 　小山西、黒田、こばと、さくら、こぐま保育園

他 一

父母の一方又は両方を亡くした児童の健全

県 県 育成を図るため、手当を支給する。

一 一

児 童 手 当 事 業

子 ど も ・ 子 育 て 「第2次子ども・子育て支援事業計画(R2～R6)」

支援新制度事業 及び「第2次子どもの貧困撲滅5か年計画

キッズランドおやま

運 営 事 業

拠 点 事 業

遺 児 対 策 事 業

(R2～R6)」の進捗管理を行う。

母子生活支援施設

入 所 措 置 事 業

病 児 ・ 病 後 児

保 育 事 業

地域子育て支援

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 国 国

（拡大） 県 県

他 他 　豊田中学区新設小学校学童保育館

一 一   　備品購入費

　　事務費

  開   設   54クラブ

  委託先   指定管理者32、学童クラブ22

・ひとり親家庭学童保育料助成事業

･学童保育館管理運営費

  備品購入費

　既存学童保育館修繕

　学童保育連合会費

保育所等への再就職を希望する保育士に対し、

国 国 現場復帰に必要となる研修を行う。

一 一

未婚の男女を対象とした婚活支援事業を実施

一 県 する。

一

・とちぎ結婚支援センター市町負担金

市内認可外保育施設等を利用する乳幼児の

国 国 保護者に対し、保育料を助成する。

県 県 ・保育料助成費

一 一 ・預かり保育料助成費

18歳以下の子を養育するひとり親家庭のうち、

～ 国 国 所得が制限額以下の父母等に支給する。

一 一 ・児童扶養手当給付費

　　　第2子加算月額　       5,100円～ 10,190円

　　　第3子以降加算月額　3,060円～   6,110円

・事務費

放 課 後 児 童 ・学童保育館施設建設費

健 全 育 成 事 業 　羽川小学童保育館トイレ改修工事

結婚活動応援事業

・とちぎ結婚支援センター小山運営費

認可外保育施設等

無 償 化 事 業

児 童 扶 養 手 当

･(新)学童保育館施設整備事業

･放課後児童健全育成事業

　借家負担金、土地借上料

　その他管理運営費（ＡＥＤリース料等）

保 育 士 再 就 職

支 援 研 修 事 業

関 係 費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 国 国 　受講費用の60％（限度額15万円）

一 一 ・自立支援教育訓練給付金事業

　受講費用の80％(上限額25万円）

・高等職業訓練促進給付金事業

　月額100,000円(課税世帯は70,500円)

一 一

一 一

助成する。

　助成額　 利用料の2/3（上限20,000円/月）

支援が必要な児童・生徒に対して昼食等を

国 提供し、併せて訪問時に各家庭の状況を

確認する。

(新) ・配食・見守り業務委託

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護を図

国 一 るため、相談等各種事業を実施する。

一

市立9保育所に係る管理運営費

国 国 ・維持補修費

(拡大) 県 県 ・賄材料費

地 他 ・光熱水費

他 一 ・(拡大)調理業務委託

一 　　絹・出井・城北・(新)もみじ・(新)網戸保育所

・(新)間々田北保育所屋根改修工事

・事務費等

若木保育所の民営化移転に伴う旧園舎の

地 取り壊しに係る費用

(新) 一 ・外壁吹付材アスベスト分析業務委託

・解体工事費用

民間保育園に係る入所委託料

～ 国 国 ・委託先 市内24保育園及び市外保育所

(拡大) 県 県 (新)（仮称）若木保育園

他 他 (新)（仮称）駅東さくら保育園

一 一

通 学 補 助 事 業 自己負担分の1/2を助成する(上限3,000円/月)。

ひ と り 親 家 庭 ひとり親家庭世帯がファミリーサポートセンターの

ひ と り 親 家 庭 ・高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

自 立 支 援 事 業

ひ と り 親 家 庭 ひとり親家庭の高校生を対象に通学定期代の

小 中 学 生 等

昼 食 支 援 事 業

配 偶 者 暴 力 相 談

市 立 保 育 所

ファミリーサポート 相互援助活動を利用した場合、利用料の一部を

セ ン タ ー 利 用 料

助 成 事 業

虐 待 ・ 貧 困 世 帯

支援センター事業

管 理 運 営 費

民 間 保 育 所

入 所 委 託 事 業

旧 若 木 保 育 所

解 体 工 事 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 国 国 　受講費用の60％（限度額15万円）

一 一 ・自立支援教育訓練給付金事業

　受講費用の80％(上限額25万円）

・高等職業訓練促進給付金事業

　月額100,000円(課税世帯は70,500円)

一 一

一 一

助成する。

　助成額　 利用料の2/3（上限20,000円/月）

支援が必要な児童・生徒に対して昼食等を

国 提供し、併せて訪問時に各家庭の状況を

確認する。

(新) ・配食・見守り業務委託

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護を図

国 一 るため、相談等各種事業を実施する。

一

市立9保育所に係る管理運営費

国 国 ・維持補修費

(拡大) 県 県 ・賄材料費

地 他 ・光熱水費

他 一 ・(拡大)調理業務委託

一 　　絹・出井・城北・(新)もみじ・(新)網戸保育所

・(新)間々田北保育所屋根改修工事

・事務費等

若木保育所の民営化移転に伴う旧園舎の

地 取り壊しに係る費用

(新) 一 ・外壁吹付材アスベスト分析業務委託

・解体工事費用

民間保育園に係る入所委託料

～ 国 国 ・委託先 市内24保育園及び市外保育所

(拡大) 県 県 (新)（仮称）若木保育園

他 他 (新)（仮称）駅東さくら保育園

一 一

通 学 補 助 事 業 自己負担分の1/2を助成する(上限3,000円/月)。

ひ と り 親 家 庭 ひとり親家庭世帯がファミリーサポートセンターの

ひ と り 親 家 庭 ・高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

自 立 支 援 事 業

ひ と り 親 家 庭 ひとり親家庭の高校生を対象に通学定期代の

小 中 学 生 等

昼 食 支 援 事 業

配 偶 者 暴 力 相 談

市 立 保 育 所

ファミリーサポート 相互援助活動を利用した場合、利用料の一部を

セ ン タ ー 利 用 料

助 成 事 業

虐 待 ・ 貧 困 世 帯

支援センター事業

管 理 運 営 費

民 間 保 育 所

入 所 委 託 事 業

旧 若 木 保 育 所

解 体 工 事 事 業

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 国 国 ・認定こども園施設型給付負担金

(拡大) 県 県 　認定とまと、ふじ、おおや、小山、

一 一 　生井ゆりかご、のぶしま、間々田、梅ケ原、

　みのり、乙女、早蕨、栗の実、

　静林、せいほう、(新)羽川

・市外認定こども園等施設型給付負担金

一 一 対し助成する。

民間保育園等が実施する特別保育事業に対し

国 国 助成する。

(拡大) 県 県

一 一 ・一時預かり事業

・延長保育事業

・1歳児保育担当保育士増員事業

・調理員増員事業

・(新)保育施設ＩＣＴ化推進事業

民間保育園が実施する地域活動の事業に対し

一 一 助成する。

1日8時間以上（週5日以上）開園する無認可の

県 県 民間育児サービス施設で、月極めの乳幼児が

一 一 6人以上入園している施設に対し助成する。

認定こども園(幼稚園部分)及び新制度移行幼稚

国 国

県 県

一 一

民間保育園で実施した研修、及び職員が受講

国 国 した研修費用の一部を助成する。

一 一

学校法人が設置運営する保育園の新築及び

国 国 増改築等に対し、経費の一部を助成する。

(拡大) 地 地

一 一

・(新)にこにこ保育園

保育士・幼稚園教諭の養成機関の在学者に、

一 一 市内の保育園（所）、幼稚園、認定こども園に

就業することを条件に奨励金を交付する。

・(新)（仮称）認定こども園ひまわり幼稚園

・(新)(仮称)認定こども園楠エンゼル幼稚園

認定こども園等に対し施設型給付の支払いを行う。

施設型給付事業

定 員 超 過 児 童 待機児童の解消を推進している民間保育園等に

特 別 事 業

特別保育事業等

推 進 費 補 助 金

認定 こ ど も 園等

一時預かり事業 園が実施する一時預かり事業に対し助成する。

私 立 保 育 所 等

職 員 研 修 事 業

保 育 所 等 施 設

整 備 費 補 助 金

・病児・病後児保育事業（体調不良児）

地 域 交 流

事 業 費 補 助 金

民間育児サービス

対策事業費補助金

認定 こ ど も 園等

保育士等就業奨

励 金 交 付 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公設民営保育施設に係る経費

～ 一 一 ・城山サクラコモンに係る修繕積立金

(拡大)

　積立金及び保守点検

保育園又は認定こども園に入所する児童の

国 送迎に係る保護者の負担を軽減するため

（新） 一 在籍園への送迎前後に、児童の一時的な

預かり保育を行う。

保育園・認定こども園に通園している

県 県 第3子以降児童の保護者に対し、

一 一 月額4,500円を上限として副食費を補助する。

・駅南児童センター指定管理料

他 一 ・城北児童センター指定管理料

一 ・維持補修費等

・事務費

ひとり親家庭に係る医療費を助成する。

県 県

一 一

障がい児に、日常生活における基本的な動作の

国 国 指導、集団生活への適応訓練等を実施する。

県 県 ・児童発達支援

一 一 ・放課後等児童デイサービス

・障がい児支援利用計画作成

・医療型児童発達支援等

・支払事務委託

生活保護世帯数及び人数（令和2年12月現在）

国 国 　1,182世帯　　1,440人

県 県 ・生活扶助費

一 一 ・住宅扶助費

・教育扶助費

・医療扶助費

・出産扶助費

・生業扶助費

・葬祭扶助費

・施設事務費

・介護扶助費

生活保護を脱却した後の経済的負担の増加に

国 国 よる不安定な生活を支え、再度保護に至ることを

一 一 防止し、また生活保護脱却を促すためのインセ

ンティブを強化するため、給付金を支給する。

・(新)小山イーストクロスに係る修繕

就労自立給付金

給 付 事 業

ひ と り 親 家 庭

医 療 費 扶 助 費

障 が い 児

通 所 支 援 費

生 活 保 護 費

第 子 以 降

副 食 費

児童センター費

公設民間保育園

管 理 運 営 費

送 迎 保 育

ステーション事業

無 償 化 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公設民営保育施設に係る経費

～ 一 一 ・城山サクラコモンに係る修繕積立金

(拡大)

　積立金及び保守点検

保育園又は認定こども園に入所する児童の

国 送迎に係る保護者の負担を軽減するため

（新） 一 在籍園への送迎前後に、児童の一時的な

預かり保育を行う。

保育園・認定こども園に通園している

県 県 第3子以降児童の保護者に対し、

一 一 月額4,500円を上限として副食費を補助する。

・駅南児童センター指定管理料

他 一 ・城北児童センター指定管理料

一 ・維持補修費等

・事務費

ひとり親家庭に係る医療費を助成する。

県 県

一 一

障がい児に、日常生活における基本的な動作の

国 国 指導、集団生活への適応訓練等を実施する。

県 県 ・児童発達支援

一 一 ・放課後等児童デイサービス

・障がい児支援利用計画作成

・医療型児童発達支援等

・支払事務委託

生活保護世帯数及び人数（令和2年12月現在）

国 国 　1,182世帯　　1,440人

県 県 ・生活扶助費

一 一 ・住宅扶助費

・教育扶助費

・医療扶助費

・出産扶助費

・生業扶助費

・葬祭扶助費

・施設事務費

・介護扶助費

生活保護を脱却した後の経済的負担の増加に

国 国 よる不安定な生活を支え、再度保護に至ることを

一 一 防止し、また生活保護脱却を促すためのインセ

ンティブを強化するため、給付金を支給する。

・(新)小山イーストクロスに係る修繕

就労自立給付金

給 付 事 業

ひ と り 親 家 庭

医 療 費 扶 助 費

障 が い 児

通 所 支 援 費

生 活 保 護 費

第 子 以 降

副 食 費

児童センター費

公設民間保育園

管 理 運 営 費

送 迎 保 育

ステーション事業

無 償 化 事 業

衛生費

本年度予算額 ５５億４，６０６万５千円

前年度予算額 ５７億７，９１４万９千円

この予算は、市民の健康を守り快適な生活環境を保持するための経費であり、市民生活

部、保健福祉部等が所管しています。

前年度と比較しますと、２億３，３０８万４千円、４．０％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

骨髄提供者への負担軽減を図るとともに広く

～ 県 県 市民に対し骨髄バンク事業の普及啓発を行う。

一 一 ・骨髄移植ドナー支援事業奨励金

・事務費

がん患者の就労、社会参加、療養生活の

県 一 質の向上を支援するため、医療用ウイッグの

一 購入費の一部を助成する。

小山聖苑から遠距離の市民への利便性、公平

一 一 性を図るために、隣接自治体の斎場使用料の

一部を補助する。

地域住民の救急医療確保のため、病院群輪番

県 県 制病院（二次救急）の運営費を負担する。

他 他 ・運営費負担金

一 一

小山医療圏における二次救急医療体制を整備

県 県 するため、協議会を設置するとともに、救急医療

他 他 を担う医療機関を支援する。

一 一 ・小山地区救急医療対策協議会費

・小児二次救急支援事業負担金

小山医療圏における休日夜間初期救急医療の

他 他 確保を図るため、在宅当番医制度を運営する。

一 一 ・在宅当番医制運営委託料

市民・行政・医療機関等が、協働で地域医療を

一 一 守ることを目的とした事業を実施する。

・地域医療対策補助金

・地域医療普及啓発事業費

・看護師確保支援奨励金

・回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院等

  整備費補助金

・事務費

病院群輪番制病院

運 営 費 負 担 金

小山地区救急医療

体 制 整 備 事 業

救 急 医 療 在 宅

骨 髄 バ ン ク 登 録

推 進 事 業

医 療 用 ウ イ ッ グ

購 入 費 助 成 事 業

斎場使用料補助金

当 番 医 制 運 営 費

地域医療推進事業

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

交 付 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

地方独立行政法人となった小山市民病院に

～ 一 一 対し運営費を負担する。

新小山市民病院職員分の栃木県市町村職員

他 一 共済組合への長期給付等負担金

一

・負担金

一 一 ・補助金

・出資金

一 一

主要地方道栃木・小山線の整備事業に伴う

地 小山市有墓地（谷ノ中共同墓地）の移転に

一 係る経費

・測量設計業務委託料

・墓地造成費

・墓地用地取得費

・母親学級

他 他 ・乳幼児健康相談

一 一 ・5歳児健康相談

・思春期保健

・新生児聴覚検査

国 国 ・乳幼児健康診査

一 一 ・妊産婦健康診査

・妊産婦・新生児訪問事業

国 国 ・こんにちは赤ちゃん事業

県 県 ・育児支援家庭訪問事業

一 一 ・産後ケア事業

・産前・産後サポート事業

・歯の衛生週間

県 県 ・幼児フッ素塗布

他 他 ・運動普及推進

一 一 ・生活習慣病予防対策

・女性がん検診（集団・個別）

国 国 ・生活習慣病検診（集団・個別）

県 県 ・歯周疾患検診

他 他 ・口腔がん検診

一 一 ・健康増進事業事務費

保健対策推進事業

健 康 増 進 事 業

保健予防・聖苑事業・ごみ処理事業・し尿処理

衛生組合負担金 事業を行う小山広域保健衛生組合への負担金

健康教育相談事業

新小山市民病院

乳幼児及び妊産婦

健 康 診 査 事 業

母 子 保 健 訪 問

指 導 等 事 業

小 山 広 域 保 健

市有墓地整備事業

(新)

運 営 費 負 担 金

新小山市民病院

職員長期給付等

共済組合負担金

水 道 事 業 会 計

負 担 金 等
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

地方独立行政法人となった小山市民病院に

～ 一 一 対し運営費を負担する。

新小山市民病院職員分の栃木県市町村職員

他 一 共済組合への長期給付等負担金

一

・負担金

一 一 ・補助金

・出資金

一 一

主要地方道栃木・小山線の整備事業に伴う

地 小山市有墓地（谷ノ中共同墓地）の移転に

一 係る経費

・測量設計業務委託料

・墓地造成費

・墓地用地取得費

・母親学級

他 他 ・乳幼児健康相談

一 一 ・5歳児健康相談

・思春期保健

・新生児聴覚検査

国 国 ・乳幼児健康診査

一 一 ・妊産婦健康診査

・妊産婦・新生児訪問事業

国 国 ・こんにちは赤ちゃん事業

県 県 ・育児支援家庭訪問事業

一 一 ・産後ケア事業

・産前・産後サポート事業

・歯の衛生週間

県 県 ・幼児フッ素塗布

他 他 ・運動普及推進

一 一 ・生活習慣病予防対策

・女性がん検診（集団・個別）

国 国 ・生活習慣病検診（集団・個別）

県 県 ・歯周疾患検診

他 他 ・口腔がん検診

一 一 ・健康増進事業事務費

保健対策推進事業

健 康 増 進 事 業

保健予防・聖苑事業・ごみ処理事業・し尿処理

衛生組合負担金 事業を行う小山広域保健衛生組合への負担金

健康教育相談事業

新小山市民病院

乳幼児及び妊産婦

健 康 診 査 事 業

母 子 保 健 訪 問

指 導 等 事 業

小 山 広 域 保 健

市有墓地整備事業

(新)

運 営 費 負 担 金

新小山市民病院

職員長期給付等

共済組合負担金

水 道 事 業 会 計

負 担 金 等

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

健康づくりへの市民の意識を喚起し、市と市民

一 一 が一体となって健康づくりを推進する。

・健康マイレージ事業

・事務費

疫病の発生及び蔓延を予防するため、予防接

一 一 種を行なう。

　ＭＲ、日本脳炎、小児用肺炎球菌、ヒブ、水痘、

　Ｂ型肝炎　、 インフルエンザ、高齢者用肺炎球菌

　風しん、ロタ

（任意接種） ロタ、おたふくかぜ、Ｂ型肝炎、風しん

　ＭＲ未接種者（未成年）対策

感染症対策（新型コロナウイルス等）及び

一 一 災害対策（水害時の消毒剤等）費

・感染症対策等消耗品

・事務費

妊産婦等への感染を防ぐため、未受診世代の

国 国 男性に風しん抗体検査を実施する。

一 一 ・抗体検査委託

・無料クーポン券印刷

・事務費

． ・保健福祉センター管理運営費

他 他

一 一

専用住宅から排出される生活系排水による水質

国 国 汚濁の防止と良好な生活環境の保全のため浄

県 県 化槽を設置する者に費用を助成する。

一 一 ・浄化槽設置費補助金

・単独処理浄化槽撤去費補助金

・事務費

一 一

・共同水道補助金

・水道施設立入検査

また、水道施設の立入検査を行う。

る組合に対し、新設または改修費用を補助する。

浄 化 槽 設 置 事 業

保 健 施 設

管 理 運 営 費 ・健康医療介護総合支援センター

　管理運営費

検 査 等 事 業

小 山 市 民 健 康

推 進 事 業

共 同 水 道 事 業 水道事業の給水区域以外で共同水道を設置す

感 染 症 対 策

事 業 費

予 防 接 種 費

（定期接種） ＢＣＧ、ポリオ、四種混合、二種混合、 

風 し ん 抗 体

・健康都市おやまフェスティバル補助金
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・ロブレ632中央公衆トイレ

他 他 ・小山駅東口公衆トイレ

一 一 ・間々田駅東西口公衆トイレ

・思川駅公衆トイレ

・事務費等

狂犬病予防のための予防注射、飼犬登録等に

他 他 関する事務を行う。

・飼い犬等避妊手術費補助金

・予防接種等獣医師会業務委託

・登録管理システム更新、保守費

・事務費

環境汚染状況の把握及び監視のための調査

他 他 分析を環境監視計画に基づいて実施する。

一 一 ・河川水質等分析

・ダイオキシン類調査分析

福島原子力発電所の事故に伴い飛散した放射

一 一 性物質の空間放射線量をリアルタイムに測定し

ホームページで配信する。

・放射線量測定器維持管理

社会的課題や地域社会づくりに取り組める

他 他 環境を創るため、ボランティアや社会貢献団

一 一 体の活動に関する施策、援助を行う。

騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法に関

一 一 する事務を行い生活環境の保護・改善を図る。

・自動車騒音常時監視面的評価業務等

菜の花・ヨシの利活用の一環として二酸化炭素

他 一 削減のためバイオマスエネルギーとして利用促

中学生までの子どもに係る医療費を助成する。

県 県 ・小学6年生まで

一 一

妊産婦に係る医療費を助成する。

県 県

一 一

不妊治療に係る医療費を助成する。

一 一 （年1回の申請で5年、限度額100万円）

進を図る。

・廃食油回収業務委託

・中学生

妊 産 婦 医 療 費

助 成 事 業

不 妊 治 療 費

こ ど も 医 療 費

助 成 事 業

助 成 事 業

狂犬病予防事業

分 析 委 託 事 業

放射能対策事業

騒 音 振 動 悪 臭

防 止 事 業

菜 の 花 ・ ヨ シ ・

バイオマスエネル

ギー利活用事業

市 民 ト イ レ

管 理 費

グラウンドワーク

活 動 事 業

・ヨシペレット製造委託
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・ロブレ632中央公衆トイレ

他 他 ・小山駅東口公衆トイレ

一 一 ・間々田駅東西口公衆トイレ

・思川駅公衆トイレ

・事務費等

狂犬病予防のための予防注射、飼犬登録等に

他 他 関する事務を行う。

・飼い犬等避妊手術費補助金

・予防接種等獣医師会業務委託

・登録管理システム更新、保守費

・事務費

環境汚染状況の把握及び監視のための調査

他 他 分析を環境監視計画に基づいて実施する。

一 一 ・河川水質等分析

・ダイオキシン類調査分析

福島原子力発電所の事故に伴い飛散した放射

一 一 性物質の空間放射線量をリアルタイムに測定し

ホームページで配信する。

・放射線量測定器維持管理

社会的課題や地域社会づくりに取り組める

他 他 環境を創るため、ボランティアや社会貢献団

一 一 体の活動に関する施策、援助を行う。

騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法に関

一 一 する事務を行い生活環境の保護・改善を図る。

・自動車騒音常時監視面的評価業務等

菜の花・ヨシの利活用の一環として二酸化炭素

他 一 削減のためバイオマスエネルギーとして利用促

中学生までの子どもに係る医療費を助成する。

県 県 ・小学6年生まで

一 一

妊産婦に係る医療費を助成する。

県 県

一 一

不妊治療に係る医療費を助成する。

一 一 （年1回の申請で5年、限度額100万円）

進を図る。

・廃食油回収業務委託

・中学生

妊 産 婦 医 療 費

助 成 事 業

不 妊 治 療 費

こ ど も 医 療 費

助 成 事 業

助 成 事 業

狂犬病予防事業

分 析 委 託 事 業

放射能対策事業

騒 音 振 動 悪 臭

防 止 事 業

菜 の 花 ・ ヨ シ ・

バイオマスエネル

ギー利活用事業

市 民 ト イ レ

管 理 費

グラウンドワーク

活 動 事 業

・ヨシペレット製造委託

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

出生体重が2,000g以下または身体機能が未熟

国 国 なまま生まれた乳児に、指定養育医療機関での

県 県 入院に限り、医療費を助成する。

一 一

不育症治療に係る医療費を助成する。

一 一

自殺予防対策に関する研修や取組みを推進し、

県 県 自殺者の減少を図る。

一 一 ・自殺対策事業（法律相談・講演会等）

・ごみ収集運搬業務委託

～ 他 他 ・不燃系資源物収集用コンテナ購入費

一 一 ・配布用印刷物作成

・ごみ収集所設置費補助

・事務費

環境美化条例に基づいて、PR活動やパトロール

一 一 を実施し、環境美化意識の高揚を図る。

・啓発用消耗品（看板等）

・スズメバチ駆除費補助金

・不法投棄物処理費用

小山駅周辺における環境美化及び危険防止を

他 他 図るため、路上での喫煙行為等を指導する。

一 一 ・啓発用消耗品

家庭用生ごみ処理機設置者へ設置費用の一部

一 一 を補助する。

資源ごみ回収団体への報償金の交付や、市民

他 一 に対しての啓発活動を行う。

・資源ごみ回収報償金

・公共施設生ごみ収集運搬業務委託

・生ごみリサイクル業務委託

・ごみ分別促進アプリ

・(新)公共施設機密書類溶解処理委託

・事務費（啓発用消耗品等）

(拡大)

環境美化推進事業

ご み 減 量 化

清 掃 事 業

養 育 医 療 費

助 成 事 業

防 止 対 策 事 業

家 庭 用 廃 棄 物

対 策 事 業

処理容器設置費

補 助 金

不 育 症 治 療 費

助 成 事 業

自 殺 対 策 事 業

路 上 喫 煙 等
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労働費

本年度予算額 １億７，４２４万円

前年度予算額 ２億６，８９７万４千円

この予算は、労働力の安定確保と勤労者福祉の向上に要する経費であり、産業観光部

が所管しています。

前年度と比較しますと、９，４７３万４千円、３５．２％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

一 一

一 一

・小山市勤労者住宅資金融資預託金（平成30年

他 他 度制度廃止により残債分のみ）

一 一

地

（新） 他

一 一

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

共 済 制 度 め、中小企業退職金共済掛金の一部を補助する。

トライアル雇用 安定的な就職が困難な求職者の試行雇用を支

促 進 支 援 事 業 援し、就職機会の拡大化及び定着化を図る。

　月額4万円×3か月の支援

中小企業勤労者 ・(一財)小山市勤労者共済サービスセンター

総合福祉推進事業 　運営費補助

中小企業退職金 中小企業従業員の福祉増進と雇用安定を図るた

普 及 対 策 事 業 　共済掛金の10％（限度額1人400円/月）　交付期間3年

勤労者住宅資金

支 援 事 業

　資金預託先 中央労働金庫小山支店

施設の管理運営

勤労者福祉施設 勤労者福祉施設の集約化に向けた改修整備を

　融資限度額 1世帯1件3，000万円以内

　返済期間 35年以内

勤労青少年ホーム 施設の管理運営に係る指定管理者への委託料

・備品購入

管 理 運 営 費 ・修繕料

勤労者体育ｾﾝﾀｰ

・指定管理料

改修 集約化）事業 行う。

・改修工事設計業務委託

・改修工事

・駐車場整備

等 管 理 運 営 費
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労働費

本年度予算額 １億７，４２４万円

前年度予算額 ２億６，８９７万４千円

この予算は、労働力の安定確保と勤労者福祉の向上に要する経費であり、産業観光部

が所管しています。

前年度と比較しますと、９，４７３万４千円、３５．２％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

一 一

一 一

・小山市勤労者住宅資金融資預託金（平成30年

他 他 度制度廃止により残債分のみ）

一 一

地

（新） 他

一 一

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

共 済 制 度 め、中小企業退職金共済掛金の一部を補助する。

トライアル雇用 安定的な就職が困難な求職者の試行雇用を支

促 進 支 援 事 業 援し、就職機会の拡大化及び定着化を図る。

　月額4万円×3か月の支援

中小企業勤労者 ・(一財)小山市勤労者共済サービスセンター

総合福祉推進事業 　運営費補助

中小企業退職金 中小企業従業員の福祉増進と雇用安定を図るた

普 及 対 策 事 業 　共済掛金の10％（限度額1人400円/月）　交付期間3年

勤労者住宅資金

支 援 事 業

　資金預託先 中央労働金庫小山支店

施設の管理運営

勤労者福祉施設 勤労者福祉施設の集約化に向けた改修整備を

　融資限度額 1世帯1件3，000万円以内

　返済期間 35年以内

勤労青少年ホーム 施設の管理運営に係る指定管理者への委託料

・備品購入

管 理 運 営 費 ・修繕料

勤労者体育ｾﾝﾀｰ

・指定管理料

改修 集約化）事業 行う。

・改修工事設計業務委託

・改修工事

・駐車場整備

等 管 理 運 営 費

農林水産業費

本年度予算額 １３億５，５６６万円

前年度予算額 １６億１，８４８万５千円

この予算は、生産性の高い近代的な農業、林業及び水産業の振興に要する経費であり、

産業観光部、農業委員会事務局等が所管しています。

前年度と比較しますと、２億６，２８２万５千円、１６．２％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

・農地情報管理システム経費等

県 一

一

一 一

～ 一 一

他 他

一 一

・指定管理料等

農振除外管理システム経費

一 一 ・システムデータ更新・保守委託

・機器リース料等

他 他

一 一

・農園借上料等

一 一

一 一

の形成を図る。

・起業支援補助金

・タブレット関係委託費及び賃借料

菜の花プロジェクト 菜種の生産振興により遊休農地の解消、地産

推 進 事 業 地消及び資源の再利用を推進し循環型社会

・菜の花プロジェクト推進事業補助金

市民農園及び市民体験農園を活用した都市

地 域 お こ し 「地域おこし協力隊」を設置し、都市圏からの移

・研修等旅費その他関係費

*1人分を報酬・期末手当で計上

協 力 隊 事 業 住定住を促し農泊推進及び地域活性化を図る。

の 郷 事 業 の交流による農村地域の活性化を図る施設の

・市民農園管理・体験水田栽培管理委託

管理運営を支援する。

統合型Ｇ ＩＳ事業

市民農園体験農園

・隊員活動費補助金

・隊員用携帯端末、軽自動車リース料等

対 策 事 業 ・耕作放棄地対策事業交付金　　

農 業 祭 事 業 市内で生産された農産物のＰＲ及び消費拡大

管 理 運 営 事 業 と農村の交流を推進する。

を目的とした農業祭を支援する。

絹 ふ れ あ い 農村の豊かな地域資源を活用し､都市と農村

・その他事業費

耕 作 放 棄 地 等 耕作放棄地の再生利用を促進するため、耕作

再 生 利 用 緊 急 放棄地改善者に対し補助を行う（20,000円/10a）。

農業経営の大規模化、農業機械の大型化に伴

取 得 助 成 金 い、家族経営協定締結者について大型特殊免

許取得費の一部に対し、助成金を交付する。

農 地 情 報 管 理

シ ス テ ム 事 業 ・全国農地ナビフェーズ2管理関係委託料

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

大 型 特 殊 免 許
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 県 県

一 一

県 県

一 一

他 他

一 一

一 一

推進する。

一 一

県 県

一

付する。

一 一

・クロマルハナバチ導入推進事業

・箱施用剤、無人ヘリ等による病害虫防除補助金

拡大を目的とした大規模化を図る取組み、水

田経営の低コスト化を図る取組み等に必要な

農業機械の導入を支援するため、補助金を交

広域防除推進事業 箱施用剤、無人ヘリ等による広域的な病害虫

防除により農産物の安定的生産の確保を図る。

・水田フル活用総合支援事業補助金（県）

卸 売 市 場

特別会計繰出金

水 田 農 業 構 造 産地競争力のある水田農業を展開していくた

改 革 推 進 事 業 め、需要に対応した作物の新規導入及び生産

・(新)環境保全型農業推進協議会

栃 木 県 南 地 方 栃木県南地方卸売市場特別会計への繰出金

農 業 推 進 事 業 生物多様性に配慮したなつみずたんぼの振

（拡大） 興及び在来種のハチを利用したトマト栽培を

・なつみずたんぼ振興事業

法に基づく農地の借入・貸付の農地貸借業務

を行い、担い手への円滑な農地集積を図る。

・担い手農地賃借料

・消耗品等

環境にや さ し い 環境にやさしい農業を推進する取組みとして、

・規模拡大交付金

・集落営農組織支援事業補助金

・会議費等

農地集積推進事業 農業公社解散に伴う農業経営基盤強化促進

するとともに、受け手である担い手に対し規模

拡大交付金を交付するほか、集落営農組織の

法人化を進める。

・機構集積協力金

・担い手加算金

・直播栽培補助金

・(新)二毛作助成補助金

担 い 手 ・ 農 地 農地中間管理機構を経由した農地の集積・集

総 合 対 策 事 業 約化に協力する出し手に対し協力金を交付

対 策 事 業 農業再生協議会等へ補助し円滑な推進を図る。

（拡大） ・経営所得安定対策推進事業費補助金

・農業団体等需給調整推進事業費補助金

・米の生産調整協力員補助金

経 営 所 得 安 定 経営所得安定対策の確認事務を担う小山市

　補助金
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

ロボット、ＡＩ、ＩＣＴ等の先端技術を活用した新

一 一 たな営農技術体系の構築・実践する取組み等

に対する支援を行う。

・スマート農業推進事業補助金

・研修等旅費

一 一

対し、補助を行う。

一 一

一 一

県 県

一

一 一

一 国

一

一 一

県 県

土地利用型農業から露地野菜等の高収益作

物を導入し、農業所得の向上と安定を図るため

健康長寿はとむぎ

歳 事 業

生活習慣病の予防・改善に効果が期待される

域農業の振興を図る。

して農作業用機械・施設を導入する際の融資

を除く自己負担額に対し、補助金を交付する。

・経営体育成支援事業費補助金（県）

「人・農地プラン」の中心経営体が融資を活用

・農福連携推進事業補助金

整 備 事 業

農 福 連 携

推 進 事 業

はとむぎの認知度向上と利用拡大を図り、健

経 営 体 育 成

りを推進する。

・はとむぎで健康長寿100歳を目指す

　まちづくり推進協議会補助金

農福連携を推進し、障がい者、地域の高齢者

等の雇用及び就労の機会を確保しつつ、地

対し、その必要な資材購入費等の補助を行う。

日 本 一 は と む ぎ 本市の特産物「はとむぎ」の生産振興を図る。

生 産 拡 大 事 業 ・日本一はとむぎ生産拡大事業補助金

・産地づくりモデル地域育成事業補助金（県）

負荷の少ない施設園芸の拡大を推進する。

・施設園芸生産拡大推進事業補助金

園 芸 大 国 と ち ぎ 水田を最大限に活用し、米から土地利用型園

づ く り 推 進 事 業 芸(露地野菜等)へ転換し、生産拡大を図る者に

処 理 対 策 事 業 ・農業用廃プラスチック処理対策事業補助金

高 効 率 施 設 園 芸 施設園芸において、エネルギーの消費効率

支 援 事 業 の優れた機械、設備等の導入を支援し、環境

プ ラ ス チ ッ ク 実施し、農村環境の保全を図る。

・高収益作物導入補助金

・加工・業務用野菜生産基盤強化

  モデル圃場運営補助金

・会議関係費

農 業 用 廃 農業用廃プラスチックの回収及び適正処理を

高収益作物の導入、モデル圃場の設置等に

ス マ ー ト 農 業

推 進 事 業

高 収 益 農 業

生 産 拡 大 事 業

康長寿の延伸と健康でいきいきとしたまちづく



－57－

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一 一

一 一

国 県

県 一

一

一 一

一 一

一 一

・稚蚕導入・高品質繭・養蚕ヘルパー補助金

県 県

一 一

・捕獲イノシシ死体処理委託

・有害鳥獣捕獲委託料等

一 一

一 一

地 産 地 消 運 動 食と農の理解促進及び地産地消・食育の推進

推 進 事 業 を図る。

・おやまアグリビジネス創出事業補助金

・地産地消・食育推進協議会補助金等

・コウノトリからの贈り物事業

第 次 産 業 化 おやま産の農資源を活用した新商品、新サービ

農 業 振 興 事 業 スの開発に対し、補助金を交付する。

・審査会費用等

新 規 就 農 者 新規就農者に対し、経営が安定するまでの間

育 成 事 業 補助金を交付するほか、地域の中心経営体等

（拡大） の後継者が、経営継承後の経営発展に向けた

・新規就農支援事業補助金

・(新)経営継承・発展等支援金

取組に関する計画を策定し経営を継承した場

合に必要な経費を支援する。

Ｇ Ａ Ｐ 取 得 国内流通のみならず、海外への輸出においても

推 進 事 業 消費者が信頼できる食品へのニーズが高まって

・(新)イノシシ捕獲に対する報償費

・(新)ホカクラウド通信費

いることから、ＧＡＰの取得を推進する。

・ＧＡＰ認証取得申請費・取得費補助金

・研修会関係費

結城紬の材料となる繭の生産振興を図る。

「桑 ・蚕・繭・紬」 桑の栽培や桑関連商品の販売促進による事業

で紡ぐ総活躍の 者の自走を支援し、地域経済の活性化につな

ま ち づ く り 事 業 げる。

生産振興普及事業

イノシシ農業被害 イノシシ等による農業被害等への対策を図る。

等 対 策 事 業 ・鳥獣被害連絡協議会補助金

・桑・蚕・繭・紬で紡ぐ総活躍のまちづくり補助金

ユネスコ無形文化 世界無形文化遺産・おやまブランドである本場

遺産本場結城紬

（拡大） ・イノシシ等被害防止対策事業補助金

自衛防疫促進事業 畜産経営に欠かすことのできない伝染病の防

疫費用に対し、補助金を交付する。

・自衛防疫促進事業補助金

お や ま 和 牛 肥育農家の経営安定を図るため、肥育素牛購

生 産 振 興 事 業 入費等に対し、補助金を交付する。

・おやま和牛生産振興事業補助金
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

豚熱感染を未然に防止するため、豚舎周りの

一 一 緊急消毒・防疫を行うとともに、豚熱予防的ワク

チン接種費に対する補助金を交付する。

・緊急消毒・防疫用消石灰

地 地

一 一

一 一 　　粟宮、塚崎・田間、上出井

・(新)堰改修基礎調査負担金

県 県

一 一

県 県

地 地

一 他

一

一 一 ・排水対策補助金（田んぼダム）

・施設機能維持回復（１地区）

県 県

一 一

一 一

県 県

一 一

豚 熱 対 策 事 業

・豚熱予防的ワクチン接種費補助金

県営土地改良事業 ・県営農業用河川工作物応急対策事業

　　押切用水堰、蟹川堰（堰改修）

　　 亀の子堰（堰改修）、生井、穂積（かんがい排水）

　　塚崎・東野田、大谷東部（圃場整備）

・県営土地改良調査計画事業

　　粟宮、塚崎・田間（圃場整備）

・県営経営体育成基盤整備事業

団 体 営 土 地 改 良 ・団体営調査計画（圃場整備）

調 査 計 画 事 業

（拡大）

日 本 型 直 接 ・農地維持支払交付金

　　二国堰

支 払 制 度 ・資源向上支払(共同活動)交付金

（多面的機能支払） ・その他事業費

農 地 耕 作 条 件 ・農地耕作条件改善事業

改 善 事 業 　　土地改良区（農業用用排水施設整備等）

（拡大） 　　小山(1)（農道整備）

　　(新)小山(2)（農道整備）

　　下河原田・生駒（償還金）

排水強化対策事業 ・田んぼダム効果検証他業務委託

・かんがい排水（3地区）

・ふゆみずたんぼ推進事業

・渡良瀬遊水地小山養魚場管理業務委託

・ふゆみずたんぼ推進協議会補助金

・有機 ＪＡＳ認証取得更新支援事業補助金

・環境保全型農業直接支払

改 良 事 業

モロコ養殖に対する取組みを支援する。

県 単 独 土 地

改 良 事 業 ・農道整備（7地区）

市 単 独 土 地

環 境 創 造 型 地球環境や生物多様性に配慮した環境創造

農 業 推 進 事 業 型農業として、ふゆみずたんぼ米の生産、ホン

・消耗品等



－59－

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一 一

一 一

一 一 ・土地改良施設維持管理業務等委託

・防災対策強化事業負担金

県 県 出金

一 一

県 県

一 一

一 一

・森林管理意向調査委託

・森林GIS使用料

・保安林維持管理委託

・(新)ナラ枯れ対策事業費補助金

・消耗品等

（拡大） ついて、所有者に対する意向調査等を実施す

る。

・小山の元気な里山づくり事業

・平地林維持管理委託等

森林経営管理事業 市内の管理が行き届いていない森林の管理に

市営土地改良事業

平 地 林 保 全 とちぎの元気な森づくり県民税を活用して、里

推 進 事 業 山林を整備する。

湛 水 防 除 事 業

特別会計繰出金

管 理 事 業

（拡大）

・仮設水中ポンプ設置業務委託

・土地改良施設補修等工事

農 道 整 備 事 業

与 良 川 水 系 与良川水系湛水防除事業特別会計への繰

・(新)大沼駐車場設計業務委託

間 々 田 乙 女 間々田乙女排水機場の維持管理費に対する

排 水 機 場 維 持 補助　

・農道整備事業負担金（24地区）

・農道整備事業交付金（7地区）
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商工費

本年度予算額 ４０億６，７６３万円

前年度予算額 ３９億７，２２８万８千円

この予算は、中小企業を中心とした商工業における近代化の推進、観光の振興に要する

経費であり、産業観光部等が所管しています。

前年度と比較しますと、９，５３４万２千円、２．４％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

県 県

一 一

～ 県 県

一 一

一 一

一 一

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

消 費 者 行 政 費 市民の消費生活の安定及び向上を図るため、

普及啓発活動に取り組むとともに、消費者問題

の相談窓口として消費生活センターを運営する。

地 域 振 興 ・間々田地域振興活性化事業（間々田商工会）

活 性 化 事 業 ・美田地域振興活性化事業（美田商工会）

・桑絹地域振興活性化事業（桑絹商工会）

・ふるさとまつり（桑、間々田）

・桜まつり

　 乙女河岸、豊田、寒川、中、穂積、生井

・小山駅東口まつり

・小山駅西口まつり

・間々田駅東口まつり（県補助）

・羽川ふれあいまつり

・美しが丘まつり

・青年会議所、小山駅西口青年部補助金

開 運 小 山 市 共 通 商業の活性化と消費者の利便を図ることを目的

商 品 券 発 行 事 業 に、プレミアム付商品券を発行する。

商工団体支援事業 ・小山商工会議所補助金

・プレミアム分

・事務費

（拡大） ・間々田商工会補助金

・桑絹商工会補助金

・小山市美田商工会補助金

・小山商店会連合会、間々田商店会補助金

・(新)小山青年会議所栃木フォーラム

・小山市3商工会合併協議会補助金

・その他の事業費

・小山駅周辺中心市街地活性化事業補助金

　小山大会補助金
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一

他 他

　　　　　　　　　 

他 他

一 一

一 一

他

一

（新）

一 一

国 国

一 一

に市の融資制度を利用した場合に、その返済に

経 済 動 向 実 態 商工業の実態調査･分析について専門機関に

調 査 事 業 依頼し、今後の施策の指針とする。

中小企業事業資金 営業資金及び設備資金の低利融資により、市

融 資 預 託 事 業 内中小企業の振興を図る。

　融資限度額　 営業資金 3,000万円

設備資金 2,000万円

創業資金    500万円

証協会の保証率引下げ相当分を保証協会に対

近 代 化 施 設 資 金 市内の中小企業者に対し､資金融資を行うこと

融 資 預 託 事 業 により､近代化及び活性化を推進し､商業の振興

及び発展を図る。

　融資限度額

小規模事業者経営改善資金の利子の一部を補

経 営 改 善 資 金 助し、小規模事業者の経営の安定化を図る。

　　工場、店舗等の建設費用　　　　5,000万円

　　テナント出店、駐車場整備費用 2,000万円

市 町 村 特 別 市町村の実施する特別保証制度融資に係る保

保 証 制 度 負 担 金

ＪＲ駅ビル内通路 ロブレ・駅ビル連絡通路につながる駅ビル内の

使 用 負 担 事 業 通路使用に係る費用を負担し､ロブレ及び中心

感 染 症 に 係 る 化した中小企業者に対し、令和2年2月20日以降

中小企業融資制度

・補助期間　1回目の利子支払月から起算して3年間（新）

利 子 補 給 金

市街地の活性化を図る。

中 心 市 街 地 中心市街地の空き店舗への新規出店者に対し、

商 業 出 店 等 家賃及び内装改造費の一部を補助し、中心市街

促 進 事 業 地の活性化を図る｡

・中心市街地商業出店等促進事業補助金

新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の影響により業績が悪

利 子 補 給 金 ・補助期間　1回目の利子支払月から起算して2年間

・補助額　年利率の0.5%分に相当する額

して負担する。

小 規 模 事 業 者

小 規 模 事 業 者 改善資金を利用した場合に、その返済に支払った

経 営 改 善 資 金 利子に対し、利子補給金を交付する。

支払った利子に対し、利子補給金を交付する。

新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の影響により業績が

感 染 症 に 係 る 悪化した小規模事業者が、小規模事業者経営

利 子 補 給 金 ・補助期間　1回目の利子支払月から起算して3年間
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一

他 他

　　　　　　　　　 

他 他

一 一

一 一

他

一

（新）

一 一

国 国

一 一

に市の融資制度を利用した場合に、その返済に

経 済 動 向 実 態 商工業の実態調査･分析について専門機関に

調 査 事 業 依頼し、今後の施策の指針とする。

中小企業事業資金 営業資金及び設備資金の低利融資により、市

融 資 預 託 事 業 内中小企業の振興を図る。

　融資限度額　 営業資金 3,000万円

設備資金 2,000万円

創業資金    500万円

証協会の保証率引下げ相当分を保証協会に対

近 代 化 施 設 資 金 市内の中小企業者に対し､資金融資を行うこと

融 資 預 託 事 業 により､近代化及び活性化を推進し､商業の振興

及び発展を図る。

　融資限度額

小規模事業者経営改善資金の利子の一部を補

経 営 改 善 資 金 助し、小規模事業者の経営の安定化を図る。

　　工場、店舗等の建設費用　　　　5,000万円

　　テナント出店、駐車場整備費用 2,000万円

市 町 村 特 別 市町村の実施する特別保証制度融資に係る保

保 証 制 度 負 担 金

ＪＲ駅ビル内通路 ロブレ・駅ビル連絡通路につながる駅ビル内の

使 用 負 担 事 業 通路使用に係る費用を負担し､ロブレ及び中心

感 染 症 に 係 る 化した中小企業者に対し、令和2年2月20日以降

中小企業融資制度

・補助期間　1回目の利子支払月から起算して3年間（新）

利 子 補 給 金

市街地の活性化を図る。

中 心 市 街 地 中心市街地の空き店舗への新規出店者に対し、

商 業 出 店 等 家賃及び内装改造費の一部を補助し、中心市街

促 進 事 業 地の活性化を図る｡

・中心市街地商業出店等促進事業補助金

新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の影響により業績が悪

利 子 補 給 金 ・補助期間　1回目の利子支払月から起算して2年間

・補助額　年利率の0.5%分に相当する額

して負担する。

小 規 模 事 業 者

小 規 模 事 業 者 改善資金を利用した場合に、その返済に支払った

経 営 改 善 資 金 利子に対し、利子補給金を交付する。

支払った利子に対し、利子補給金を交付する。

新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の影響により業績が

感 染 症 に 係 る 悪化した小規模事業者が、小規模事業者経営

利 子 補 給 金 ・補助期間　1回目の利子支払月から起算して3年間

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一

他 他

一 一

他 他

一 一

　　結城紬購入等助成金

　　各種団体補助金等

一 一

一 一

一 一

　 おやま本場結城紬クラフト館管理運営業務委託

　 小山きものの日実行委員会補助金

拡 大 事 業 ための移転又は増改築を奨励・支援し、雇用の

確保及び産業の振興を図る。

・工業振興奨励金

・各工業団地連絡協議会等補助金

中 小 企 業 研 究 中小企業が行う新製品、新技術、販路拡大の

開 発 支 援 事 業 ための研究開発事業等への支援を行う｡

工 業 振 興 奨 励 工場等の新設並びに規模拡大及び近代化の

お や ま 産 学 官 「産・学・官」が協力・連携を図り､豊かな地域社

ネ ッ ト ワ ー ク  会づくりを推進する｡

支 援 事 業 ・おやま産学官ネットワーク負担金、活動補助金等

・本場結城紬生産振興費

・本場結城紬後継者育成事業

･本場結城紬プロモーション事業

ユネスコ無形文化 ユネスコ無形文化遺産「本場結城紬」の生産振

遺 産 本 場 結 城 紬 興及び普及を図るため、和装振興、販売促進、

生産振興普及事業 後継者育成、情報発信等に取り組む。

出を図る。

・ロブレ再生推進事業補助金

・ビル共益費

・ビル修繕積立金

・火災保険負担金その他事業費

・(新)出店支援費

（拡大）

ロ ブ レ 再 生 事 業 中核的商業施設であるロブレの再生を推進し、

運営資金貸付事業 支援する。

・テナント運営資金貸付

・ロブレ632駐車場建設支援貸付

・第2駐車場預託金支援貸付

中心市街地の活性化及び街なかの賑わいの創

地域の活動拠点としての事業を実施する。

・指定管理料

・土地賃借料

・修繕料等

小 山 都 市 開 発 ㈱ 資金の貸付により小山都市開発(株)の運営を

ま ち の 駅 事 業 中心市街地活性化のための回遊拠点、おやま

ブランド、観光交流センターとしての情報発信、
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一 一

一 一

一 一

他 他

一 一

する｡

一 一

一 一

市内に分譲中の工業団地に立地し、5年以内

一 に操業を開始した企業に対し､土地取得額の

15％を助成金として交付する。

一 一

一 一

一 一

一 一

企 業 誘 致 促 進

助成金交付事業

（新）

・事務費等

・おやまバルーンフェスタ補助金

・おもいがわ映画祭補助金

・小山の初市補助金

・おはやし郷土芸能の振興補助金

・小山晃思会補助金

・小山市観光協会補助金

観 光 振 興 豊かな自然や歴史、文化等を活用し、市外から

イ ベ ン ト 事 業 の観光誘客を図ることにより、地域活性化に寄

与する。

・おやまサマーフェスティバル補助金

南 部 造 成 事 業 繰出金

特別会計繰出金

企業誘致促進事業 新規工業団地の周知を図るとともに、分譲中の

工業団地、民間所有未利用地の企業誘致を促

進する。

テクノパーク小山 テクノパーク小山南部造成事業特別会計への

企 業 立 地 促 進 市内工業用地における未利用地、空き工場等

土地取得奨励金 を購入し、工場等を操業した者に対し、不動産

交 付 事 業 取得税相当額の奨励金を交付する。

中 小 企 業 販 路 市内中小企業が開発した自社製品及び自社技

開拓事業助成金 術を展示会等に出展した場合に、その経費の一

交 付 事 業 部を助成する。

財 産 権 取 得 権、商標権、意匠権）取得に対し、補助金を交付

支 援 事 業

中 小 企 業 Ｉ Ｓ Ｏ 市内中小企業のＩＳＯ認証及びHACCP認証の

認証取得支援事業 取得費用に対し、補助金を交付する。

工 業 振 興 資 金 市内への工場等の新設､移転又は増改築による

融 資 預 託 事 業 工場等の規模拡大及び近代化を奨励支援する。

中 小 企 業 産 業 市内中小企業の工業所有権（特許権､実用新案

育 成 支 援 事 業 材の育成を図る。

創業起業支援事業 起業家の自立・成長のための支援と、地域の起

業家に対し、創業相談、育成講座等を実施する

ことにより、その育成及び支援を行う。

も の づ く り 人 材 多様化・高度化する技術革新等に対応できる人

工 業 団 地 等 工業団地の環境整備を進め、良好な環境の下

管 理 事 業 に企業活動が推進できるように、その維持管理

を行う。
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

一 一

一 一

一 一

他 他

一 一

する｡

一 一

一 一

市内に分譲中の工業団地に立地し、5年以内

一 に操業を開始した企業に対し､土地取得額の

15％を助成金として交付する。

一 一

一 一

一 一

一 一

企 業 誘 致 促 進

助成金交付事業

（新）

・事務費等

・おやまバルーンフェスタ補助金

・おもいがわ映画祭補助金

・小山の初市補助金

・おはやし郷土芸能の振興補助金

・小山晃思会補助金

・小山市観光協会補助金

観 光 振 興 豊かな自然や歴史、文化等を活用し、市外から

イ ベ ン ト 事 業 の観光誘客を図ることにより、地域活性化に寄

与する。

・おやまサマーフェスティバル補助金

南 部 造 成 事 業 繰出金

特別会計繰出金

企業誘致促進事業 新規工業団地の周知を図るとともに、分譲中の

工業団地、民間所有未利用地の企業誘致を促

進する。

テクノパーク小山 テクノパーク小山南部造成事業特別会計への

企 業 立 地 促 進 市内工業用地における未利用地、空き工場等

土地取得奨励金 を購入し、工場等を操業した者に対し、不動産

交 付 事 業 取得税相当額の奨励金を交付する。

中 小 企 業 販 路 市内中小企業が開発した自社製品及び自社技

開拓事業助成金 術を展示会等に出展した場合に、その経費の一

交 付 事 業 部を助成する。

財 産 権 取 得 権、商標権、意匠権）取得に対し、補助金を交付

支 援 事 業

中 小 企 業 Ｉ Ｓ Ｏ 市内中小企業のＩＳＯ認証及びHACCP認証の

認証取得支援事業 取得費用に対し、補助金を交付する。

工 業 振 興 資 金 市内への工場等の新設､移転又は増改築による

融 資 預 託 事 業 工場等の規模拡大及び近代化を奨励支援する。

中 小 企 業 産 業 市内中小企業の工業所有権（特許権､実用新案

育 成 支 援 事 業 材の育成を図る。

創業起業支援事業 起業家の自立・成長のための支援と、地域の起

業家に対し、創業相談、育成講座等を実施する

ことにより、その育成及び支援を行う。

も の づ く り 人 材 多様化・高度化する技術革新等に対応できる人

工 業 団 地 等 工業団地の環境整備を進め、良好な環境の下

管 理 事 業 に企業活動が推進できるように、その維持管理

を行う。

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

県 県

一 一

一 一

他 他

一 一

・小山ブランド商標登録経費、事務費等

・おやまブランドまつり補助金

・本場結城紬販売促進事業補助金

・栃木県アンテナショップ運営費負担金

・小山ブランド推進委員会事業補助金

・うどんのまちおやま創生推進事業補助金

ある小山市を全国に発信する。

お や ま ブ ラ ン ド 新たなブランドの創生を推進するとともに、イベ

企画 ・ 普及事業 ントの開催、各種行事等でのPR活動を実施する。

・着地型観光推進及び二次交通施策推進等

小山評定ふるさと 本市にゆかりのある人を｢小山評定ふるさと大

大 使 事 業 使｣に任命し､市のＰＲを行っていただき、魅力

着 地 型 観 光 DCの成果を継続し、県との連携を継続した観光

推 進 事 業 事業を実施し、小山市への観光誘客を図る。
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土木費
本年度予算額 ６８億４，００９万円

前年度予算額 ６８億４，６７３万８千円

この予算は、道路、河川、都市計画及び住宅等市民生活の基礎となる公共施設の整備を

図るための経費であり、建設水道部・都市整備部が所管しています。

前年度と比較しますと、６６４万８千円、０．１％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

南摩ダム建設に伴う水源地域の生活環境、

一 一 産業基盤の整備に係る負担金

県 県

一 一 　　 粟宮Ⅵ地区　　調査対象面積　 20ha

　　 粟宮Ⅶ地区　　調査対象面積　 10ha

(新)粟宮Ⅷ地区　　調査対象面積　 25ha

公共用地先行取得事業債の元利償還金分

一 一

南半田地内　排水施設整備

地 地 平成18～令和3年度継続事業

一 一 　　実施設計、排水工事

地 地

一 一

昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木造

～ 国 国

県 県

一 一

建築指導支援システム

一 一 システム保守、機器リース料

建築行為等に係る道路後退用地の整備に伴う

一 一 寄附等に関する補助金等

国 国

他 他

一 一 ・空家等解体に伴う助成

・空家情報システム費等

・水路改修工事

　耐震診断

　(新)総合耐震改修・耐震建替え

・空家等実態調査

・空家利活用等調査研究業務

・応急代行措置・緊急安全措置等

道路後退用地整備

助 成 事 業

空 家 等 対 策 事 業 適正に管理が行われていない空家等の適正な

維持管理と有効利用を推進する。

市内排水施設整備、用悪水路補修

（「用悪水路維持 ・排水施設設計、工事

(上初田、南城南、萱橋、武井、網戸、小薬、上石塚、東野田）　管理事業」を集約）

(拡大)

対 策 助 成 事 業 住宅の耐震診断・耐震建替工事の補助

木 造 住 宅 耐 震

公 共 用 地

先 行 取 得 事 業

特 別 会 計 繰 出 金

南 半 田 地 区

排 水 対 策 事 業

市内排水対策事業

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

思 川 開 発 事 業

地 籍 調 査 事 業 土地の実態を調査し、その明確化を図り、

(拡大) 法務局の公図や登記簿に反映させる。

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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土木費
本年度予算額 ６８億４，００９万円

前年度予算額 ６８億４，６７３万８千円

この予算は、道路、河川、都市計画及び住宅等市民生活の基礎となる公共施設の整備を

図るための経費であり、建設水道部・都市整備部が所管しています。

前年度と比較しますと、６６４万８千円、０．１％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

南摩ダム建設に伴う水源地域の生活環境、

一 一 産業基盤の整備に係る負担金

県 県

一 一 　　 粟宮Ⅵ地区　　調査対象面積　 20ha

　　 粟宮Ⅶ地区　　調査対象面積　 10ha

(新)粟宮Ⅷ地区　　調査対象面積　 25ha

公共用地先行取得事業債の元利償還金分

一 一

南半田地内　排水施設整備

地 地 平成18～令和3年度継続事業

一 一 　　実施設計、排水工事

地 地

一 一

昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木造

～ 国 国

県 県

一 一

建築指導支援システム

一 一 システム保守、機器リース料

建築行為等に係る道路後退用地の整備に伴う

一 一 寄附等に関する補助金等

国 国

他 他

一 一 ・空家等解体に伴う助成

・空家情報システム費等

・水路改修工事

　耐震診断

　(新)総合耐震改修・耐震建替え

・空家等実態調査

・空家利活用等調査研究業務

・応急代行措置・緊急安全措置等

道路後退用地整備

助 成 事 業

空 家 等 対 策 事 業 適正に管理が行われていない空家等の適正な

維持管理と有効利用を推進する。

市内排水施設整備、用悪水路補修

（「用悪水路維持 ・排水施設設計、工事

(上初田、南城南、萱橋、武井、網戸、小薬、上石塚、東野田）　管理事業」を集約）

(拡大)

対 策 助 成 事 業 住宅の耐震診断・耐震建替工事の補助

木 造 住 宅 耐 震

公 共 用 地

先 行 取 得 事 業

特 別 会 計 繰 出 金

南 半 田 地 区

排 水 対 策 事 業

市内排水対策事業

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

思 川 開 発 事 業

地 籍 調 査 事 業 土地の実態を調査し、その明確化を図り、

(拡大) 法務局の公図や登記簿に反映させる。

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

民間建築物に施工されている吹付け建材の

～ 一 国 アスベストの分析調査費の助成

一

避難路に面している倒壊の危険性のある

国 国 ブロック塀等の撤去等工事の補助

県 県 ・撤去工事：通学路（補助率3/4、限度額150千円）

一 一 　　　　　　 ：〃以外（補助率1/2、限度額100千円）

　　　　　 　：〃以外（補助率1/2、限度額300千円）

道路の里親制度、緑とあかりの里親制度、道路

他 他 愛護ボランティア活動を推進する。
　 一 一 ・道路の里親づくり事業

・緑とあかりの里親づ くり推進事業

道路管理システム

一 一 道路台帳等データ更新、システム保守

道路街路灯1,200灯をＬＥＤ照明に切り替える。

一 （令和2年度請負業者により工事完了。費用を

 令和12年度までの分割で負担）

市道の維持管理、補修工事

地 地

一 一  補修工事等）

地 地 市民の安心・安全を確保する。

一 一

個別施設計画に該当しない市道の舗装修繕を

地 地 行い、市民の安心・安全を確保する。

一 一

一 一 維持管理を行う。

栃木県廃棄物処理施設等周辺整備事業助成

地 寄附金を活用し、外城地内の道路改良工事を

他 行う。

一 全体事業費   120百万円

島田・黒本・小宅地内　道路改良事業

～ 国 国 平成22～令和5年度継続事業

地 地 全体事業費   470百万円

一 一

周 辺 整 備 事 業

(新)

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

（側溝・路面清掃、道路維持管理包括委託、道路

道 路 長 寿 命 化

修 繕 事 業

生 活 道 路 舗 装

修 繕 事 業

街 路 樹 緑 化 事 業

栃 木 県 廃 棄 物

処 理 施 設 等

民間建築物吹付け

ア ス ベ ス ト 対 策

安心、安全な通行空間の確保のため、街路樹の

Ｌ Ｅ Ｄ 照 明

導 入 促 進 事 業

安全対策助成事業

・撤去及び新設工事：通学路（補助率3/4、限度額450千円）

市 道 補 修 事 業

計画に基づき市道の維持補修を行うことで、

道路愛護推進事業

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 事 業

ブ ロ ッ ク 塀 等

助 成 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

東野田地内　道路改良事業

～ 国 国 平成29～令和6年度継続事業

一 地 全体事業費 200百万円

一

県道萩島白鳥線から県道南小林松原線の

国 国 アクセス道路整備

地 地 平成27～令和7年度継続事業（迫間田工区）

一 一 全体事業費　　　　　　　　　　　　　210百万円

国 国 平成30～令和4年度継続事業

地 地 全体事業費 941百万円

一 一 ・市道8101号線、市道3268号線

国 国 令和元～令和5年度継続事業

地 地 全体事業費 370百万円

一 一 ・市道4715号線、市道3235号線、市道3238号線

国 国 平成30～令和4年度継続事業

地 地 全体事業費 1,410百万円

一 一 ・大川幹線、支線、横倉新田地区遊歩道

国 国

地 地 行う。

一 一 平成28～令和5年度継続事業

飯塚地内の県道小山壬生線と羽川地内の

一 一 国道4号を結ぶ区間の拡幅整備

・現地測量

地 一 ・設計、工事

一

小山運動公園駐車場進入路の拡幅整備

地 地 平成30～令和3年度継続事業

一 一 ・拡幅工事

市内全域の一般市道改良、舗装工事

地 地

一 一

間々田地内道路改良事業

地 地 全体事業費　  66百万円

一 一 ・市道4606号線

小山工業団地西側の路肩整備

一般市道改良事業

地区道路整備事業

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

道 路 改 良 事 業

市 道 号 線

道 路 整 備 事 業

狭 あ い 道 路 生活道路の通行安全性の向上と緊急車両の

整 備 事 業 通行を容易にするため、狭あい道路の拡幅を

間 々 田 駅 周 辺 間々田駅周辺地区　道路整備事業

地 区 第 三 期 道 路

整 備 事 業

大 谷 地 区 大谷地区　道路整備事業

網 戸 ・ 迫 間 田

ア ク セ ス 道 路

整 備 事 業

小 山 駅 周 辺 地 区 小山駅周辺地区　道路整備事業

道 路 整 備 事 業

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

東野田地内　道路改良事業

～ 国 国 平成29～令和6年度継続事業

一 地 全体事業費 200百万円

一

県道萩島白鳥線から県道南小林松原線の

国 国 アクセス道路整備

地 地 平成27～令和7年度継続事業（迫間田工区）

一 一 全体事業費　　　　　　　　　　　　　210百万円

国 国 平成30～令和4年度継続事業

地 地 全体事業費 941百万円

一 一 ・市道8101号線、市道3268号線

国 国 令和元～令和5年度継続事業

地 地 全体事業費 370百万円

一 一 ・市道4715号線、市道3235号線、市道3238号線

国 国 平成30～令和4年度継続事業

地 地 全体事業費 1,410百万円

一 一 ・大川幹線、支線、横倉新田地区遊歩道

国 国

地 地 行う。

一 一 平成28～令和5年度継続事業

飯塚地内の県道小山壬生線と羽川地内の

一 一 国道4号を結ぶ区間の拡幅整備

・現地測量

地 一 ・設計、工事

一

小山運動公園駐車場進入路の拡幅整備

地 地 平成30～令和3年度継続事業

一 一 ・拡幅工事

市内全域の一般市道改良、舗装工事

地 地

一 一

間々田地内道路改良事業

地 地 全体事業費　  66百万円

一 一 ・市道4606号線

小山工業団地西側の路肩整備

一般市道改良事業

地区道路整備事業

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

道 路 改 良 事 業

市 道 号 線

道 路 整 備 事 業

狭 あ い 道 路 生活道路の通行安全性の向上と緊急車両の

整 備 事 業 通行を容易にするため、狭あい道路の拡幅を

間 々 田 駅 周 辺 間々田駅周辺地区　道路整備事業

地 区 第 三 期 道 路

整 備 事 業

大 谷 地 区 大谷地区　道路整備事業

網 戸 ・ 迫 間 田

ア ク セ ス 道 路

整 備 事 業

小 山 駅 周 辺 地 区 小山駅周辺地区　道路整備事業

道 路 整 備 事 業

市 道 号 線

道 路 改 良 事 業

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 地 地 ・市道7217号線、4231号線

一 一

地 地 ・市道214号線、市道8112号線

一 一

橋梁長寿命化修繕計画を基に、国費を活用

国 国 した橋梁の補修、整備

地 地

一 一

大規模浸水被害対策として、豊穂川・杣井木川

～ 国 国 流域の排水強化対策実施に向けた治水対策、

県 県 及び減災対策を実施する。

地 地

一 一 ・豊穂川用地購入、補償

・大行寺橋、新川橋、大日橋測量、設計等

・小山・栃木排水路河道詳細設計等

・立木排水路地形測量

・水のう設置、撤去、購入費

一 他

一 ・ホームページ運営更新

桜堤の盛土、張芝、除草、樹木管理

一 一

渡良瀬遊水地第2調節池をその周辺施設である

他 他

一 として一体的な活用を図り、多くの人を呼び込み

地域振興を図る。

・除草業務

・野鳥観察小屋、ヨシズハウス張替工事

下生井地内の旧思川周辺の公園整備

一 一 ・水質調査

・除草業務

都市計画支援システム

～ 一 一 ・データ更新、システム保守

市の将来を見据えた土地利用のあり方を検討

一 一 するため必要な調査を実施する。

・豊穂川小規模樋管設計

・都市計画基礎調査

統合型ＧＩＳ事業

都 市 計 画

土 地 利 用 調 査

(拡大) ・(新)都市計画マスタープラン更新業務

渡 良 瀬 遊 水 地

エコミュージアム化 旧思川等の既存施設も含め「エコミュージアム」

事 業

旧思川水辺公園

整 備 事 業

里親募集、植樹、協議会運営補助

（河川愛護推進事業） ・圃場管理委託

桜 堤 整 備 事 業

（河川愛護推進事業）

排水強化対策事業

桜の里親づくり事業

橋 梁 長 寿 命 化

修 繕 事 業

・橋梁定期点検、2694-1橋修繕工事

間々田駅周辺地区 間々田駅周辺地区の狭あい道路の拡幅改良整備

まちづくり整備事業

羽川 ・ 喜沢地区 羽川地内の狭あい道路の拡幅改良整備

まちづくり整備事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一 ため、地元組織の活動を支援する。

市民の生活交通確保のためのコミュニティバス

一 一 運行等に関する経費

（拡大） ・運行維持費補助金

　　(拡大)高岳線増便

・(新)地域公共交通計画策定業務

・バス停等修繕費

・時刻表印刷費等 

ICTを活用して公共交通機関を滞りなく結ぶ

一 一 システムの構築に向けて調査・検討を行う。

（拡大） ・(新)タクシーMaaS事業者補助

一 一

一

（新）

*1人分を報酬・期末手当で計上

一 国

一

一 一 推進するための調査

一 一 ボックスタイプのタクシー車両の普及を図る。

・補助台数　　1台（1/6以内 上限30万円）

一 一

国

一

　

整 備 事 業 整備の推進を図る。

・隊員用携帯端末、軽自動車リース料等

思 川 周 辺 有 効

地 域 お こ し

協 力 隊 事 業

「地域おこし協力隊」を配置し、官民が連携した

まちづくりを推進し、地域活性化を図る。

　策定期間：令和3～令和4年度

(新)

・街なか中高層共同住宅建設促進事業補助金

・共同化事業推進アドバイザー派遣等

小 山 駅 周 辺 地 区

ま ち づ く り プ ラ ン 「まちづくりプラン」を官民協働で策定する。

・テラスオヤマ経費

策 定 事 業

小山駅周辺地区エリアの将来像や方向性を示す

人 に や さ し い 車椅子利用者を含め誰でも利用しやすいワン

ユニバーサルデザイン

タクシー整備事業

小 山 駅 西 口 周 辺 中心市街地活性化のため、街なか居住を推進する。

地 区 街 な か 居 住

・新駅設置調査

・事業化調査(粟宮まちづくり5ブロック)

推 進 支 援 事 業 　（城山町二丁目第一地区分）

地区計画策定事業 地区計画制度を基本とした新たなまちづくりを

・喜沢

・研修等旅費その他関係費

「おやま思川アユ祭り」の開催

活 用 検 討 事 業

粟 宮 新 都 心

地 区 ま ち づ く り 地区まちづくり条例に基づくまちづくりを推進する

推 進 事 業

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス

運 営 事 業

Ｍ ａ ａ Ｓ 等 新 技 術

粟宮地区及び周辺地区の特性を勘案した市街地

・ＡＥＤ、バス車両、乗降システム等賃借料

・隊員活動費等補助金

・(新)モビリティ・マネジメント事業支援業務

活 用 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 一 一 ため、地元組織の活動を支援する。

市民の生活交通確保のためのコミュニティバス

一 一 運行等に関する経費

（拡大） ・運行維持費補助金

　　(拡大)高岳線増便

・(新)地域公共交通計画策定業務

・バス停等修繕費

・時刻表印刷費等 

ICTを活用して公共交通機関を滞りなく結ぶ

一 一 システムの構築に向けて調査・検討を行う。

（拡大） ・(新)タクシーMaaS事業者補助

一 一

一

（新）

*1人分を報酬・期末手当で計上

一 国

一

一 一 推進するための調査

一 一 ボックスタイプのタクシー車両の普及を図る。

・補助台数　　1台（1/6以内 上限30万円）

一 一

国

一

　

整 備 事 業 整備の推進を図る。

・隊員用携帯端末、軽自動車リース料等

思 川 周 辺 有 効

地 域 お こ し

協 力 隊 事 業

「地域おこし協力隊」を配置し、官民が連携した

まちづくりを推進し、地域活性化を図る。

　策定期間：令和3～令和4年度

(新)

・街なか中高層共同住宅建設促進事業補助金

・共同化事業推進アドバイザー派遣等

小 山 駅 周 辺 地 区

ま ち づ く り プ ラ ン 「まちづくりプラン」を官民協働で策定する。

・テラスオヤマ経費

策 定 事 業

小山駅周辺地区エリアの将来像や方向性を示す

人 に や さ し い 車椅子利用者を含め誰でも利用しやすいワン

ユニバーサルデザイン

タクシー整備事業

小 山 駅 西 口 周 辺 中心市街地活性化のため、街なか居住を推進する。

地 区 街 な か 居 住

・新駅設置調査

・事業化調査(粟宮まちづくり5ブロック)

推 進 支 援 事 業 　（城山町二丁目第一地区分）

地区計画策定事業 地区計画制度を基本とした新たなまちづくりを

・喜沢

・研修等旅費その他関係費

「おやま思川アユ祭り」の開催

活 用 検 討 事 業

粟 宮 新 都 心

地 区 ま ち づ く り 地区まちづくり条例に基づくまちづくりを推進する

推 進 事 業

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス

運 営 事 業

Ｍ ａ ａ Ｓ 等 新 技 術

粟宮地区及び周辺地区の特性を勘案した市街地

・ＡＥＤ、バス車両、乗降システム等賃借料

・隊員活動費等補助金

・(新)モビリティ・マネジメント事業支援業務

活 用 事 業

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

土地の合理的な利用の促進と良好な市街地

～ 国 一 環境の整備を市街地再開発事業により行う。

一

一 一 ための整備を実施する。

・水路除草業務

小山駅東口周辺土地利用基本構想に基づき

一 国

一 を目指した駅東口周辺土地利用の推進を図る。

市の新たな顔づくりである小山駅周辺整備事業

一 一

・小山駅周辺地区交通量調査業務等

まちなかの地域資源を活用して、交流と賑わい

国

一

(新)

・低未利用地の利活用社会実験

・効果検討調査

主要地方道栃木・小山線と豊穂川に接する

一 地 面積約20.5haの区域に業務代行方式による

一 組合施行の土地区画整理事業を行う。

平成25～令和4年度継続事業

全体事業費 1,982百万円

・公共施設管理者負担金(道路)

一 一

国 一

地 ・代替公園、広場土地賃借料

一 ・広場活用支援等

土地区画整理事業の事業化を推進する。

一 一 ・土地区画整理事業調査業務

雨ケ谷・雨ケ谷新田地内　道路改良事業

～ 国 国 平成24～令和7年度継続事業

地 地 全体事業費 2,600百万円

一 一

・暫定広場整備設計、工事

組 合 負 担 金

東 部 第 一 地 区

・ ・ 城東線

道 路 改 良 事 業

公 園 化 事 業

粟宮新都心第一

思 川 西 部 土 地

区 画 整 理 事 業

土地区画整理事業

小 山 東 部 第 一

土 地 区 画 整 理

暫定調整池の公園化整備を行う。

暫 定 調 整 池

ま ちなかの魅力

磨 き 上 げ を生み出し、地域経済の活性化を図る。

推 進 事 業

・リバーサイドシアター等野外活動社会実験

・水辺アクティビティ社会実験

・パークレット社会実験

・歴史体験プログラム案検討調査

地方創生推進

交付金事業

・事業化調査業務委託

・市道8004号線実施設計

地 区 ま ち づ く り 地区まちづくり活動における住環境の維持向上の

整 備 事 業

小 山 駅 周 辺

整 備 事 業 を推進するため調査及び計画策定等を行う。

小山駅東口周辺

土地利用推進事業 土地の高度利用の促進や良好な市街地環境

城 山 町 三 丁 目

第二地区市街地

再 開 発 事 業 ・調査設計計画費補助金



－71－

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公共下水道事業及び農業集落排水事業に

一 一 係る負担金

国 国

地 地 ・思川西部1・2公園

一 一 ・喜沢南部公園

・(仮称)平和公園

国 国 ・萩山公園

地 地 ・大聖寺公園

一 一 ・田端公園

国 国 利用者の利便性を向上させ、人を呼び込む

地 地 公園として整備を行う。

一 一

新たな「憩い・集い」の拠点として、城山公園の

国 国 再整備を行う。

地 地

一 一

地 国 した遊具や休憩施設を更新する。

一 地 ・富士見公園フェンス工事

一

小山総合公園の施設改修を行う。

一 地 ・管理棟雨漏り修繕工事

一

地 地

一 一 ・遊具、休養・便益施設改修 (設計・工事)

・自由ヶ丘公園駐車場等整備工事

・小山思いの森張芝

　 　 　

他 他 施設を除く。）

一 一

公園及び歩行者専用道路の照明をＬＥＤに切り

一 替える。

（令和2年度請負業者により工事完了。費用を

 令和12年度までの分割で負担）

・かいぼり(池底改良)、渡橋、トイレ工事等

・実施設計、伐採、法面保護工事

Ｌ Ｅ Ｄ 照 明

導 入 促 進 事 業

そ の 他 公 園 各公園の整備、修繕等

整 備 事 業 ・自治会の設置する公園整備(設計・工事）

間 々 田 八 幡 公 園

公園維持管理及び運営に関する経費（スポーツ

小 山 総 合 公 園

整 備 事 業

公園施設長寿命化 公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化

対 策 事 業

土地区画整理事業により生み出された公園用地や、

整 備 事 業 まちづくり構想に位置付けられた公園の整備を行う。

既存の都市公園施設のバリアフリー化を図る。公 園 施 設

バ リ ア フ リ ー 化

整 備 事 業

小 山 市 下 水 道

事 業 会 計 負 担 金

「歴史と文化が織りなす緑の社」をテーマとし、

改 修 事 業

街 区 公 園

城 山 （ 祇 園 城 ）

公 園 再 整 備 事 業

公 園 管 理 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公共下水道事業及び農業集落排水事業に

一 一 係る負担金

国 国

地 地 ・思川西部1・2公園

一 一 ・喜沢南部公園

・(仮称)平和公園

国 国 ・萩山公園

地 地 ・大聖寺公園

一 一 ・田端公園

国 国 利用者の利便性を向上させ、人を呼び込む

地 地 公園として整備を行う。

一 一

新たな「憩い・集い」の拠点として、城山公園の

国 国 再整備を行う。

地 地

一 一

地 国 した遊具や休憩施設を更新する。

一 地 ・富士見公園フェンス工事

一

小山総合公園の施設改修を行う。

一 地 ・管理棟雨漏り修繕工事

一

地 地

一 一 ・遊具、休養・便益施設改修 (設計・工事)

・自由ヶ丘公園駐車場等整備工事

・小山思いの森張芝

　 　 　

他 他 施設を除く。）

一 一

公園及び歩行者専用道路の照明をＬＥＤに切り

一 替える。

（令和2年度請負業者により工事完了。費用を

 令和12年度までの分割で負担）

・かいぼり(池底改良)、渡橋、トイレ工事等

・実施設計、伐採、法面保護工事

Ｌ Ｅ Ｄ 照 明

導 入 促 進 事 業

そ の 他 公 園 各公園の整備、修繕等

整 備 事 業 ・自治会の設置する公園整備(設計・工事）

間 々 田 八 幡 公 園

公園維持管理及び運営に関する経費（スポーツ

小 山 総 合 公 園

整 備 事 業

公園施設長寿命化 公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化

対 策 事 業

土地区画整理事業により生み出された公園用地や、

整 備 事 業 まちづくり構想に位置付けられた公園の整備を行う。

既存の都市公園施設のバリアフリー化を図る。公 園 施 設

バ リ ア フ リ ー 化

整 備 事 業

小 山 市 下 水 道

事 業 会 計 負 担 金

「歴史と文化が織りなす緑の社」をテーマとし、

改 修 事 業

街 区 公 園

城 山 （ 祇 園 城 ）

公 園 再 整 備 事 業

公 園 管 理 事 業

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

他 他

一 一

　 　 　

一 まちづくりを目指し、将来像や目標、施策など

を定める。

・市営住宅指定管理料

～ 他 他 ・市営住宅改修工事

・事務費

公営住宅等長寿命化計画に基づき、市営住宅

国 国 を改修し長寿命化を推進する。

地 地 ・松ヶ丘市営住宅貯水槽改修

一 ・松ヶ丘市営住宅A棟外壁改修

維 持 管 理 事 業

市営住宅長寿命化

推 進 事 業

・外壁改修調査業務

・公園等愛護里親会等への助成

市 営 住 宅

都 市 緑 化 緑の保全と緑化推進を目的とし、水と緑の豊かな

推 進 事 業 都市形成を図る。

・保存樹木及び生垣設置に対する助成

緑地の保全や緑化の推進、田園環境都市の緑 の 基 本 計 画

改 定 事 業

(新)

・扶桑市営住宅21号棟屋根外壁改修

・扶桑市営住宅40号棟他給水管改修
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消防費

本年度予算額 ２０億１，６６４万５千円

前年度予算額 ２０億６，５１４万４千円

この予算は、市民生活の安全の確保に要する経費であり、消防本部が所管しています。

前年度と比較しますと、４，８４９万９千円、２．３％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

  機能別団員200名、機関員 234名

消防車両の更新

～ 県 地

地 一

一

消防器具の更新

一 一 ・水難救助資機材

消防水利の不足地区の解消を図る。

地 地

一 一 ・消火栓補修工事

水防工法用資機材・水防倉庫管理費

一 地 ・水防用備蓄資材

一 ・水防倉庫賃借料

・水防工法講習会用品

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

消 防 車 両 整 備

消 防 団 員 報 酬 消防団員854名への報酬。

・団長 1名、副団長 4名、本部員 6名、分団長 18名、

　副分団長 18名、部長 40名、班長 59名、団員274名

(拡大) ・災害対応特殊小型動力ポンプ付水槽車

　（消防署）

・消防ポンプ自動車　第1分団 1部(本郷町)

・消防ポンプ自動車　第13分団 1部(大行寺)

消 防 器 具 整 備

・救急・救助資機材

消 火 栓 新 設 等

工 事 負 担 金 ・消防消火栓の新設及び布設替等

水 防 活 動 費
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消防費

本年度予算額 ２０億１，６６４万５千円

前年度予算額 ２０億６，５１４万４千円

この予算は、市民生活の安全の確保に要する経費であり、消防本部が所管しています。

前年度と比較しますと、４，８４９万９千円、２．３％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

  機能別団員200名、機関員 234名

消防車両の更新

～ 県 地

地 一

一

消防器具の更新

一 一 ・水難救助資機材

消防水利の不足地区の解消を図る。

地 地

一 一 ・消火栓補修工事

水防工法用資機材・水防倉庫管理費

一 地 ・水防用備蓄資材

一 ・水防倉庫賃借料

・水防工法講習会用品

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

消 防 車 両 整 備

消 防 団 員 報 酬 消防団員854名への報酬。

・団長 1名、副団長 4名、本部員 6名、分団長 18名、

　副分団長 18名、部長 40名、班長 59名、団員274名

(拡大) ・災害対応特殊小型動力ポンプ付水槽車

　（消防署）

・消防ポンプ自動車　第1分団 1部(本郷町)

・消防ポンプ自動車　第13分団 1部(大行寺)

消 防 器 具 整 備

・救急・救助資機材

消 火 栓 新 設 等

工 事 負 担 金 ・消防消火栓の新設及び布設替等

水 防 活 動 費

教育費

本年度予算額 ６８億９，００６万２千円

前年度予算額 ５９億７，４２０万円

この予算は、学校教育、体育、文化及び社会教育の振興を図るための経費であり、教育

委員会事務局等が所管しています。

前年度と比較しますと、９億１，５８６万２千円、１５．３％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一 選定委員　5人

一 一 援を行い、学校図書館の充実を図る経費

一 一 下生井小2人、網戸小2人

・教員旅費

小中学校英語教育の推進のため、外国語指導

～ 他 他 助手の全校配置、英語検定受験補助を行う。

一 一 ・ALT派遣手数料（21人分）

・英語検定運営費補助

・事務費

一 一

市内学校における教育情報支援システムを用い

一 一

体験水田農園における農作業体験を通して、

一 一 食料・農業・農村への関心と理解を深める経費

・田んぼの学校 11校

・学校体験農園　 26校

小山地区定住自立圏形成協定に基づき、関係

一 一 市町との地域学習の受け入れを行う経費

教育現場に専門的知識・技能を有する社会人

一 一 を配置する経費

（単位　千円）

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

小中学校教科用 教科書選定委員会・調査員会設置に係る経費

図 書 採 択 経 費

学校図書館司書 放送大学における受講及び資格取得に対し支

教 諭 育 成 事 業

複式学級解消のた 市独自で職員を採用し、複式学級を解消する。

めの教員採用事業

＊人件費は職員活性課対応（4人）

おやま英語教育の

ま ち 推 進 事 業

＊外国語指導助手17人は報酬、期末手当で計上

タ ブ レ ッ ト 端 末 国が進めるGIGAスクール構想に呼応し、教育の

・タブレット端末等リース料

学 校 教 育 支 援

システム開発事業 た安心・安全な情報の利活用に関する経費

田 ん ぼ の 学 校

配 置 事 業 ICT化を推進するため、小中学校においてタブ

レット端末等の整備を行う。

・LTE回線使用料

づくり ・学校体験

農 園 設 置 事 業

定住自立圏共生

ビジョンにおける

（本場結城紬着心地体験・地域交流記念品等）

特別非常勤講師

配 置 事 業

地 域 学 習 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

校長や社会教育指導員経験者を登録し、学校

～ 一 一 が抱える様々な課題への対応を行う経費

専門的知識を持つリーダーにより、小学校の巡

県 県 回や地域防犯パトロール隊の指導を行う経費

一 一

白鷗大学・宇都宮大学と連携し、小・中学校等

一 一 で大学生が学習及び部活動の支援を行う経費

一 一

経済的理由により修学困難な者に対し、学資

他 他 を貸与して人材育成を図る。

一 月額　25，000円

月額　30，000円

月額　10，000円

月額　12，000円

海外留学生 月額　50，000円

おやまふるさとみらい奨学金 　 月額　20，000円

卒業後市内に定住する意思を有し大学等に

在学する者に対し貸与する。

防犯ブザーの貸与と学校安全ボランティアへ

一 一 防犯ベストを配布し、安全対策を図る経費

外国人の就学率向上のために、子どもや保護

県 一 者に対し生活指導を行うとともに、「かけはし」

で日本語の習得、学校生活への適応を図るた

めの指導を行う経費

小規模特認校を魅力ある学校とするため、放課

一 一 後活動の充実を図る経費

心疾患による救命率向上と救急教育への活用を

一 一 図るためＡＥＤを配置する経費

一 一

子ども達に学びの機会を提供するため、白鷗

一 一 大学、小山高専、関東能開大と連携する経費

少子化、人口急増、教育環境等の諸問題の

一 一 調査及び適正規模・配置等の具体化を図る。

小中一貫教育をさらに推進する方策を講じ、

一 一 小中一貫校整備について調査研究する経費

キッズユニバーシ

テ ィ お や ま 事 業

学 校 適 正 配 置 等

推 進 事 業

整 備 事 業

生き生き学び合う

小中一貫教育及び

小 中 一 貫 校

推 進 事 業

好ましい学級集団づくりと教職員研修の拡充を

お や ま っ 子 づ く り 推進し、知・徳・体の調和の取れた確かな学力

推 進 事 業 の向上を図る。

支 援 事 業

魅 力 あ る

学 校 づ く り

事 業

小 中 学 校 Ａ Ｅ Ｄ

　　　　 自宅外通学

高校　 自宅通学

　　　　 自宅外通学

児 童 ・ 生 徒 安 全

対 策 事 業

外 国 人 児 童 生 徒

学校の安全を確保し、非常事態発生の予防を

システム整備事業 図る経費

奨 学 金 貸 付 事 業

大学等自宅通学

事 業

ス ク ー ル ガ ー ド

リーダー配置事業

大学生によるスクー

ル サ ポ ー ト 事 業

小中学校緊急通報

学 校 支 援

ア ド バ イ ザ ー
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

校長や社会教育指導員経験者を登録し、学校

～ 一 一 が抱える様々な課題への対応を行う経費

専門的知識を持つリーダーにより、小学校の巡

県 県 回や地域防犯パトロール隊の指導を行う経費

一 一

白鷗大学・宇都宮大学と連携し、小・中学校等

一 一 で大学生が学習及び部活動の支援を行う経費

一 一

経済的理由により修学困難な者に対し、学資

他 他 を貸与して人材育成を図る。

一 月額　25，000円

月額　30，000円

月額　10，000円

月額　12，000円

海外留学生 月額　50，000円

おやまふるさとみらい奨学金 　 月額　20，000円

卒業後市内に定住する意思を有し大学等に

在学する者に対し貸与する。

防犯ブザーの貸与と学校安全ボランティアへ

一 一 防犯ベストを配布し、安全対策を図る経費

外国人の就学率向上のために、子どもや保護

県 一 者に対し生活指導を行うとともに、「かけはし」

で日本語の習得、学校生活への適応を図るた

めの指導を行う経費

小規模特認校を魅力ある学校とするため、放課

一 一 後活動の充実を図る経費

心疾患による救命率向上と救急教育への活用を

一 一 図るためＡＥＤを配置する経費

一 一

子ども達に学びの機会を提供するため、白鷗

一 一 大学、小山高専、関東能開大と連携する経費

少子化、人口急増、教育環境等の諸問題の

一 一 調査及び適正規模・配置等の具体化を図る。

小中一貫教育をさらに推進する方策を講じ、

一 一 小中一貫校整備について調査研究する経費

キッズユニバーシ

テ ィ お や ま 事 業

学 校 適 正 配 置 等

推 進 事 業

整 備 事 業

生き生き学び合う

小中一貫教育及び

小 中 一 貫 校

推 進 事 業

好ましい学級集団づくりと教職員研修の拡充を

お や ま っ 子 づ く り 推進し、知・徳・体の調和の取れた確かな学力

推 進 事 業 の向上を図る。

支 援 事 業

魅 力 あ る

学 校 づ く り

事 業

小 中 学 校 Ａ Ｅ Ｄ

　　　　 自宅外通学

高校　 自宅通学

　　　　 自宅外通学

児 童 ・ 生 徒 安 全

対 策 事 業

外 国 人 児 童 生 徒

学校の安全を確保し、非常事態発生の予防を

システム整備事業 図る経費

奨 学 金 貸 付 事 業

大学等自宅通学

事 業

ス ク ー ル ガ ー ド

リーダー配置事業

大学生によるスクー

ル サ ポ ー ト 事 業

小中学校緊急通報

学 校 支 援

ア ド バ イ ザ ー

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・学校運営協議会（24校）

～ 一 一

＊運営協議会委員216人は報酬で計上

一 一 ＊対策連絡協議会・専門委員会委員10人は

小中学校の学校図書システムの円滑な運用に

一 一 より、読書環境の整備を図る。

一 一

一

一 一 遠距離通学する児童に対し、スクールバスを

幼児教育の各種事業や特別支援、預かり保育

一 一 を実施する幼稚園・認定こども園への助成

・幼児教育推進等助成

幼稚園に通園している児童の保護者に対し

国 国 月額25,700円を上限に利用料を補助する。

県 県

一 一

幼稚園・認定こども園に通園している保育が

国 国 必要な教育認定児童の保護者に対し月額

県 県 11,300円（日額450円）を上限に預かり保育料

一 一 を補助する。

幼稚園に通園している第3子以降児童及び

国 国 低所得世帯の保護者に対し月額4,500円を

県 県 上限に副食費を補助する。

一 一

推 進 事 業 に係る支援等を行う。

幼 稚 園 副 食 費

無 償 化 事 業

・幼稚園等預かり保育料助成（教育認定）

幼 稚 園 利 用 料

無 償 化 事 業

幼稚園等預か り

無 償 化 事 業

幼 児 教 育

豊 田 中 学 区 豊田中学区小中一貫校（小学校）の開校式の

小中一貫校開校 運営及び豊田南・北小学校の閉校記念事業

推 進 補 助 金

システム運営事業

教 職 員 の 教員の長時間労働を軽減するための働き方改

・部活動指導員旅費（8人）

保 育 利 用 料

ス ク ー ル バ ス 主に梁・延島地区から絹義務教育学校に

運 行 事 業

4台委託運行し支援する経費

（新）

い じ め 防 止 いじめ防止等取組の充実及び体制づくりを行う。

推 進 事 業

報酬で計上

学校図書館電算

働 き 方 改 革 革を支援する。

地域とともにある

学 校 づ く り

（拡大）

支 援 事 業

　（新規3校）大谷南小、網戸小、萱橋小

推 進 事 業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

児童の心臓疾患等を早期に発見し、適切な事後

県 県

一 一

＊心臓検診委員会委員16人は報酬で計上

国 国 ・校舎等施設営繕費

他 他 ・標準運営費

一 一 ・校具教材備品整備費

・教職員健康診断経費

・教育用コンピュータ整備費

・需用費等

体験活動や調べ学習などの授業を展開する

一 国 ための補助金を交付する。

一 ・実践事業等補助金350円×8,787人

・小学校道徳教育研究指定校補助金

地域や児童の実態を踏まえ、創意工夫した

一 一 特色ある教育、学校づくりを行うための補助

金を交付する。

大規模校

小規模校

義務教育学校（前期）

学校図書館の図書の充実を図る経費

一 一

とちぎ海浜自然の家での宿泊学習バス代補助

一 一

「本場結城紬」や「渡良瀬遊水地」への社会科

一 一 見学バス代補助

経済的理由により就学が困難と認められる児童

国 国 の保護者に対する援助

一 一

体験学習支援事業

特 色 あ る 学 校

づ く り 事 業

総 合 的 な 学 習 の

管 理 運 営 費

小 学 校 心 臓

検 診 経 費 管理を行うための、小学校及び義務教育学校

1・4年生対象の検診経費

時 間 実 践 事 業

小学校、義務教育学校前期課程の管理運営費

児 童 就 学 援 助 費

70,000円（14校）

　 35,000円（11校）

　 35,000円（1校）

図 書 費 補 助 金

臨 海 自 然 教 室

推 進 事 業

本 場 結 城 紬 ・

渡 良 瀬 遊 水 地
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

児童の心臓疾患等を早期に発見し、適切な事後

県 県

一 一

＊心臓検診委員会委員16人は報酬で計上

国 国 ・校舎等施設営繕費

他 他 ・標準運営費

一 一 ・校具教材備品整備費

・教職員健康診断経費

・教育用コンピュータ整備費

・需用費等

体験活動や調べ学習などの授業を展開する

一 国 ための補助金を交付する。

一 ・実践事業等補助金350円×8,787人

・小学校道徳教育研究指定校補助金

地域や児童の実態を踏まえ、創意工夫した

一 一 特色ある教育、学校づくりを行うための補助

金を交付する。

大規模校

小規模校

義務教育学校（前期）

学校図書館の図書の充実を図る経費

一 一

とちぎ海浜自然の家での宿泊学習バス代補助

一 一

「本場結城紬」や「渡良瀬遊水地」への社会科

一 一 見学バス代補助

経済的理由により就学が困難と認められる児童

国 国 の保護者に対する援助

一 一

体験学習支援事業

特 色 あ る 学 校

づ く り 事 業

総 合 的 な 学 習 の

管 理 運 営 費

小 学 校 心 臓

検 診 経 費 管理を行うための、小学校及び義務教育学校

1・4年生対象の検診経費

時 間 実 践 事 業

小学校、義務教育学校前期課程の管理運営費

児 童 就 学 援 助 費

70,000円（14校）

　 35,000円（11校）

　 35,000円（1校）

図 書 費 補 助 金

臨 海 自 然 教 室

推 進 事 業

本 場 結 城 紬 ・

渡 良 瀬 遊 水 地

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

・屋上防水改修工事

地 地

一 一

　（城東小、大谷東小）

・屋内運動場照明LED化工事

・緊急用

洋式化改修工事を計画的に実施する。

地 一 ・設計5校

一  　（小山一小、旭小、小山城東小、

　　大谷南小、間々田小）

・緊急用

豊田中学区新設小学校の整備を行う。

国 国 ・設計意図伝達業務委託

県 地 ・近隣家屋調査業務委託

地 他 ・校舎・屋内運動場建築工事

他 一 ・外構工事

一 ・電柱移設補償金

・事務費等

豊田中学区新設小学校において使用する

一 消耗品・備品等の整備を行う。

・需用費（消耗品・修繕料等）

・役務費（手数料等）

・委託料（引越業務等）

・備品購入費（校用備品等）

～ 国 国 ・校舎等施設営繕費

一 一 ・標準運営費

・校具教材備品整備費

・教職員健康診断経費

・教育用コンピュータ整備費

・需用費等

心臓疾患等を早期に発見し適切な事後管理を

一 一 行うための、中学校1年生及び義務教育学校

7年生対象の検診経費

生 徒 心 臓 検 診 費

管 理 運 営 費 中学校、義務教育学校後期課程の管理運営費

豊 田 中 学 区

新 設 小 学 校

備 品 等 整 備 事 業

（新）

・各種設計業務委託

豊 田 中 学 区

新 設 小 学 校

整 備 事 業

（拡大）

ト イ レ 改 修 事 業

施 設 整 備 事 業

（拡大） 　（城東小、城北小）

・屋内運動場屋根改修工事

　 小山第三小、小山城南小）

　（羽川西小、間々田小、
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

体験活動や調べ学習などの授業を展開する

一 国 ための補助金を交付する。

一 ・実践事業等補助金　各校　70,000円

・中学校道徳教育研究指定校補助金

地域や生徒の実態を踏まえ、創意工夫した

一 一 特色ある教育、学校づくりを行うための補助

金を交付する。 各校　98,000円

学校図書館の図書の充実を図る経費

一 一

経済的理由により就学が困難と認められる生徒

国 国 の保護者に対する援助

一 一

学校、家庭、関係機関が連携し、不登校の児童

一 一 生徒へ家庭訪問による学校復帰やアルカディア

通級支援及びアルカディアでの支援を行う。

地 地

一 一

・緊急用

・成人式

～ 一 一 ・家庭教育推進事業

・社会教育団体育成事業

・総合調整事務費

県 他 ・学びの教室事業

一 一 ・大学開放事業

・まちづくり出前講座事業

・おやま市民大学事業

・まちかど美術館事業

・推進活動費 

県 県 ・いじめ等防止市民会議

一 一 ・人権教育総合推進事業費

・指導啓発事業費

・集会所指導事業費(講座等経費)

・集会所管理費(光熱水費、修繕等)

全公民館施設等の維持管理に係る経費

他 他

一 一

総 合 的 な 学 習 の

時 間 実 践 事 業

特 色 あ る 学 校

づ く り 事 業

図 書 費 補 助 金

生 徒 就 学 援 助 費

不 登 校 適 応 指 導

教 室 運 営 事 業

施 設 整 備 事 業 ・屋内運動場屋根改修工事

社会教育振興事業

・大谷中技術棟屋根改修工事

生涯教育推進事業

　（小山第三中、間々田中）

・乙女中プールサイド改修工事

・各種設計業務委託

人権教育推進事業

管 理 運 営 費



－80－

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

体験活動や調べ学習などの授業を展開する

一 国 ための補助金を交付する。

一 ・実践事業等補助金　各校　70,000円

・中学校道徳教育研究指定校補助金

地域や生徒の実態を踏まえ、創意工夫した

一 一 特色ある教育、学校づくりを行うための補助

金を交付する。 各校　98,000円

学校図書館の図書の充実を図る経費

一 一

経済的理由により就学が困難と認められる生徒

国 国 の保護者に対する援助

一 一

学校、家庭、関係機関が連携し、不登校の児童

一 一 生徒へ家庭訪問による学校復帰やアルカディア

通級支援及びアルカディアでの支援を行う。

地 地

一 一

・緊急用

・成人式

～ 一 一 ・家庭教育推進事業

・社会教育団体育成事業

・総合調整事務費

県 他 ・学びの教室事業

一 一 ・大学開放事業

・まちづくり出前講座事業

・おやま市民大学事業

・まちかど美術館事業

・推進活動費 

県 県 ・いじめ等防止市民会議

一 一 ・人権教育総合推進事業費

・指導啓発事業費

・集会所指導事業費(講座等経費)

・集会所管理費(光熱水費、修繕等)

全公民館施設等の維持管理に係る経費

他 他

一 一

総 合 的 な 学 習 の

時 間 実 践 事 業

特 色 あ る 学 校

づ く り 事 業

図 書 費 補 助 金

生 徒 就 学 援 助 費

不 登 校 適 応 指 導

教 室 運 営 事 業

施 設 整 備 事 業 ・屋内運動場屋根改修工事

社会教育振興事業

・大谷中技術棟屋根改修工事

生涯教育推進事業

　（小山第三中、間々田中）

・乙女中プールサイド改修工事

・各種設計業務委託

人権教育推進事業

管 理 運 営 費

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

図書館機能を活かし、ビジネス・農業支援の

～ 一 一 資料、情報を提供する経費

移動図書館(20か所)、公民館図書室(5か所)、

一 一 配本所(3か所)にて図書館サービスを行う経費

図書館施設等の維持管理及び窓口業務委託

他 他 等に係る経費

一 一

図書館資料等の購入及び新刊書誌作成に係る

一 一 経費

中央図書館、移動図書館、3分館、公民館図書

一 一 室・配本所を結ぶネットワークの維持管理経費

一 一

～ 一 一

他 他

一 一

文化財保護の推進、啓発活動等に係る経費

一 一 ・（新）間々田のじゃがまいた伝承館

指定文化財所有者等とともに、保存・管理を図る。

一 一 ・指定文化財保存活用事業補助金

・文化財保存維持管理費

国史跡摩利支天塚・琵琶塚古墳資料館の管理

他 地 運営に係る経費

一 他

一

一 一

国 国

地 地

他 他

一 一

・文化的資産保存活用調査事業

・摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業　

創 生 事 業 ・ハンドベルによるまちづくり事業

・文化財保存活用地域計画策定事業

・歴史のまちづくり事業

寺野東遺跡施設 国史跡寺野東遺跡及びガイダンス施設の維持

管 理 運 営 事 業 管理及び縄文まつりの開催を行う。

小 山 ブ ラ ン ド ・祗園城跡活用推進事業

管 理 運 営 事 業

・施設維持管理費

・まり・びわ古墳はなまつり関係費

・関係団体補助金等

・事務費等

指 定 文 化 財

保 存 整 備 事 業

古 墳 拠 点 施 設

る。

文 化 財 保 護

推 進 事 業

（拡大） 　整備基本計画策定委託

発表する場と機会を設ける。

文 化 芸 術 活 動 市民が自主的に行う文化芸術活動や若手芸術

推 進 事 業 家の育成支援に助成し、文化振興の推進を図

利活用促進事業 行う経費

市民文化祭事業 豊かな文化の創造のため、市民一人一芸術を

目指し、その成果を児童生徒を始め広く市民に

図 書 購 入 費

図書館電算システ

ム 運 営 事 業

マイナンバーカード マイナンバーカードを活用し、図書の貸出等を

図書館ビジネ ス

支援サービス事業

移 動 図 書 館

運 営 事 業

施 設 管 理 費
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 国 国

他 他

一 一

・第74回企画展「日光山と小山」

他 他 4月24日－6月20日

一 ・県立博物館移動展　 7月21日－8月29日

・第75回企画展「田波御白」11月3日－12月12日

天体望遠鏡搭載車「ほっしー★OYAMA」を

一 一 活用して、市民の天体学習の充実を図る経費

博物館施設等の維持管理経費

他 地 ・施設管理費等

一 他 ・国史跡乙女不動原瓦窯跡維持管理費

一

「青少年健全育成大会」の開催や「あいさつ

～ 一 一 運動」を推進する経費

青少年本人やその保護者などが匿名で相談を

一 一 受ける電話相談員を配置するほか、公認心理士

や臨床心理士等による面接相談を行う経費

他 他 地域で青少年活動を実施している団体へ補助

一 一 ・団体・グループ活動補助金

・小山市子ども会育成会連合会事務局

　運営経費補助金

地域の参画を得て、異学年間や大人とのふれあ

県 県 いを通じ、社会性、自主性、創造力を育む。

一 一

生涯学習センター等の管理運営経費

一 一 ・指定管理料

・ロブレビル共益費

・修繕料等

・美術館運営費

他 他 ・美術館事業費

一 一

 4月24日－6月30日

7月12日－9月2日

9月18日－12月5日

1月15日－1月30日

第51回企画展「丸木俊 絵本原画展」

第52回企画展 滝平二郎生誕100年「滝平二郎の世界展」

第53回企画展「石澤英子個展」

第7回「10×15の世界コンテスト展」

車 屋 美 術 館 費

推 進 事 業

(間々田小、乙女小、豊田北小、若木小、羽川小)

生涯学習センター

施 設 管 理 事 業

相 談 事 業 費

団 体 ・ グ ル ー プ 小野塚イツ子記念青少年健全育成活動助成金など

活 動 事 業

放課後子ども教室

移動式天体望遠鏡

運 営 事 業

管 理 運 営 費

健全育成啓発事業

・摩利支天塚・琵琶塚古墳発掘調査事業

企 画 展 費

遺跡発掘調査事業 ・市内遺跡発掘調査事業

・民間開発に伴う発掘調査事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

～ 国 国

他 他

一 一

・第74回企画展「日光山と小山」

他 他 4月24日－6月20日

一 ・県立博物館移動展　 7月21日－8月29日

・第75回企画展「田波御白」11月3日－12月12日

天体望遠鏡搭載車「ほっしー★OYAMA」を

一 一 活用して、市民の天体学習の充実を図る経費

博物館施設等の維持管理経費

他 地 ・施設管理費等

一 他 ・国史跡乙女不動原瓦窯跡維持管理費

一

「青少年健全育成大会」の開催や「あいさつ

～ 一 一 運動」を推進する経費

青少年本人やその保護者などが匿名で相談を

一 一 受ける電話相談員を配置するほか、公認心理士

や臨床心理士等による面接相談を行う経費

他 他 地域で青少年活動を実施している団体へ補助

一 一 ・団体・グループ活動補助金

・小山市子ども会育成会連合会事務局

　運営経費補助金

地域の参画を得て、異学年間や大人とのふれあ

県 県 いを通じ、社会性、自主性、創造力を育む。

一 一

生涯学習センター等の管理運営経費

一 一 ・指定管理料

・ロブレビル共益費

・修繕料等

・美術館運営費

他 他 ・美術館事業費

一 一

 4月24日－6月30日

7月12日－9月2日

9月18日－12月5日

1月15日－1月30日

第51回企画展「丸木俊 絵本原画展」

第52回企画展 滝平二郎生誕100年「滝平二郎の世界展」

第53回企画展「石澤英子個展」

第7回「10×15の世界コンテスト展」

車 屋 美 術 館 費

推 進 事 業

(間々田小、乙女小、豊田北小、若木小、羽川小)

生涯学習センター

施 設 管 理 事 業

相 談 事 業 費

団 体 ・ グ ル ー プ 小野塚イツ子記念青少年健全育成活動助成金など

活 動 事 業

放課後子ども教室

移動式天体望遠鏡

運 営 事 業

管 理 運 営 費

健全育成啓発事業

・摩利支天塚・琵琶塚古墳発掘調査事業

企 画 展 費

遺跡発掘調査事業 ・市内遺跡発掘調査事業

・民間開発に伴う発掘調査事業

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

スポーツ大会誘致による「スポーツのまち小山」
～ 一 他 のPR・推進に係る経費

一 ・大会誘致補助金

・事務費等

スポーツ用具の貸出をはじめ、スポーツイベント

他 他 や地域支援パートナー連携協定に係る補助金

一 一 等の経費

・ファミリースポーツ推進事業

・ツールドおやま開催事業

・プロスポーツ交流推進事業

・総合型スポーツクラブ育成費

・運営費等補助金

一 一 ・スポーツ振興費補助金

・スポーツ大会等出場祝金 

他 他 ・事務費等

一 一

県 一

一 ・実行委員会補助金

・市内有望選手、チーム助成経費等

一 一 事業実施経費

・推進委員会補助金

小学校給食の運営、調理場施設の維持管理

国 国 ・管理運営費

他 他 ・配食業務委託費

一 一 ・調理業務委託費（17か所）

・特別支援教育就学奨励費他

・調理場施設等整備費

中学校給食の運営、調理場施設の維持管理

国 国 ・管理運営費

一 他 ・配食業務委託費

一 ・調理業務委託費（6か所）

・特別支援教育就学奨励費他

・調理場施設等整備費

武道館、弓道場他、市内体育施設の維持管理

他 他 に係る経費

一 一

小山運動公園、あけぼの公園、原之内公園、

他 地 思川緑地公園等の維持管理に係る経費

一 他 ・有料体育施設指定管理料

一 ・石ノ上河川広場緑地管理業務委託

・河川構造物撤去設置業務委託

・体育施設修繕料等

管 理 事 業

パ ラ リ ン ピ ッ ク

関 連 事 業

小 学 校 給 食 費

中 学 校 給 食 費

施 設 管 理 運 営 費

有 料 体 育 施 設

東京オリンピック・ 東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連

補 助 金

社会体育行政諸費

栃木国体開催事業 令和3年栃木国体リハーサル大会の開催経費

及び令和4年栃木国体開催準備経費

ス ポ ー ツ 立 市

関 連 事 業

生 涯 ス ポ ー ツ

推 進 事 業

小 山 市 体 育 協 会
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

小山運動公園陸上競技場の第3種公認検定に

一 一 係る経費

・陸上競技場改修工事費

・競技用品購入費、リース料

市立体育館建設・運営・維持管理に関する経費

他 一 ・サービス対価費

一

県立県南体育館の管理運営経費

県 県

他 他

一 一

県立県南温水プール館の管理運営経費

県 県

他 他

一

小山運動公園陸上

管 理 運 営 事 業

市 立 体 育 館

整 備 事 業

（拡大）

県 南 体 育 館

管 理 運 営 事 業

県南温水プール館

・運営・維持管理ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ業務委託

・備品購入費等

競技場第 種公認

検定事業
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頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

小山運動公園陸上競技場の第3種公認検定に

一 一 係る経費

・陸上競技場改修工事費

・競技用品購入費、リース料

市立体育館建設・運営・維持管理に関する経費

他 一 ・サービス対価費

一

県立県南体育館の管理運営経費

県 県

他 他

一 一

県立県南温水プール館の管理運営経費

県 県

他 他

一

小山運動公園陸上

管 理 運 営 事 業

市 立 体 育 館

整 備 事 業

（拡大）

県 南 体 育 館

管 理 運 営 事 業

県南温水プール館

・運営・維持管理ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ業務委託

・備品購入費等

競技場第 種公認

検定事業

公債費

本年度予算額 ６３億６，４０３万２千円

前年度予算額 ５７億３，９７２万５千円

この予算は、市債の償還に要する経費であり、総合政策部が所管しています。

前年度と比較しますと、６億２，４３０万７千円、１０．９％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

定期償還元金

地 地 借換元金

他 他 償還利子

一 一

頁 項 目 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公 債 費

（単位　千円）
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国民健康保険特別会計

本年度予算額 １６０億４，８８０万円

前年度予算額 １６２億８，９５０万円

この予算は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関しての必要な保険給付を行い、

市民の医療保障と福祉の増進に要する経費であり、市民生活部、総合政策部等が所管して

います。

前年度と比較しますと、２億４，０７０万円、１．５％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

療養諸費

～ 県 県 高額療養費

他 他 移送費

一 一 出産育児諸費

葬祭諸費

傷病手当金

一般被保険者医療給付費分

県 県 一般被保険者後期高齢者支援金分

他 他 介護納付金分

一 一

人件費

県 県 特定健診事業

一 一 保健指導事業

その他事務費

人件費

県 県 医療費通知事業

他 一 後発医薬品差額通知事業

一 高額療養資金貸付事業

健康しおり作成事業

国保ヘルスアップ事業

受診勧奨のための訪問指導事業

人間ドック検診事業

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

国 民 健 康 保 険

事 業 費 納 付 金

特 定 健 診 ・

特定保健指導事業

保 険 給 付 費

保 健 事 業
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介護保険特別会計

本年度予算額 １１３億３，８００万円

前年度予算額 １１３億３，３００万円

この予算は、介護を国民全体で支え合うことを主旨とし、適切な介護給付の確保を図るため、

居宅介護サービス等の保険給付、及び介護予防、認知症対策等の地域支援事業を行う等、

老人福祉増進に要する経費であり、保健福祉部、総合政策部等が所管しています。

前年度と比較しますと、５００万円、０．１％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

認定審査会費

～ 他 他 認定調査等費

介護サービス等諸費

～ 国 国 介護予防サービス等諸費

県 県 高額介護サービス等費

他 他 高額医療合算介護サービス等費

一 一 特定入所者介護サービス等費

その他諸費

介護予防・生活支援サービス事業

国 国 ・訪問型サービス事業

県 県 ・通所型サービス事業

他 他 ・配食サービス事業

一 一 ・高額介護サービス費相当事業

・介護予防ケアマネージメント事業

一般介護予防事業

～ 国 国 ・介護予防普及啓発事業

県 県 ・地域介護予防活動支援事業

他 他

一 一

権利擁護事業

～ 国 国 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

県 県 任意事業

他 他 ・介護ケアマネジメント指導員

一 一 ・介護用品支給事業

・介護給付等費用適正化事業 

・配食支援事業

・その他事業

在宅医療・介護連携推進事業

生活支援体制整備事業

認知症総合支援事業

介護認定審査会費

保 険 給 付 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

包括的支援事業・

任 意 事 業

介 護 予 防 ・ 生 活

支援サービス事業

・高額医療合算介護サービス費相当事業

一般介護予防事業
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後期高齢者医療特別会計
本年度予算額 １８億６，７１０万円

前年度予算額 １８億３，０６０万円

この予算は、後期高齢者に対する適切な医療の確保を図るため、医療費の適正化の推進、

健康診査等の実施に関する措置を講ずるとともに、適正な医療の給付等を行い、高齢者の福

祉の増進に要する経費であり、市民生活部、総合政策部等が所管しています。

前年度と比較しますと、３，６５０万円、２．０％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

保険料負担金

他 他 保険基盤安定制度負担金

一 一

健診委託料

～ 他 他 健診事業市負担金

事務費

病院事業債管理事業特別会計
本年度予算額 　４億６，８５０万円

前年度予算額 　７億６，９８０万円

この予算は、地方独立行政法人新小山市民病院の市債管理に関する経費であり、

保健福祉部が所管しています。

前年度と比較しますと、３億１３０万円、３９．１％減少しています。

主な事業内容は、次のとおりです。

医療機器整備事業資金貸付

地 地

元金

他 他 利子

（単位　千円）

広域連合納付金

健 診 事 業

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

新小山市民病院

貸 付 金

公 債 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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墓園やすらぎの森事業特別会計
本年度予算額 　　 ８，８８０万円

前年度予算額 １億４，８００万円

この予算は、市民に長期に渡り安定的な墓所供給をするための墓所造成工事及び維持管理に

要する経費であり、市民生活部が所管しています。

前年度と比較しますと、５，９２０万円、４０．０％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

維持管理費等

他 他

第18墓所区植栽工事

他 地 事務費

他

元金

他 他 利子

一 一

栃木県南地方卸売市場特別会計
本年度予算額 　　 ３，７８０万円

前年度予算額 　　 １，８５０万円

この予算は、栃木県南地方卸売市場施設の維持管理に要する経費であり、産業観光部等

が所管しています。

前年度と比較しますと、１，９３０万円、１０４．３％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

人件費

他 他 管理運営費

一 一

高圧受電装置更新工事設計委託

他 他 浄化槽設備改修工事設計委託

一 一 花き棟直流電源装置更新設計委託

浄化槽設備改修工事

花き棟直流電源装置更新工事

市場施設修繕基金積立金

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

墓 園 管 理 事 業

墓 園 整 備 事 業

公 債 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

栃 木 県 南 地 方

卸 売 市 場

総 務 管 理 費

栃 木 県 南 地 方

卸 売 市 場

施 設 管 理 費



－89－

与良川水系湛水防除事業特別会計
本年度予算額 ４，８９０万円

前年度予算額 ４，３００万円

この予算は、与良川水系の荒川排水機場、与良川排水機場、塩沢排水機場の施設管理に

要する経費であり、産業観光部が所管しています。

前年度と比較しますと、５９０万円、１３．７％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

管理運営費

他 他

一 一

管理運営費

他 他

一 一

管理運営費

一 一

小山東部第二工業団地造成事業特別会計
本年度予算額  ８億５，２００万円

前年度予算額  ６億９，４２０万円

この予算は、小山東部第二工業団地の造成に関する経費であり、産業観光部が

所管しています。

前年度と比較しますと、１億５，７８０万円、２２．７％増加しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

元金

他 他 利子

土地売払金収入による公債費繰上償還の残額を

他 他 一般会計に繰出すもの。

一

頁 款 項 事 業 名
本年度事業費
財 源 内 訳

前年度事業費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

荒 川 排 水 機 場 費

与良川排水機場費

塩 沢 排 水 機 場 費

（単位　千円）

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

前 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

公 債 費

他 会 計 繰 出 金



－90－

テクノパーク小山南部造成事業特別会計
本年度予算額 ５億２，１００万円

前年度予算額 ５億４，５７０万円

この予算は、テクノパーク小山南部の造成に関する経費であり、産業観光部等が

所管しています。

前年度と比較しますと、２，４７０万円、４．５％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

工業団地造成に係る経費

地 地 　整地工事

一 一

　緑地帯設計業務委託

　供用開始図書作成業務委託

　配水管工事負担金

　道路工事【R3～R4債務負担行為】

　文化財調査関係費

　管理委託料

元金

一 一 利子

公共用地先行取得事業特別会計
本年度予算額 　　 　　９００万円

前年度予算額 　　 　　９１０万円

この予算は、公共事業の円滑かつ効率的な執行を図ることを目的とし、公共用地を先行取得

するための経費であり、建設水道部が所管しています。

前年度と比較しますと、１０万円、１．１％減少しております。

主な事業内容は、次のとおりです。

一 一

元金

一 一 利子

頁 款 項 事 業 名
本 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

前 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容

工 業 団 地

造 成 事 業 費

　整地設計、杭打点検測量、公園及び

（単位　千円）

公 共 用 地 先 行

取 得 費

公 債 費

公 債 費

（単位　千円）

頁 款 項 事 業 名
本 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

前 年 度 事 業 費
財 源 内 訳

事　　　業　　　内　　　容
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

自治会振興費補助金（広報配布分）

市民文化祭交付金

まりびわおこし隊補助金

小山市民劇団「開運座」補助金

ハンドベルフェスタ ｉｎ　ＯＹＡＭＡ実行委員会補助金

広島平和記念式典中学生派遣事業補助金

男女共同参画フェア実行委員会補助金

地域交流支援事業補助金

消費生活展補助金

おやまグラウンドワーク活動事業補助金

おやまエコアップリーダー運営委員会補助金

エコリサイクルフェア実行委員会補助金

小山市保護司会補助金

小山市更生保護女性会補助金

キッズランドおやま運営費補助金

老人クラブ連合会大会開催事業補助金

友愛サロン事業補助金

見守り・支え合い推進事業補助金

ふれ愛入浴サービス事業補助金

保健衛生事業推進協力金

地域医療対策補助金

健康都市おやまフェスティバル補助金

結核検診事務協力補助金

健康長寿はとむぎ１００歳事業費補助金

農業祭補助金

小　山　市　補　助　金　一　覧　表
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

鳥獣被害連絡協議会補助金

排水対策補助金

日本型直接支払土地改良区支援補助金

水害排除事業補助金

開運小山市共通商品券発行事業補助金

小山駅周辺中心市街地活性化事業補助金

小山青年会議所栃木フォーラム小山大会補助金

まちづくり活動推進事業補助金

おやまサマーフェスティバル補助金

小山晃思会大会補助金

おやまバルーンフェスタ補助金

小山の初市補助金

おはやし郷土芸能の振興補助金

おもいがわ映画祭実行委員会補助金

着地型観光推進実行委員会補助金

小山ブランド創生推進事業補助金

うどんのまちおやま創生推進事業補助金

ユネスコ文化遺産本場結城紬生産振興普及事業費補助金

おやまブランドまつり補助金

本場結城紬販売促進事業補助金

本場結城紬振興調査推進事業補助金

「小山きものの日」補助金

ものづくり人材育成支援事業補助金

道路愛護推進事業補助金

地区まちづくり推進事業補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

コミュニティバス運行維持費補助金

思川周辺有効活用事業補助金(アユ祭り)

ほたるの館まつり補助金

小山市公園等愛護里親会助成金

耕作放棄地対策協議会交付金

閉校記念事業補助金（豊田北小学校、豊田南小学校）

開校記念事業補助金（豊田中学区新設小中一貫校（小学校））

小学校特別支援教育振興費補助金

小学校クラブ活動費補助金

小学校図書費補助金

小学校部活動費補助金

小学校ボランティア活動助成金

中学校進路対策費補助金

中学校特別支援教育振興費補助金

中学校図書費補助金

中学校部活動費補助金

中学校ボランティア活動助成金

英語検定実施補助金

田んぼの学校づくり事業補助金

小学校「総合的な学習の時間」実践事業補助金

小学校道徳教育研究指定校補助金

小学校特色ある学校づくり事業補助金

臨海自然教室推進事業補助金

本場結城紬・渡良瀬遊水地体験学習支援事業補助金

中学校「総合的な学習の時間」実践事業補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

中学校道徳教育研究指定校補助金

中学校特色ある学校づくり事業補助金

学校給食費振込手数料補助

成人式実行委員会補助金

白鷗大学市民開放講座補助金

獨協医科大学オープンカレッジ開設補助金

子どもの居場所づくり推進事業補助金

スポーツ大会実行委員会補助金

第8回ツール・ド・おやま2021大会実行委員会補助金

栃木ＳＣ地域支援パートナー補助金

栃木ゴールデンブレーブス地域支援パートナー補助金

総合型地域スポーツクラブ育成助成金

小山市スポーツ振興費補助金

いちご一会とちぎ国体・いちご一会とちぎ大会
小山市実行委員会補助金

東京オリ・パラ小山市推進委員会補助金

小山市自主防災会活動費補助金

小山市文化協会補助金

地域伝統芸能保存団体助成補助金

まり・びわ古墳の会補助金

栃木人権擁護委員協議会第二部会補助金

男女共同参画推進員協議会補助金

自治会連合会補助金

自治会連合会事務局運営経費補助金

小山市国際交流協会補助金

県安全運転管理者協議会小山地区補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

小山市交通指導員連絡協議会補助金

小山地区交通安全協会補助金

小山市消費者友の会補助金

小山市生活学校補助金

小山市消費者リーダー連絡会補助金

廃棄物減量等推進協議会活動費補助金

民生委員児童委員協議会補助金

小山市遺族連合会補助金

小山市身体障がい者福祉会連合会補助金

小山市学童保育クラブ連合会活動補助金

私立保育園協議会補助金

母親クラブ活動費補助金（駅南・城北児童センター）

小山市幼稚園・認定こども園連合会補助金

老人クラブ連合会補助金

単位老人クラブ活動費補助金

健康推進員会活動費補助金

食生活改善推進員会活動補助金

環境保全型農業推進協議会補助金

小山市認定農業者協議会補助金

小山市４Ｈクラブ協議会補助金

小山市農村生活研究グループ協議会補助金

小山市畜産推進協議会補助金

ふゆみずたんぼ推進協議会補助金

小山市土地改良推進協議会補助金

農地水多面的機能保全対策推進協議会補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

下都賀漁業協同組合補助金

地域振興活性化事業補助金

小山商工会議所補助金

間々田商工会補助金

小山市美田商工会補助金

桑絹商工会補助金

小山商店会連合会補助金

間々田商店会補助金

小山青年会議所補助金

小山駅西口青年部活性化委員会補助金

小山市３商工会合併協議会補助金

小山市中小企業融資振興会補助金

統一メーデー補助金

連合下都賀地域協議会補助金

小山地区勤労者センター運営費補助金

栃木県本場結城紬織物協同組合補助金

本場結城紬検査協同組合補助金

小山発明展補助金

おやま産学官ネットワーク活動補助金

小山市工業団地連絡協議会事務局活動費補助金

小山市工業団地連絡協議会補助金

小山市工業会補助金

小山市渡良瀬遊水地治水推進・ラムサール賢明な活用・
周辺整備推進期成同盟会補助金

渡良瀬遊水地関連地域活性化協議会補助金

渡良瀬遊水地エコ・ツーリズム・ガイド協会補助金



－97－

（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

コウノトリ・トキの舞うふるさとおやまをめざす会補助金

「渡良瀬遊水地第２調節池」外来種対策・普及啓発・
環境教育促進協議会補助金

思川右岸生井地区堤防強化対策協議会補助金

間々田地区思川左岸堤防強化対策協議会補助金

巴波・永野川治水強化期成同盟会補助金

鬼怒川河川敷有効利用促進協議会補助金

渡良瀬遊水地第２調節池周辺地区治水事業促進連絡協議会補助金

河川愛護会補助金

間々田環境整備促進協議会補助金

小山駅西口周辺地区街なか居住推進懇談会補助金

小山駅周辺整備推進協議会補助金

小山市工場環境緑化推進協議会補助金

小山市明るい選挙推進協議会補助金

小山市ＰＴＡ連合会補助金

小山市青少年健全育成連絡協議会補助金

日本ボーイスカウト栃木連盟小山地区協議会補助金

子ども会育成会連合会事務局運営経費補助金

小山市子ども会育成会連合会補助金

小山市青少年育成指導員協議会補助金

小山市スポーツ推進委員協議会運営費補助金

小山市女性防火クラブ連合会補助金

小山市少年消防クラブ補助金

小山市幼年消防クラブ補助金

小山市消防団互助会補助金

小山市自主防災会連絡協議会運営費補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

わがまちげんき発掘事業補助金

地域おこし協力隊活動費補助金

地域おこし協力隊起業補助金

転入勤労者等住宅取得支援補助金

新幹線通勤定期購入費補助金

移住支援事業補助金
（わくわく地方生活実現政策パッケージ移住支援事業）

空き家又は空き室を利用した住宅宿泊事業支援補助金

空き家バンク助成事業補助金

芸術文化コンクール大会出場補助金

文化芸術振興活動事業助成金

指定文化財維持管理費補助金

小山市職員共済会補助金

通信講座受講者助成金

資格取得助成金

自治会振興費補助金（公民館・防犯灯等維持費）

自治会長活動費補助金

市民活動推進事業補助金

小山市民生活安全に関する補助金

防犯カメラ設置費補助金

特殊詐欺撃退機設置補助金

高齢者運転免許自主返納支援補助金

斎場使用料補助金

公衆浴場設備整備費補助金

飼い犬等避妊手術費補助金

ごみ収集所設置費補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

スズメバチ駆除費補助金

家庭用廃棄物処理機器設置費補助金

東日本大震災に伴う住宅等修繕費利子補給金

関東・東北豪雨災害に伴う住宅等修繕費利子補給金

令和元年東日本台風豪雨災害に伴う住宅等修繕費利子補給金

半壊・一部損壊住宅復旧支援金

未就学障がい児介護給付費等助成金

ひとり親家庭通学補助金

ＤＶ対策事業補助金

放課後児童健全育成事業指導員健康診断補助金

定員超過児童特別事業費補助金

特別保育事業等推進費補助金

地域交流事業補助金

認可外保育施設職員健康診断費助成金

民間育児サービス施設助成金

認定こども園等一時預かり事業補助金

私立保育所職員研修事業等補助金

保育士等就業奨励金

幼稚園子育てランド事業補助金

私立幼稚園特別支援事業補助金

幼稚園預かり保育料補助金

はり・灸・マッサージ利用助成金

老人性白内障特殊眼鏡等購入助成金

シルバーカー購入助成金

敬老会補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

スズメバチ駆除費補助金

家庭用廃棄物処理機器設置費補助金

東日本大震災に伴う住宅等修繕費利子補給金

関東・東北豪雨災害に伴う住宅等修繕費利子補給金

令和元年東日本台風豪雨災害に伴う住宅等修繕費利子補給金

半壊・一部損壊住宅復旧支援金

未就学障がい児介護給付費等助成金

ひとり親家庭通学補助金

ＤＶ対策事業補助金

放課後児童健全育成事業指導員健康診断補助金

定員超過児童特別事業費補助金

特別保育事業等推進費補助金

地域交流事業補助金

認可外保育施設職員健康診断費助成金

民間育児サービス施設助成金

認定こども園等一時預かり事業補助金

私立保育所職員研修事業等補助金

保育士等就業奨励金

幼稚園子育てランド事業補助金

私立幼稚園特別支援事業補助金

幼稚園預かり保育料補助金

はり・灸・マッサージ利用助成金

老人性白内障特殊眼鏡等購入助成金

シルバーカー購入助成金

敬老会補助金

（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

骨髄ドナー登録奨励金

医療用ウィッグ購入費助成金

看護師確保支援奨励金

妊婦一般健康診査助成金

新生児聴覚検査助成金

予防接種助成金

農業近代化等育成資金利子補給金

菜の花プロジェクト推進事業補助金

経営所得安定対策推進事業補助金

農業団体等需要調整推進事業補助金（市負担分）

米の生産調整協力員補助金

経営所得安定対策事業担い手加算金

直播栽培補助金

二毛作助成補助金

機構集積協力金

規模拡大交付金

集落営農組織支援事業補助金

なつみずたんぼ振興事業補助金

クロマルハナバチ導入推進事業補助金

水田フル活用総合支援事業補助金

広域防除推進事業補助金

スマート農業推進事業補助金

高収益作物導入補助金

加工・業務用野菜生産基盤強化モデル圃場運営補助金

農業用廃プラスチック処理対策事業補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

高効率施設園芸支援事業補助金

産地づくりモデル地域育成事業補助金

日本一はとむぎ生産拡大事業補助金

農福連携推進事業補助金

経営体育成支援事業費補助金

地産地消・食育推進補助金

農商工連携アグリビジネス創出事業補助金

新規就農支援事業補助金

経営継承・発展等支援金

ＧＡＰ認証取得申請費補助金

ＧＡＰ認証取得費補助金

桑・蚕・繭・紬で紡ぐ総活躍のまちづくり補助金

稚蚕導入・高品質繭・養蚕ヘルパー補助金

イノシシ等被害防止対策事業補助金

自衛防疫促進事業補助金

おやま和牛生産振興補助金

豚熱予防的ワクチン接種費補助金

ふゆみずたんぼ生産拡大事業補助金

ふゆみずたんぼ米オーナー制推進事業補助金

有機ＪＡＳ認証取得更新支援事業補助金

とちぎの元気な森づくり交付金

ナラ枯れ対策事業費補助金

日本型直接支払交付金

関東・東北豪雨災害に伴う中小企業融資制度利子補給金

令和元年東日本台風豪雨災害に伴う中小企業融資制度に係る
利子補給金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

小規模事業者経営改善資金利子補給金

新型コロナウイルス感染症に係る中小企業融資制度利子補給金

新型コロナウイルス感染症に係る小規模事業者経営改善資金
利子補給金

中小企業事業資金信用保証料補助金

中心市街地商業出店等促進事業補助金

ロブレ再生推進事業補助金

トライアル雇用奨励金

中小企業退職金共済制度普及補助金

結城紬購入費等助成金

中小企業新製品新技術研究開発支援事業補助金

工業振興奨励金

中小企業産業財産権取得支援補助金

中小企業ＩＳＯ認証取得支援補助金

中小企業販路開拓事業助成金

企業誘致促進助成金

企業立地促進土地取得奨励金

タクシーＭａａＳ事業者補助金

人にやさしいユニバーサルデザインタクシー整備事業費補助金

街なか中高層共同住宅建設促進事業補助金

保存樹木等保全費用助成金

生垣設置費用助成金

空家等解体助成金

ブロック塀等安全対策工事補助金

政務活動費交付金

大型特殊免許取得助成金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

栃木朝鮮学園教育補助金

学校体験農園設置事業費補助金

特別の支援を要する幼児就園措置助成金

小野塚記念青少年健全育成活動助成金

スポーツ事故見舞助成金

栃木国体小山市内有望選手・チーム助成金

防災ラジオ購入費補助金

浄化槽設置費補助金

共同水道補助金

保育所等施設整備補助金

地域密着型特別養護老人ホーム整備交付金

回復期リハビリテーション病院等整備補助金

農地耕作条件改善事業補助金

県単独土地改良事業補助金

市単独土地改良事業補助金

土地改良施設維持管理適正化事業補助金

農道整備事業交付金

城山町三丁目第二地区社会資本整備総合交付金事業補助金

木造住宅耐震対策助成金

道路後退用地整備助成金

民間建築物吹付けアスベスト対策助成事業補助金

小山市社会福祉協議会補助金

シルバー人材センター事業補助金

小山市観光協会補助金

勤労者共済サービスセンター補助金
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（単位：千円）

№ 名　　　　　称 金　　額

小　山　市　補　助　金　一　覧　表

小山市体育協会補助金
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（単位：千円）

財 政 調 整 基 金

市 債 管 理 基 金

育 英 基 金

社 会 福 祉 基 金

博物館資料取得基金

庁 舎 建 設 基 金

高齢者地域福祉基金

体 育 館 建 設 基 金

児 童 生 徒 交 流 基 金

勤 労 者 総 合 福 祉
セ ン タ ー 建 設 基 金

グラウンドワーク基金

小 野 塚 記 念 青 少 年
健 全 育 成 基 金

文 化 芸 術 振 興 基 金

森林環境譲与税基金

小 山 評 定 ふ る さ と
応 援 基 金

平 和 基 金

新型コロナウイルス感染症
に係る中小企業者等
利 子 補 給 基 金

子ども甲状腺検査基金

栃 木 県 南 地 方 卸 売
市 場 施 設 修 繕 基 金

国 民 健 康 保 険
財 政 調 整 基 金

介 護 保 険 給 付 基 金

合　　　　計

積 立 額 取 崩 額 現在高見込額 予算計上取崩額

積　立　基　金　の　状　況

区　　　　分
令和元年度末 令和２年度中増減見込額 令和２年度末 令和３年度当初

現 在 高
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（単位：千円）

現　　金

土　　地

小山市土地開発基金

内
　
　
訳

小 山 市 国 保 高 額
療養資金貸付基金

運　用　基　金　の　状　況

区　　　　分
令 和 元 年 度 末 令 和 ２ 年 度 中 令 和 ２ 年 度 末 令和３年度当初

現 在 高 増 減 高 現 在 高 見 込 額 予算計上取崩額
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成5年 水道老朽管更新出資事業

平成6年 水道老朽管更新出資事業

平成6年 水道老朽管更新出資事業

平成7年 大谷南小学校増改築事業・乙女中学校校舎取得事業（調整債）

平成7年 大谷南小学校増改築、給食施設整備事業・乙女中学校校舎取得事業

平成7年 水道水源開発施設整備出資事業

平成7年 水道水源開発施設整備出資事業

平成8年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成8年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成9年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成9年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成10年 穂積小学校屋内運動場増改築事業

平成10年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成10年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成11年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成12年 城南小校舎増築事業

平成12年 公園整備事業

平成12年 臨時地方道整備事業

平成12年 臨時地方道整備事業

平成12年 梁小学校屋内運動場増改築事業

平成12年 城南小校舎増築事業

平成12年 減税補てん債

平成12年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成12年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成13年 公園整備事業

平成13年 公園整備事業

平成13年 臨時地方道整備事業

平成13年 臨時地方道整備事業

平成13年 臨時地方道整備事業

平成13年 豊田南小プール建設事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

簡保資金

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

財政融資資金

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

簡保資金

簡保資金

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

財政融資資金

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成13年 減税補てん債

平成13年 水道老朽管更新・水道水源開発施設整備出資事業

平成14年 公園整備事業

平成14年 臨時地方道整備事業

平成14年 臨時地方道整備事業

平成14年 穂積小プール建設事業

平成14年 小山第一小給食調理場改修事業

平成14年 減税補てん債

平成14年 水道水源開発施設整備出資事業

平成14年 水道老朽管更新出資事業

平成15年 城南公園整備事業他２事業

平成15年 大谷中プール建設事業

平成15年 減税補てん債

平成15年 水道老朽管更新出資事業

平成16年 小山駅東口新都市整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業

平成16年 臨時地方道整備事業（ふるさと農道）

平成16年 美田中学校校舎改築事業

平成16年 城南中学校校舎増築事業

平成16年 減税補てん債

平成16年 臨時財政対策債

平成16年 水道老朽管更新出資事業

平成17年 小山駅東口新都市整備事業

平成17年 道路整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業

平成17年 臨時地方道整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

簡保資金

公営企業金融公庫

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

簡保資金

簡保資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成17年 臨時地方道整備事業（ふるさと農道）

平成17年 美田中学校校舎改築事業

平成17年 減税補てん債

平成17年 美田中学校校舎改築事業他４事業

平成17年 水道老朽管更新出資事業

平成18年 小山駅東口新都市整備事業

平成18年 公園整備事業

平成18年 道路整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 臨時地方道整備事業

平成18年 文化センターリニューアル事業

平成18年 美田中学校体育館改築事業

平成18年 大谷北小学校プール改築事業

平成18年 減税補てん債

平成18年 土地区画整理事業

平成18年 水道老朽管更新出資事業

平成19年 小山駅東口新都市整備事業

平成19年 公園整備事業

平成19年 道路整備事業

平成19年 臨時地方道整備事業

平成19年 臨時地方道整備事業

平成19年 間々田市民交流センター整備事業他１０事業

平成19年 旭小学校校舎増築事業

平成19年 美田中学校プール建設事業

平成19年 水道老朽管更新出資事業

平成20年 公園整備事業

平成20年 くらしの道ゾーン整備事業

平成20年 臨時地方道整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

公営企業金融公庫

財政融資資金

簡保資金

県貸付金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

栃木県振興協会

財政融資資金

財政融資資金

簡保資金

県貸付金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成20年 臨時地方道整備事業

平成20年 間々田市民交流センター整備事業他３事業

平成20年 中小学校プール建設事業

平成20年 水道老朽管更新出資事業

平成21年 公園整備事業

平成21年 公園整備事業

平成21年 農業農村整備事業

平成21年 道路整備事業

平成21年 道路整備事業

平成21年 （仮称）巴波川決壊口祈念公園整備事業他４事業

平成21年 小山運動公園陸上競技場外周コース舗装事業

平成21年 道路冠水情報装置設置事業

平成21年 消防施設整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 排水施設整備事業

平成21年 地方道路等整備事業

平成21年 街区公園整備事業

平成21年 消防施設整備事業

平成21年 産業整備促進事業

平成21年 小山駅周辺地区整備事業他３事業

平成21年 大谷東小学校整備・耐震補強事業

平成21年 小山運動公園改修事業

平成21年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成21年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成21年 小・中学校太陽光発電設備設置事業他１事業

平成21年 小・中学校太陽光発電設備設置事業他１事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

財政融資資金

常陽銀行

常陽銀行

財政融資資金

栃木銀行

足利銀行

栃木銀行

常陽銀行

栃木銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

常陽銀行

栃木銀行

財政融資資金

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

栃木銀行

財政融資資金

常陽銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成21年 小・中学校太陽光発電設備設置事業

平成22年 小山駅中央自由通路整備事業

平成22年 農業農村整備事業

平成22年 道路整備事業

平成22年 公園整備事業（平成１１年度借換債）

平成22年 公園整備事業

平成22年 公園整備事業

平成22年 巴波川決壊口記念公園整備事業

平成22年 小山運動公園陸上競技場外周コース舗装事業

平成22年 消防施設整備事業

平成22年 消防施設整備事業

平成22年 消防施設整備事業

平成22年 臨時地方道整備事業（平成１１年度借換債）

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 市道改良事業（平成１１年度借換債）

平成22年 排水施設整備事業

平成22年 排水施設整備事業

平成22年 地方道路等整備事業

平成22年 産業整備促進事業

平成22年 防災対策事業

平成22年 石綿（アスベスト）対策事業

平成22年 農業農村整備事業

平成22年 農道整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

足利銀行

栃木銀行

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

小山農協

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

全国市有物件

小山農協

足利銀行

足利銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成22年 産業整備促進事業

平成22年 思川駅周辺地区整備事業他１１事業

平成22年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成22年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成22年 中学校アスベスト対策事業（３ヶ所）

平成22年 臨時財政対策債

平成23年 城山町三丁目第一地区市街地再開発事業他１５事業

平成23年 小山駅中央自由通路整備事業他２事業

平成23年 農業農村整備事業

平成23年 道路整備事業

平成23年 小薬湧水環境整備事業

平成23年 公園整備事業（平成１２年度借換債）

平成23年 道路整備事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 臨時地方道整備事業他１事業（平成１２年度借換債）

平成23年 道路維持補修事業他２事業（平成１２年度借換債）

平成23年 市道改良事業（平成１２年度借換債）

平成23年 排水対策事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 消防施設整備事業

平成23年 農道整備事業

平成23年 城南小学校校舎増築事業他１０事業（平成１２年度借換債）

平成23年 小山第一小学校校舎改修事業(平成１２年度借換債）

平成23年 小・中学校太陽光発電設備設置事業

平成23年 大谷東小学校校舎改築事業

平成23年 大谷東小学校太陽光発電設備設置事業他２事業

平成23年 臨時財政対策債

平成23年 小・中学校校舎耐震補強事業

平成23年 小・中学校太陽光発電設置事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

財政融資資金

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

栃木信用金庫

足利銀行

筑波銀行

足利銀行

筑波銀行

栃木信用金庫

栃木信用金庫

全国市有物件

栃木信用金庫

常陽銀行

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

栃木信用金庫

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成24年 延島小太陽光発電設置事業

平成24年 道路改良等事業他１事業

平成24年 地方道路等整備事業

平成24年 小学校耐震補強・太陽光発電設置事業他２事業

平成24年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成24年 間々田東小学童保育館建設事業他２事業（平成１３年度債借換債）

平成24年 臨時財政対策債（平成１３年度債借換債）

平成24年 小山市土地区画整理地内調整池整備事業他１事業（平成１３年度債借換債）

平成24年 小学校校内ＬＡＮ整備事業他１事業（平成１３年度債借換債）

平成24年 消防団車庫新築・車両整備・消防水利整備事業

平成24年 臨時財政対策債

平成24年 地域防災強化事業他１事業

平成24年 排水対策事業

平成24年 小山運動公園改修事業

平成24年 地方道路等整備事業

平成24年 消防団車両整備事業

平成24年 道路改良等事業

平成24年 大谷東小北棟改修事業他１事業

平成24年 臨時財政対策債

平成24年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成24年 消防庁舎建設事業

平成24年 県営土地改良事業

平成24年 城南地区整備事業他４事業

平成24年 市道改良整備事業他３事業

平成24年 田川用水路整備事業他３事業

平成24年 消防団車庫新築事業他２事業

平成24年 道路改良等事業他１事業

平成25年 地方道路等整備事業

平成25年 市営住宅長寿命化推進事業

平成25年 城南地区中心施設整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

常陽銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木信用金庫

足利小山信用金庫

栃木信用金庫

栃木信用金庫

全国市有物件

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

小山農協
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成25年 一般市道改良事業

平成25年 雨ヶ谷地区他排水対策事業

平成25年 市営住宅長寿命化推進事業

平成25年 小山野木線（平和工区）

平成25年 巴波川決壊口祈念公園整備事業他

平成25年 強い農業づくり事業

平成25年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成25年 消防庁舎建設事業

平成25年 小中学校普通教室等エアコン設置事業

平成25年 小山第一小校舎改築事業他２事業（１４年度債借換債）

平成25年 臨時地方道整備事業（１４年度債借換債）

平成25年 小山第一小給食調理場改修事業（１４年度債借換債）

平成25年 臨時財政対策債（１４年度債借換債）

平成25年 小・中学校校内ＬＡＮ整備事業（１４年度債借換債）

平成25年 臨時地方道整備事業（１４年度債借換債）

平成25年 小山東部第一土地区画整理事業他２事業（１５年度債借換債）

平成25年 排水施設整備事業（１５年度債借換債）

平成25年 下生井桜づつみ整備事業（１５年度債借換債）

平成25年 基盤整備促進事業（１５年度債借換債）

平成25年 小山運動公園トイレ改修事業他２事業（１５年度債借換債）

平成25年 消防ポンプ整備事業他２事業

平成25年 緑の健康づくりの森整備事業他４事業

平成25年 緑の健康づくりの森整備事業

平成25年 橋梁長寿命化修繕事業他２事業

平成25年 県営土地改良事業（佐川南）

平成25年 粟宮・羽川地区都市再生整備事業他１１事業

平成25年 市営住宅駐車場整備事業（扶桑市営住宅）

平成25年 舗装修繕事業他７事業

平成25年 市道補修・一般市道改良事業他８事業

平成25年 消防救急デジタル無線施設整備事業他１事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

財政融資資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

全国市有物件

財政融資資金

足利小山信用金庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成25年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成25年 防火水槽新設事業

平成25年 消化栓新設事業

平成25年 横倉・横倉新田地区他市内排水対策事業

平成25年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成25年 希望ヶ丘公園整備事業

平成25年 消防庁舎建設事業

平成25年 市道補修事業

平成25年 移動図書館車両整備事業

平成25年 臨時財政対策債

平成26年 大谷中プール建設事業（１５年度債借換債）

平成26年 臨時地方道整備事業（１５年度債借換債）

平成26年 臨時財政対策債（１５年度債借換債）

平成26年 石ノ上橋、201・2236号線整備事業

平成26年 防災行政情報通信施設整備事業

平成26年 市営住宅長寿命化推進事業

平成26年 大谷東小普通教室等増築事業

平成26年 県営土地改良事業

平成26年 小山第三中学校柔道場建設事業

平成26年 小学校トイレ改修事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 市道3174号線改良事業他６事業

平成26年 市道補修事業７事業

平成26年 消防車両整備事業

平成26年 緊急防災・減災事業

平成26年 緊急防災・減災事業

平成26年 消防車両整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利銀行

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利銀行

足利小山信用金庫

足利銀行

足利銀行

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成26年 基盤整備促進事業

平成26年 小山消防署絹分遣所建設事業

平成26年 博物館収蔵庫建設事業

平成26年 排水施設整備事業

平成26年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成26年 緑の健康づくりの森整備事業

平成26年 大谷東小学校普通教室増築事業

平成26年 小山第三中学校柔道場建設事業

平成26年 防火水槽新設事業

平成26年 臨時財政対策債

平成26年 桑地区中心施設整備事業他４事業

平成26年 市道改良整備事業他２事業

平成26年 橋梁長寿命化事業他３事業

平成26年 大谷東小普通教室等増築事業

平成27年 市道７号線道路改良事業他２事業

平成27年 大谷東小普通教室等増築事業

平成27年 基盤整備促進事業

平成27年 農業体質強化基盤整備促進事業

平成27年 美田中学校校舎改築事業他１事業（１６年度債借換債）

平成27年 城南公園整備事業他１事業（１６年度債借換債）

平成27年 臨時地方道整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 下生井桜づつみ整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 街区公園整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 排水施設整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 基盤整備促進事業（１６年度債借換債）

平成27年 小・中学校校内ＬＡＮ整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 （仮称）都市と農村交流センター整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 第二工業団地沈殿池改修事業（１６年度債借換債）

平成27年 小山運動公園トイレ改修事業（１６年度債借換債）

平成27年 （仮称）都市と農村交流センター整備事業他９事業（１６年度債借換債）
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

結城信金

筑波銀行

筑波銀行

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協

小山農協
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成27年 消防施設整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 防災基盤整備事業（１６年度債借換債）

平成27年 消防施設整備事業他１事業（１６年度債借換債）

平成27年 農業基盤整備促進事業

平成27年 基盤整備促進事業・農業用用排水路施設整備事業

平成27年 市道補修事業（追加分）

平成27年 横倉・横倉新田地区排水対策事業他５事業

平成27年 消防車両整備事業（一般財源化分）

平成27年 消防車両整備事業

平成27年 消防車両整備事業・消火栓新設事業

平成27年 絹分遣所建設事業

平成27年 大谷東小普通教室建設事業・羽川西小給水管更新事業

平成27年 臨時財政対策債

平成27年 桑地区中心施設整備事業他４事業

平成27年 市道4556号線道路改良事業他７事業

平成27年 橋梁長寿命化修繕事業

平成27年 県営土地改良事業

平成27年 巴波川決壊口祈念公園整備事業他２事業

平成27年 大谷東小普通教室等増築事業

平成27年 現年発生補助災害復旧事業

平成27年 現年発生単独災害復旧事業

平成27年 市民課窓口用自家発電施設整備事業

平成27年 市道補修事業他３事業

平成27年 市道補修事業（補修）他９事業

平成27年 市営住宅長寿命化推進事業

平成28年 美田中学校校舎改築事業（１７年度債借換債）

平成28年 東部第一区画整理地内公園整備事業（１７年度借換債）

平成28年 臨時地方道整備事業（１７年度借換債）

平成28年 街区公園整備事業他１事業（１７年度借換債）

平成28年 排水施設整備事業（１７年度借換債）
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行



－129－

市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成28年 基盤整備促進事業（１７年度債借換債）

平成28年 都市と農村交流センター整備事業（１７年度借換債）

平成28年 絹ふれあいの郷づくり事業（１７年度借換債）

平成28年 小・中学校校内ＬＡＮ整備事業他１事業（１７年度債借換債）

平成28年 あけぼの公園テニスコート改修事業他１事業（１７年度借換債）

平成28年 美田中学校校舎改築事業他１２事業（１７年度借換債）

平成28年 間々田駅エレベーター整備事業（１７年度借換債）

平成28年 臨時財政対策債（１７年度借換債）

平成28年 地方道路等整備事業（飯田踏切改良事業　単独分）

平成28年 市道201号線他２事業

平成28年 防火水槽整備事業

平成28年 市道舗装事業他７事業

平成28年 市道3174号線道路改良他７事業

平成28年 大谷東小第三学童保育館施設整備事業

平成28年 市営住宅長寿命化推進事業

平成28年 基盤整備促進事業（土地改良区）　

平成28年 耕作条件改善事業（土地改良区）

平成28年 城南地区新設小学校建設事業

平成28年 羽川小学校エレベータ設置事業

平成28年 絹中学区小中一貫校事業

平成28年 トイレ改修事業

平成28年 地域下水道処理施設解体事業

平成28年 塚崎市営住宅解体事業

平成28年 排水施設整備事業

平成28年 その他公園整備事業

平成28年 思川西部土地区画整理事業

平成28年 消防ポンプ自動車（その他・消防防災）

平成28年 消防ポンプ自動車（一般財源化）

平成28年 消化栓新設事業（その他・消防防災）

平成28年 中公民館駐車場拡張事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

小山農協

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

小山農協

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

小山農協

小山農協

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

群馬銀行

群馬銀行

栃木銀行

栃木銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成28年 摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業（一般補助）

平成28年 摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業（一般単独）

平成28年 臨時財政対策債

平成28年 減収補てん債（特例分）

平成28年 減収補てん債（５条分）

平成28年 基盤整備促進事業（出井）他３事業

平成28年 市道改良事業債

平成28年 公園整備事業債

平成28年 街区公園整備事業

平成29年 道路整備事業他６事業（１８年度借換債）

平成29年 臨時財政対策債（１８年度借換債）

平成29年 農業基盤整備促進事業

平成29年 農地耕作条件改善事業

平成29年 ラムサールホンモロコ・ナマズ養殖・加工施設整備事業

平成29年 市道3174号線道路改良事業他３事業

平成29年 一般市道改良事業他１事業

平成29年 コミュニティＦＭ放送局整備事業

平成29年 城南地区新設小学校建設事業

平成29年 小山アスリート拠点施設整備事業

平成29年 旧小山市民病院一部施設解体事業他２事業

平成29年 粟宮・緑の健康づくりの森周辺地区都市再生整備事業他2事業

平成29年 羽川Ⅰ地区農道他１事業

平成29年 旧思川水辺公園整備事業

平成29年 農業基盤整備促進事業他３事業

平成29年 摩利支天塚・琵琶塚古墳等整備事業

平成29年 認定こども園整備事業

平成29年 都市公園安全・安心対策事業他１事業

平成29年 小山運動公園野球場整備事業

平成29年 社会福祉施設整備事業

平成29年 消防施設整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

栃木銀行

栃木銀行

足利銀行

足利銀行

小山農協

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

小山農協

財政融資資金

財政融資資金

県貸付金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成29年 市道4695・4696号線道路改良事業他１３事業

平成29年 一般市道改良事業他４事業

平成29年 豊田中学区新設小学校整備事業

平成29年 城南地区新設小学校建設事業

平成29年 市道補修事業（一般分）

平成29年 幹線道路舗装改良事業（一般分）

平成29年 市道3230号線道路改良事業

平成29年 市道7152号線道路改良工事

平成29年 市道214号線道路整備事業

平成29年 市道8027号線道路整備事業（一般分）

平成29年 市道271号線道路整備事業

平成29年 舗装修繕事業（一般分）

平成29年 農業基盤整備促進事業

平成29年 農地耕作条件改善事業

平成29年 南半田地区排水対策事業

平成29年 市内排水対策事業

平成29年 駅南地区排水対策事業

平成29年 用悪水路維持管理事業

平成29年 思川西部土地区画整理事業

平成29年 小山運動公園駐車場整備事業

平成29年 小学校トイレ改修事業

平成29年 非構造部材耐震化工事（小山城南中格技場）

平成29年 非構造部材耐震化工事（豊田中講堂）

平成29年 臨時財政対策債

平成29年 摩利支天塚・琵琶塚古墳拠点施設整備事業

平成29年 市営住宅長寿命化推進事業

平成29年 消防水利整備事業（消火栓）

平成29年 消防車両整備事業

平成29年 消防車両整備事業（一般財源化分）

平成29年 絹義務教育学校ランチルーム屋上改修事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

群馬銀行

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金

群馬銀行

群馬銀行

足利銀行

足利銀行

群馬銀行

群馬銀行

群馬銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成29年 屋内運動場照明ＬＥＤ化工事（羽川小・萱橋小）

平成29年 屋内運動場照明ＬＥＤ化工事（大谷中・小山第三中）

平成30年 臨時地方道整備事業（一般分）（平成１９年度債借換債）

平成30年 臨時地方道整備事業（ふるさと農道）（平成１９年度債借換債）

平成30年 排水施設整備事業（平成１９年度債借換債）

平成30年 文化センターリニューアル事業（平成１９年度債借換債）

平成30年 巴波川決壊口祈念公園整備事業他１事業（平成１９年度債借換債）

平成30年 旭小学校校舎増築事業他４事業（平成１９年度債借換債）

平成30年 臨時財政対策債（平成１９年度債借換債）

平成30年 臨時財政対策債（平成１９年度債借換債）

平成30年 城南地区新設小学校建設事業

平成30年 県事業永野川改修事業

平成30年 臨時地方道整備事業（平成１９年度債借換債）

平成30年 臨時財政対策債（平成１９年度債借換債）

平成30年 一般補助施設整備等事業

平成30年 狭あい道路整備事業他５事業

平成30年 公共施設等除却事業（横倉市営住宅解体事業）

平成30年 学校教育施設整備事業（第三小屋内運動場屋根改修工事）

平成30年 学校教育施設整備事業（城南小ピロティ舗装工事）

平成30年 学校教育施設整備事業（小山二中美術室天井改修工事）

平成30年 学校教育施設整備事業（桑中スロープ・身障者トイレ設置工事）

平成30年 社会福祉施設整備事業（東城南小学童保育館第一）

平成30年 社会福祉施設整備事業（東城南小学童保育館第二）

平成30年 社会福祉施設整備事業（絹義務学童保育）

平成30年 社会福祉施設整備事業（ドルフィン２学童保育館）

平成30年 農業基盤整備促進事業（改良区）

平成30年 農地条件改善事業（改良区）

平成30年 南半田地区排水対策事業

平成30年 市内排水対策事業

平成30年 用悪水路維持管理事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

群馬銀行

群馬銀行

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

足利小山信用金庫

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

県貸付金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成30年 羽川・喜沢地区まちづくり排水事業

平成30年 渡良瀬遊水地エコミュージアム

平成30年 一般補助施設整備等事業（栗の実幼稚園（保育所施設））

平成30年 臨時財政対策債

平成30年 地域防災強化事業

平成30年 防火水槽整備事業

平成30年 小山市市営住宅長寿命化推進事業

平成30年 自治会公園整備事業

平成30年 消火栓新設事業

平成30年 城南地区新設小学校建設事業

平成30年 生活道路舗装修繕事業

平成30年 地方道路等整備事業（一般市道改良事業）

平成30年 地方道路等整備事業（地区道路整備事業）

平成30年 地方道路等整備事業（間々田駅周辺地区まちづくり事業）

平成30年 地方道路等整備事業（県事業永野川改修事業）

平成30年 地方道路等整備事業（市道3230号線）

平成30年 地方道路等整備事業（狭あい側溝布設）

平成30年 狭あい道路整備事業（市道2414号線）

平成30年 屋内運動場ＬＥＤ化工事（小学校）

平成30年 屋内運動場ＬＥＤ化工事（中学校）

平成30年 瓦窯跡工房茅葺屋根葺き替え

平成30年 小学校トイレ改修事業

平成30年 中学校トイレ改修事業

平成30年 農業基盤整備促進事業（出井農道）

平成30年 美田東部頭首工（応急対策）

平成30年 押切用水堰（応急対策）

平成30年 佐川南（県営経営体）

平成30年 塚崎・東野田（県営経営体）

平成30年 宮前堰（県営耕作条件）

平成30年 小山運動公園野球場整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成30年 小山総合公園トイレ整備事業

平成30年 小山運動公園水上アスレチック

平成30年 神久保公園駐車場

平成30年 耕作条件改善事業（羽川農道）

平成30年 耕作条件改善事業（向野本田農道）

平成30年 耕作条件改善事業（下河原田生駒）

平成30年 羽川西小北側校舎屋根改修工事

平成30年 消防車両整備事業

平成30年 消防車両整備事業

平成30年 消防車両整備事業

平成30年 防災基盤整備事業（マンホールトイレ設置事業）

平成30年 緊急防災・減災事業（Ｊ－ＡＬＥＲＴ連携事業）

平成30年 豊田中学区新設小学校整備事業

平成30年 道路長寿命化修繕事業

平成30年 後退用地整備事業他９事業

平成30年 市道補修事業他２事業

平成30年 大谷地区道路整備事業他１事業

平成30年 押切用水堰（応急対策）、塚崎・東野田（県営経営体）

平成30年 都市公園安全・安心対策事業、公園施設長寿命化対策事業

平成30年 城南地区新設小学校

令和元年 県事業永野川改修事業

令和元年 狭あい側溝布設（道路　関連単独）

令和元年 地区界道路整備事業

令和元年 市道7号線道路改良事業他

令和元年 豊田中学区新設小学校整備

令和元年 羽川・喜沢地区まちづくり排水事業

令和元年 中小学校プール改築事業（平成２０年度債借換債）

令和元年 臨時地方道整備事業（平成２０年度債借換債）

令和元年 排水施設整備事業（平成２０年度債借換債）

令和元年 中央市民会館エレベーター改修事業（平成２０年度債借換債）
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

群馬銀行

群馬銀行

群馬銀行

群馬銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

小山農協

小山農協

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

結城信金

結城信金

結城信金

結城信金
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

令和元年 新庁舎整備事業

令和元年 臨時地方道整備事業（平成２１年度債借換債）

令和元年 臨時財政対策債（平成２１年度債借換債）

令和元年 臨時財政対策債（平成２１年度債借換債）

令和元年 渡良瀬遊水地エコ・アグリツーリズム推進事業

令和元年 市道補修事業

令和元年 生活道路舗装修繕事業

令和元年 一般市道改良事業

令和元年 道路　関連単独

令和元年 せいほう幼稚園認定こども園整備事業

令和元年 静林幼稚園認定こども園整備事業

令和元年 寒川小新館屋上防水改修工事

令和元年 城北小北側普通教室屋根改修工事

令和元年 大谷中屋内運動場屋根改修工事

令和元年 間々田中木工室屋根改修工事

令和元年 小山三中屋上防水改修工事

令和元年 農地耕作条件改善事業（土地改良区）

令和元年 南半田地区排水対策事業

令和元年 市内排水対策事業

令和元年 用悪水路維持管理事業

令和元年 臨時財政対策債

令和元年 農地耕作条件改善事業（下河原田・生駒（ほ場））

令和元年 農地耕作条件改善事業（小山（1）（羽川Ⅱ、三拝川岸、荒井）（農道））

令和元年 屋内運動場照明ＬＥＤ化工事（小学校）

令和元年 屋内運動場照明ＬＥＤ化工事（中学校）

令和元年 瓦窯跡工房茅葺屋根葺き替え

令和元年 小学校トイレ改修事業

令和元年 中学校トイレ改修事業

令和元年 小山運動公園改修事業

令和元年 小山運動公園水上アスレチック
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利銀行

小山農協

小山農協

小山農協

財政融資資金

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行
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市債一覧表

一般会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

令和元年 小山市市営住宅長寿命化推進事業

令和元年 排水強化緊急対策事業（調整池）

令和元年 乙女河岸公園街灯設置

令和元年 自治会公園整備

令和元年 その他公園整備（遊具施設、休養・便益施設設置）

令和元年 消防ポンプ自動車整備事業（一般財源化分）

令和元年 高規格救急車整備事業（一般財源化分）

令和元年 消防ポンプ自動車整備事業

令和元年 高規格救急車整備事業

令和元年 河川工作物応急対策事業（美田東部頭首工）他３事業

令和元年 公園施設バリアフリー化整備事業他３事業

令和元年 現年発生補助災害復旧事業（中小学校災害復旧事業）

令和元年 現年発生単独災害復旧事業（中小学校災害復旧事業他２事業）

令和元年 摩利支天塚・琵琶塚古墳整備事業

令和元年 小山駅周辺地区道路整備事業他５事業

令和元年 城山町二丁目第一地区市街地再開発事業他１事業

令和元年 現年発生単独災害復旧事業（市道等災害復旧事業他２事業）

令和元年 現年発生単独災害復旧事業（農地・農業用施設復旧支援事業）

令和元年 現年発生補助災害復旧事業（緑地公園等災害復旧事業）

令和元年 現年発生補助災害復旧事業（農地・農業用施設復旧支援事業）

令和元年 せいほう幼稚園学童保育館整備事業他１事業

令和元年 狭あい道路整備等促進事業他５事業

令和元年 地区道路整備事業他２事業

令和元年 道路長寿命化修繕事業

令和元年 豊田中学区新設小学校整備

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

筑波銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

病院事業債管理事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成25年 新小山市民病院建設事業

平成26年 新小山市民病院建設事業

平成27年 新小山市民病院建設事業

平成27年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

平成27年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

平成27年 新小山市民病院建設事業

平成27年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

平成28年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

平成29年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

平成30年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

令和元年 新小山市民病院医療機械器具整備事業

合　　　　　　　　　　計



－146－

（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

結城信金

地方公共団体金融機構資金

小山農協

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

墓園やすらぎの森事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成21年 墓園整備事業

平成22年 墓園整備事業

平成23年 墓園整備事業（平成１２年度借換債）

平成23年 墓園整備事業

平成25年 墓園整備事業

平成29年 墓園整備事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

栃木銀行

栃木銀行

常陽銀行

栃木信用金庫

足利小山信用金庫

結城信金
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市債一覧表

小山東部第二工業団地造成事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成29年 小山東部第二工業団地事業

平成30年 小山東部第二工業団地事業

令和元年 小山東部第二工業団地事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利銀行

足利銀行

筑波銀行



－151－

市債一覧表

テクノパーク小山南部造成事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成29年 テクノパーク小山南部造成事業

平成30年 テクノパーク小山南部造成事業

令和元年 テクノパーク小山南部造成事業

合　　　　　　　　　　計



－152－

（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

足利銀行

足利銀行

筑波銀行
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市債一覧表

公共用地先行取得事業特別会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成26年 公共用地先行取得事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

小山農協
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市債一覧表

上水道事業会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成3年 上水道事業

平成4年 上水道事業

平成5年 上水道事業

平成5年 上水道事業

平成6年 上水道事業

平成6年 上水道事業

平成6年 上水道事業

平成7年 水源開発施設整備事業

平成7年 上水道事業

平成7年 上水道事業

平成7年 配水管布設事業

平成7年 水道老朽管更新事業

平成8年 水源開発施設整備事業

平成8年 上水道事業

平成8年 上水道事業

平成8年 上水道事業

平成8年 配水管布設事業

平成8年 水道老朽管更新事業

平成9年 水源開発施設整備事業

平成9年 上水道事業

平成9年 上水道事業

平成9年 上水道事業

平成9年 配水管布設事業

平成9年 水道老朽管更新事業

平成10年 水源開発施設整備事業

平成10年 上水道事業

平成10年 上水道事業

平成10年 水道老朽管更新事業

平成11年 水源開発施設整備事業
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部
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市債一覧表

上水道事業会計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成11年 水道老朽管更新事業

平成12年 水源開発施設整備事業

平成12年 水源開発施設整備事業

平成13年 水源開発施設整備事業

平成13年 水道老朽管更新事業

平成13年 水道老朽管更新事業

平成14年 水源開発施設整備事業

平成14年 配水管布設事業

平成14年 水道老朽管更新事業

平成15年 配水管布設事業

平成15年 水道老朽管更新事業

平成16年 配水管布設事業

平成16年 水道老朽管更新事業

平成17年 配水管布設事業

平成17年 水道老朽管更新事業

平成18年 配水管布設事業

平成18年 水道老朽管更新事業

平成19年 配水管布設事業

平成19年 水道老朽管更新事業

平成20年 上水道事業

平成20年 配水管布設事業

平成20年 老朽管更新事業

平成21年 上水道事業

平成21年 配水管布設事業

平成22年 上水道事業

平成22年 配水管布設事業

平成23年 配水管布設事業

平成24年 配水管布設事業

平成25年 配水管布設事業

平成26年 配水管布設事業

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金
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市債一覧表

下水道事業会計（公共下水道事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成3年 公共下水道事業（一般分）

平成4年 公共下水道事業（一般分）

平成4年 公共下水道事業（一般分）

平成4年 公共下水道事業（社会資本整備推進対策分）

平成4年 流域下水道事業

平成4年 流域下水道事業

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 公共下水道事業（一般分）

平成5年 流域下水道事業

平成5年 流域下水道事業

平成6年 公共下水道事業（一般分）

平成6年 公共下水道事業（一般分）

平成6年 公共下水道事業（一般分）

平成6年 流域下水道事業

平成6年 流域下水道事業

平成7年 公共下水道事業（一般分）

平成7年 公共下水道事業（一般分）

平成7年 公共下水道事業（一般分）

平成7年 流域下水道事業

平成7年 流域下水道事業

平成8年 公共下水道事業（一般分）

平成8年 公共下水道事業（一般分）

平成8年 公共下水道事業（一般分）

平成8年 流域下水道事業

平成8年 流域下水道事業

平成9年 公共下水道事業（一般分）

平成9年 公共下水道事業（一般分）
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫
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市債一覧表

下水道事業会計（公共下水道事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成9年 公共下水道事業（一般分）

平成9年 流域下水道事業

平成9年 流域下水道事業

平成10年 公共下水道事業（一般分）

平成10年 公共下水道事業（一般分）

平成10年 公共下水道事業（一般分）

平成10年 流域下水道事業

平成10年 流域下水道事業

平成11年 公共下水道事業（一般分）

平成11年 公共下水道事業（一般分）

平成11年 公共下水道事業（一般分）

平成11年 流域下水道事業

平成11年 流域下水道事業

平成12年 公共下水道事業（一般分）

平成12年 公共下水道事業（一般分）

平成12年 公共下水道事業（特別分）

平成12年 流域下水道事業

平成12年 流域下水道事業

平成13年 公共下水道事業（一般分）

平成13年 公共下水道事業（特別分）

平成13年 流域下水道事業

平成14年 公共下水道事業（一般分）

平成14年 公共下水道事業（一般分）

平成14年 流域下水道事業

平成15年 公共下水道事業（一般分）

平成15年 公共下水道事業（一般分）

平成15年 公共下水道事業（一般分）

平成15年 流域下水道事業

平成16年 公共下水道事業（一般分）

平成16年 公共下水道事業（一般分）
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金

公営企業金融公庫



－163－

市債一覧表

下水道事業会計（公共下水道事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成16年 公共下水道事業（一般分）

平成16年 流域下水道事業

平成16年 流域下水道事業

平成17年 公共下水道事業（一般分）

平成17年 公共下水道事業（一般分）

平成17年 公共下水道事業（一般分）

平成17年 流域下水道事業

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 公共下水道事業（一般分）

平成18年 流域下水道事業

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 公共下水道事業（一般分）

平成19年 流域下水道事業

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 公共下水道事業（一般分）

平成20年 流域下水道事業

平成21年 公共下水道事業（一般分）

平成21年 公共下水道事業（一般分）

平成21年 流域下水道事業

平成22年 公共下水道事業（一般分）

平成22年 公共下水道事業（一般分）

平成22年 公共下水道事業（一般分）

平成22年 公共下水道事業（特別措置分）
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

簡保資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行



－165－

市債一覧表

下水道事業会計（公共下水道事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成22年 流域下水道事業

平成23年 公共下水道事業（特別措置分）

平成23年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成23年 公共下水道事業（一般分）

平成23年 流域下水道事業

平成24年 公共下水道事業（一般分）

平成24年 公共下水道事業（一般分）

平成24年 流域下水道事業

平成24年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成24年 公共下水道事業（特別措置分）

平成24年 公共下水道事業（一般分）

平成25年 公共下水道事業（特別措置分）

平成25年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成25年 公共下水道事業（一般分）

平成25年 流域下水道事業

平成26年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成26年 流域下水道事業（資本費平準化債）

平成26年 公共下水道事業（特別措置分）

平成26年 公共下水道事業（一般分）

平成26年 流域下水道事業

平成27年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成27年 流域下水道事業（資本費平準化債）

平成27年 公共下水道事業（特別措置分）

平成27年 公共下水道事業（公共企業会計適用債）

平成27年 公共下水道事業（資本費平準化債　１７年度債借換債）

平成27年 流域下水道事業（資本費平準化債　１７年度債借換債）

平成27年 公共下水道事業（一般分）

平成27年 流域下水道事業

平成28年 公共下水道事業（公営企業会計適用債）

平成28年 公共下水道事業（資本費平準化債）



－166－

（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

筑波銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

小山農協

栃木銀行

財政融資資金

財政融資資金

常陽銀行

常陽銀行

常陽銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

小山農協

小山農協



－167－

市債一覧表

下水道事業会計（公共下水道事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成28年 公共下水道事業（特別措置分）

平成28年 公共下水道事業（資本費平準化債　１８年度債借換債）

平成28年 流域下水道事業（資本費平準化債　１８年度債借換債）

平成28年 下水道事業債（通常債）

平成28年 下水道事業債（通常債）

平成28年 流域下水事業（通常債）

平成29年 公共下水道事業（特別措置分）

平成29年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成29年 公共下水道事業（公営企業会計適用債）

平成29年 流域下水道事業（公営企業会計適用債）

平成29年 公共下水道事業（資本費平準化債　１９年度債借換債）

平成29年 公共下水道事業（通常債）

平成29年 公共下水道事業（終末処理場）

平成29年 流域下水道事業（通常債）

平成29年 下水道事業債（公共下水道）

平成30年 公共下水道事業（通常債）

平成30年 公共下水道事業（特別措置分）

平成30年 公共下水道事業（資本費平準化債）

平成30年 流域下水道事業（通常債）

平成30年 公共下水道事業（公営企業会計適用債）

平成30年 流域下水道事業（公営企業会計適用債）

平成30年 公共下水道事業（資本費平準化債　平成２０年度債借換債）

平成30年 公共下水道事業（通常債）

平成30年 下水道事業債（建設改良　公共）

令和元年 公共下水道事業（通常債）

令和元年 公共下水道事業（資本費平準化債）

令和元年 公共下水道事業（特別措置分）

令和元年 下水道事業債（公共下水道事業）

令和元年 公共下水道事業（資本費平準化債　平成21年度債借換債）

令和元年 公共下水道事業（通常債）
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

小山農協

小山農協

小山農協

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

足利銀行

足利銀行

足利銀行

小山農協

足利銀行

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

結城信金

小山農協

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

栃木銀行

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

足利銀行

結城信金

小山農協

地方公共団体金融機構資金



－169－

市債一覧表

下水道事業会計（公共下水道事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

令和元年 公共下水道事業（通常債）

令和元年 流域下水道事業（資本費平準化債）

令和元年 流域下水道事業

令和元年 流域下水道事業（公営企業会計適用債）

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

地方公共団体金融機構資金

栃木銀行

結城信金

栃木銀行
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市債一覧表

下水道事業会計（農業集落排水事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成4年 農業集落排水事業

平成4年 農業集落排水事業

平成4年 農業集落排水事業（社会資本整備推進対策分）

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成5年 農業集落排水事業

平成6年 農業集落排水事業

平成6年 農業集落排水事業

平成6年 農業集落排水事業

平成7年 農業集落排水事業

平成7年 農業集落排水事業

平成7年 農業集落排水事業

平成8年 農業集落排水事業

平成8年 農業集落排水事業

平成8年 農業集落排水事業

平成9年 農業集落排水事業

平成9年 農業集落排水事業

平成9年 農業集落排水事業

平成10年 農業集落排水事業

平成10年 農業集落排水事業

平成10年 農業集落排水事業

平成11年 農業集落排水事業

平成11年 農業集落排水事業

平成11年 農業集落排水事業

平成12年 農業集落排水事業

平成12年 農業集落排水事業

平成12年 農業集落排水事業

平成13年 農業集落排水事業



－172－

（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

資金運用部

資金運用部

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

財政融資資金



－173－

市債一覧表

下水道事業会計（農業集落排水事業分）

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

平成13年 農業集落排水事業

平成13年 農業集落排水事業

平成14年 農業集落排水事業

平成14年 農業集落排水事業

平成14年 農業集落排水事業

平成15年 農業集落排水事業

平成15年 農業集落排水事業

平成15年 農業集落排水事業

平成16年 農業集落排水事業

平成16年 農業集落排水事業

平成16年 農業集落排水事業

平成17年 農業集落排水事業

平成17年 農業集落排水事業

平成18年 農業集落排水事業

平成18年 農業集落排水事業

平成18年 農業集落排水事業

平成19年 農業集落排水事業

平成19年 農業集落排水事業

平成20年 農業集落排水事業

平成20年 農業集落排水事業

平成20年 農業集落排水事業

平成21年 農業集落排水事業

平成21年 農業集落排水事業

平成22年 農業集落排水事業

平成23年 農業集落排水事業

平成24年 農業集落排水事業

平成26年 農業集落排水事業

平成29年 農業集落排水施設事業（公営企業会計適用債）

平成30年 農業集落排水事業（公営企業会計適用債）

令和元年 農業集落排水事業（資本費平準化債）

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

公営企業金融公庫

財政融資資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公営企業等金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

地方公共団体金融機構資金

足利銀行

栃木銀行

足利銀行
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市債一覧表

会計の総合計

年　度 借　　　入　　　目　　　的 起　債　額

一般会計

病院事業債管理事業特別会計

墓園やすらぎの森事業特別会計

小山東部第二工業団地造成事業特別会計

テクノパーク小山南部造成事業特別会計

公共用地先行取得事業特別会計　

上水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下水道事業会計（公共下水道事業分）

下水道事業会計（農業集落排水事業分）

合　　　　　　　　　　計
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（単位　円・％） 令和元年度末現在

償還済額 未償還額 利率 借　　　入　　　先　　　名
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令和３年度 国民健康保険特別会計予算説明書

国民健康保険は、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度

「国民皆保険制度」の中核としての重要な役割を果たしてきました。

しかし、少子高齢化の進展、医療技術の高度化、高額な新薬の保険承認

等による一人当たり医療費の増大、社会保険の適用拡大により他の医療保

険と比較して年齢構成が高いこと、加入者に低所得者や無職者が多いこと

等を要因として、必然的に財政運営が厳しくなるという構造的問題を抱え

ております。そのため、財政基盤の安定化、世代間の負担の公平化、医療

費適正化の推進を図るため、平成３０年４月１日から、国民健康保険は、

都道府県が財政運営の主体となり、市町村は資格・給付管理及び賦課・徴

収を担うこととされました。

こうした状況の中、市では事業の根幹である資格及び保険給付の適正化

を重視し、他の医療保険と国民健康保険に重複して加入している被保険者

に対する離脱勧奨や、レセプト内容点検・資格点検の充実を図るとともに、

医療費削減策として、重複多受診者への訪問指導、高血圧重症化予防教室

等の保健事業、医療費通知・ジェネリック医薬品差額通知事業、多剤服用

防止のためのお薬手帳適正活用に係る保健指導を実施するなど、事業の適

正化・健全化を推進してきたところです。令和３年度は、栃木県後期高齢

者医療広域連合から、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係る事

業を受託し、国民健康保険、後期高齢者医療の被保険者の別にかかわらず

高齢者の健康維持と介護予防に努めるとともに、多文化共生への対応とし

て多言語対応及び関係機関等との連携により国民健康保険制度の周知に

努めます。

また、小山市国民健康保険「第３期特定健康診査等実施計画」及び「第

２期データヘルス計画」に基づく特定健康診査や人間ドック等の充実によ

り、生活習慣病の発症・重症化予防を図るとともに、特定健診受診率の向

上及び被保険者の健康維持に取り組んでまいります。

事業運営における主財源である国保税については、適切な課税及び収納

対策により、被保険者間の負担の公平性を確保するとともに、制度運営に

おける国保税の重要性について、被保険者に周知することで、納税の理解

を得られるよう努めます。併せて、税外収入である保険者努力支援制度交

付金の獲得に向けた取組みを進めてまいります。

今後も国・県の動向を注視しながら、より安定した財政運営が図られる

よう、鋭意努めてまいります。
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（歳入） （単位　千円、％）

（歳出） （単位　千円、％）

歳 出 合 計 △ 1.5△ 240,700

令 和 ３ 年 度 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 総 括 表

△ 240,700 △ 1.5

県

△ 3.7

△ 0.2△ 21,323

県

前 年 度
予 算 額

財 源 内 訳
構 成 比

県

款
比 較
増 減 額そ の 他 一 般 財 源

歳 入 合 計

本 年 度
予 算 額

保 険 給 付 費

総 務 費

一 部 負 担 金

繰 入 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金

諸 収 入

款 本年度予算額 構成比

国 民 健 康
保 険 税

繰 越 金

財 産 収 入

増減率前年度予算額

△ 6.3

比較増減額

△ 215,398

△ 321 △ 80.0

△ 2.0

△ 0.2

△ 255 △ 10.8

△ 19,285

△ 30,227

国民健康保険
事業費納付金

県

県 支 出 金

△ 5.4△ 252,206県

地方債
増減率

△ 10,466

国 県 支 出 金

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

保 健 事 業 費 △ 5,828 △ 3.8

積 立 金

公 債 費

△ 255 △ 10.8

予 備 費

諸 支 出 金
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１　歳　入

　１款　国民健康保険税

　　　　(１）全体分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

所 　得 医 ％

支 ％

割 　額 介 ％

資　 産

割　 額

均　 等 医 円 人

支 円

割　 額 介 円

平 　等 医 円 世帯

支 円

割 　額 介 円

計 ―
△ 0.8

―

― ― ―

普通徴収 ―
△ 10.9

特別徴収 ―

円 円 円

円 円 円

○　収納見込額

※　退職被保険者分については、令和２年３月末をもって、退職被保険者が一般被保険者に移行したため、
　現年度分は科目設置のみ。

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

―

―

一

般

分

調 定 見 込 額

　  　(単位    千円、％） 

現年度分　特別徴収

計

滞 納 繰 越 分

現年度分　特別徴収

現 年 度 分

計

△ 5.2

―

△ 3.6

△ 6.6

滞 納 繰 越 分

現年度分　普通徴収

１世帯当り

算
　
出
　
税
　
額

軽減額等

合   計 前 年 度 増 減 率

調
定
見
込
額

△ 2.2

― ―

退 職 被 保 険 者 分
区  分 税   率

税　　　額

社保適用拡大
に伴う減収額

一 般 被 保 険 者 分

 計

区          分 収    納    率 収  納  見  込  額

現年度分　普通徴収

退
　
職
　
分

計

歳　　入　　歳　　出　　予　　算　　資　　料

　  　(単位    千円、％） 

１人当り
税　　　額

滞 納 繰 越 分
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　　　　(２）医療給付費分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

　所　 得
  割 　額

　資　 産
　割　 額

　均　 等 人

　割　 額

　平　 等 世帯

　割 　額

計 ―
△ 0.7

―

―

普通徴収 ―
△ 11.1

特別徴収 ―

円 円 円

円 円 円

○　収納見込額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

収    納    率

滞 納 繰 越 分

現年度分　特別徴収

滞 納 繰 越 分

 計

計

税   率

現年度分　普通徴収

調 定 見 込 額

１人当り

調
定
見
込
額

税　　　額

  27,000円

一

般

分

計

現年度分　普通徴収

  22,000円

―

△ 6.6

△ 2.2
― ―

―

前 年 度

―

一 般 被 保 険 者 分

―

軽減額等

区  分
退 職 被 保 険 者 分

算
　
出
　
税
　
額

―

△ 3.6

― ―

―

― ―

　  　(単位    千円、％） 

合   計

　  　(単位    千円、％） 

△ 5.2

―

増 減 率

退
　
職
　
分

収  納  見  込  額

１世帯当り
税　　　額

区          分

社保適用拡大
に伴う減収額

計

現年度分　特別徴収
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　　　　(3）後期高齢者支援金分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

　所　 得
  割 　額

　資　 産
　割　 額

　均　 等 人

　割　 額

　平　 等 世帯

　割 　額

計 ―
△ 0.5

―

―

普通徴収 ―
△ 10.3

特別徴収 ―

円 円 円

円 円 円

○　収納見込額

――

― ―

―

―

　  　(単位    千円、％） 

区  分 税   率
退 職 被 保 険 者 分

合   計 前 年 度 増 減 率

― ―

軽減額等

算
　
出
　
税
　
額

  8,500円

  6,000円

― ― ―

△ 3.6

△ 2.2

△ 5.8

一 般 被 保 険 者 分

― ― ―

税　　　額

―

調
定
見
込
額

１世帯当り

１人当り
△ 4.3税　　　額

　  　(単位    千円、％） 

区          分 調 定 見 込 額 収    納    率 収  納  見  込  額

一

般

分

現年度分　特別徴収

現年度分　普通徴収

 計

滞 納 繰 越 分

滞 納 繰 越 分

現年度分　普通徴収

現年度分　特別徴収

計

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

計

社保適用拡大
に伴う減収額

退
　
職
　
分

計
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　　　　(4）介護納付金分

○  調定見込額(現年課税分)

課税標準額 課 税 額 課税標準額 課 税 額

　所　 得
  割 　額

　資　 産
　割　 額

　均　 等 人

　割　 額

　平　 等 世帯

　割 　額

計 ―
△ 2.3

―

―

普通徴収 ―
△ 11.0

特別徴収 ―

円 円 円

円 円 円

○　収納見込額

計

現 年 度 分

―

―

計

滞 納 繰 越 分

―

区          分 調 定 見 込 額 収    納    率 収  納  見  込  額

一

般

分

現年度分　特別徴収

現年度分　特別徴収

△ 7.6

現年度分　普通徴収

現年度分　普通徴収

 計

　  　(単位    千円、％） 

△ 9.0

―

―

― ―

―

軽減額等

算
　
出
　
税
　
額

  8,000円
△ 3.6

  6,500円
△ 2.2

―

増 減 率

　  　(単位    千円、％） 

前 年 度
一 般 被 保 険 者 分

△ 1.8
― ―

区  分 税   率
退 職 被 保 険 者 分

― ―

合   計

―

計

滞 納 繰 越 分

滞 納 繰 越 分

社保適用拡大
に伴う減収額

退
　
職
　
分

―

税　　　額

調
定
見
込
額

１世帯当り
税　　　額
１人当り
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２款　一部負担金

１項　一部負担金

３款　使用料及び手数料

１項　手数料

４款　国庫支出金

　　１目　災害臨時特例補助金

５款　県支出金

１項　県負担金・補助金

　１目　保険給付費等交付金

　　１節　保険給付費等交付金（普通交付金）

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＋⑩＋⑪＝

　ア．一般被保険者療養給付費分 ①

　イ．退職被保険者等療養給付費分 ②

　ウ．一般被保険者療養費分 ③

　エ．退職被保険者等療養費分 ④

　オ．審査支払手数料分 ⑤

　カ．一般被保険者高額療養費分 ⑥

　キ．退職被保険者等高額療養費分 ⑦

　ク．一般被保険者高額介護合算療養費分 ⑧

　ケ．退職被保険者等高額介護合算療養費分 ⑨

　コ．一般被保険者移送費分 ⑩

　サ．退職被保険者等移送費分 ⑪

　　２節　保険給付費等交付金（特別交付金） ①＋②＋③＋④ ＝

　ア．保険者努力支援分 ①

　イ．特別調整交付金分 ②

　ウ．県繰入金（県版保険者努力支援制度分） ③

　エ．特定健康診査・特定保健指導負担金

　特定健康診査・特定保健指導負担金（国・県分）

（健診分16,956千円＋保健指導分1,290千円）　×　2 ＝ ④

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　福島第一原発警戒区域等の被災者の国保税・一部負担金の減免に係る補助金

千円

千円

１項　国庫補助金

千円

　国民健康保険税（以下「国保税」という。）の収納に係る督促手数料。ただし、令和２年４
月１日以後に発布する督促状については、督促手数料が廃止となったため、令和２年３月
末までに発布された督促状に係る督促手数料のみ計上。

　被保険者の保険医療機関等に対する支払いに代えて、一部負担金を市が直接に徴収
することとした場合に、被保険者から直接徴収する一部負担金を計上。

　療養給付費、療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、移送費に係る保険給付
費について、普通交付金として県より全額交付されるもの。



－184－

２項　財政安定化基金支出金

　１目　財政安定化基金交付金

６款　財産収入

１項　財産運用収入

２項　財産売払収入

　普通財産・物品の売払収入

７款　繰入金

１項　他会計繰入金

　１目　一般会計繰入金 ① ＋ ② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＋ ⑥ ＝

１節　保険基盤安定繰入金 ①

ア．国保税軽減分　　553,279千円

イ．保険者支援分　　290,698千円

２節　出産育児一時金等繰入金 ②

３節　職員給与費繰入金 ③

４節　事務費繰入金 ④

５節　国保財政安定化支援事業繰入金 ⑤

６節　その他一般会計繰入金 ⑥

ア．地方単独事業による医療費波及増分　　 8,011千円

イ．高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施分　1,367千円

千円

千円

　保険者の責めに帰することができない特別な事情「低所得者が多い」、「病床
数が多い」、「高齢者が多い」などに着目して一般会計からの繰入れが認められ
るもの。国の財政措置の対象。

　１子当たり420,000円の出産育児一時金の2/3を一般会計から繰り入れるもの。

　国民健康保険事業に従事する職員の給与等相当分を一般会計から繰り入れ
るもの。

　栃木県後期高齢者医療広域連合から受託して行う高齢者の保健事業と介護
予防の一体的実施に係る経費のうち国民健康保険特別会計で負担した額を、
当該受託に係る委託料を受け入れた一般会計から繰り入れるもの。

千円

千円

千円

　低所得の被保険者に係る国保税軽減相当額を公費（県3/4、市町1/4）で補填
するため一般会計から繰り入れるもの。

　低所得の被保険者を多く抱える市町村を支援するため国保税軽減の対象と
なった一般被保険者数に応じて、軽減となった国保税の一部を公費（県2/3、市
1/3）で補填する。

千円

千円

千円

　市町において、災害等のやむを得ない事情で収納不足になり、県の財政安定化基
金より貸付・交付を受ける場合に受ける交付金。交付を受けた場合は、翌々年度に
交付額の１／３を県に納付する。

　国民健康保険財政調整基金及び国民健康保険高額療養資金貸付基金の利息を計上。

　こども医療現物給付による補助金の減額調整分を一般会計から繰り入れるもの。

千円

千円

　国民健康保険事業に係る事務費の一部を一般会計から繰り入れるもの。
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２項　基金繰入金

　国民健康保険財政調整基金からの繰入金

８款　繰越金

１項　繰越金

９款　諸収入

１項　加算金及び延滞金

　国保税の収納に係る延滞金を計上。

２項　雑入

２　　歳　　出

１款　総務費

１項　総務管理費

　１目　一般管理費　　　　　183,230千円（うち人件費16人分100,130千円）

　２目　連合会負担金　　　　　3,940千円

２項　徴税費

　１目　賦課徴収費　　　　　 85,514千円（うち人件費6人分47,894千円）

３項　運営協議会費

　１目　運営協議会費　　　　　　934千円

４項　趣旨普及費

　１目　趣旨普及費　　　　　　1,379千円

２款　保険給付費

（１）　一般被保険者 ① ＋ ② ＋ ③ ＋ ④ ＋ ⑤ ＝

ア．療養給付費 ①

イ．療養費 ②

ウ．高額療養費 ③

エ．高額介護合算療養費 ④

オ．移送費 ⑤

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　前年度繰越金。療養給付費等交付金、特定健診等負担金等の返還分に充てられる。

　医療費の返納金、第三者納付金及び指定公費負担医療費などの諸収入を計上。

　事業を運営するための一般事務費（総務管理費・徴税費・運営協議会費・趣旨普及費）
及び人件費を計上。

　新型コロナウイルス感染症の影響により受診を控える傾向があり、令和２年度の医療
費は減少傾向にあるが、令和３年度の影響は不明である。
　また、被保険者は減少傾向にあるが、高齢化の進行、医療の高度化により一人当たり
医療費は増大傾向にあるため、一般被保険者分は令和２年度当初予算並みの要求額
とした。ただし、退職者医療分は、退職者被保険者が、令和２年４月で一般被保険者に
移行しており、令和２年３月診療分までの費用とした。
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（２）　退職被保険者等 ①＋②＋③＋④＋⑤＝

ア．療養給付費 ①

イ．療養費 ②

ウ．高額療養費 ③

エ．高額介護合算療養費 ④

オ．移送費 ⑤

（３）　審査支払手数料 円 × 件 ＝

（４）　出産育児諸費 （５）　葬祭諸費

出産育児一時金 420千円　　×　　145件 葬祭費 50千円　　×　　290件

＝ 千円 ＝

出産育児一時金支払手数料

210円　　×　　145件

＝ 千円

（６）　傷病手当金 円× 月 × × 人 ＝

３款　国民健康保険事業費納付金 ①＋②＋③＝

（1）　一般被保険者医療給付費分 ①

（2）　一般被保険者後期高齢者支援金分 ②

（3）　介護納付金分 ③

４款　財政安定化基金拠出金

１項　財政安定化基金拠出金 千円

５款　保健事業費

１項　特定健康診査・特定保健指導費 ①＋②＋③＋④＋⑤＝

ア．特定健診事業 ①

イ．保健指導事業 ②

ウ．特定健診・保健指導事業（事務費） ③

エ．会計年度任用職員（事務補助） ④

オ．会計年度任用職員期末手当 ⑤

　県が、県内の保険給付費等に必要な費用を見込み、市町ごとの国民健康保険事業
費納付金の額を決定し、市町は、県が決定した金額を納付する。

　災害等のやむを得ない事情で収納不足になり、県の財政安定化基金より交付を受け
た場合、交付を受けた翌々年度に、交付額の１／３を県に納付する。

　40歳以上75歳未満の被保険者を対象として、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドロー
ム）に着目した特定健康診査、特定保健指導を実施する。

千円

千円

千円

令和元

千円

令和2(見込）

千円

千円

千円

千円

令和3(見込）

千円

千円

千円

年 度 件 数 年 度

千円

千円

平成30 平成30

千円

令和2(見込）

令和3(見込）

件 数 前 年 比

令和元

前 年 比

千円

千円

千円

千円

千円
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２項　保健事業費

1目　保健衛生普及費 ①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧ ＝

ア．訪問看護指導員報酬 ①

イ．医療費通知　　　年２回発送 ②

ウ．後発医薬品差額通知事業 ③

エ．高額療養資金貸付積立 ④

オ．健康のしおり作成配布　　　　　　市内全世帯対象 ⑤

カ．国保ヘルスアップ事業 ⑥

キ．受診勧奨のための訪問指導事業 ⑦

ク．訪問看護指導員期末手当 ⑧

２目　疾病予防費

疾病予防費（人間ドック検診事業）

人間ドック等検診費用の一部を助成するもの。

６款　積立金

１項　基金積立金

７款　公債費

１項　公債費

一時借入金利子分を償還するもの。

８款　諸支出金

１項　償還金及び還付加算金　

２項　延滞金

　保険給付費等交付金等の返還金に係る利子分を計上。

９款　予備費

　国民健康保険財政調整基金、高額療養資金貸付基金から生じる利息収入を、各々の
基金に積み立てるもの。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　国保税を還付する必要が生じた場合の還付金及び還付加算金並びに第三者行為の
求償分及び不当利得の償還分に係る保険給付費等交付金等の返還金を計上。

千円

千円

　被保険者の健康の保持増進のため、「第３期特定健康診査等実施計画」及び「第２
期データヘルス計画」に基づくＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業の実施、保健事業
の向上とエイズ予防に関する知識の普及啓発、医療費通知業務、後発医薬品差額
通知事業、健康のしおりの作成業務を行う。
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３　　参　　考

各年度末現在　被保険者数内訳 （単位　人、％）

各年度一人当たり医療費（入院、外来、歯科、調剤）（単位　円、％）

退　　職一　　般 前年比（全体）

計

前年比

全　　体

令和元

平成29

平成30

前期高齢者（再掲）

人数構成比人数

退　　職

前年比構成比 前年比人数 人数前年比 構成比

一　　般

年度

年度

平成29

平成30

令和元
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令和３年度介護保険特別会計予算説明書  
 
介護保険制度は、平成１２年４月に介護を社会全体で支える制度として

スタートしました。これまでの間、サービス利用者は年々増加し、これに

対応したサービス提供体制の充実を図った結果、本制度は社会に定着して

まいりました。  

本制度では、３年ごとに介護保険事業計画を見直し、施設整備計画や給

付の見込み等に基づいて、保険料を定めることとなっております。  

令和３年度は、第８期事業計画期間の初年度にあたり、今期の計画では

団塊世代が７５歳以上となる令和７年及び団塊ジュニア世代が６５歳以

上となる令和２２年を見据えたサービス基盤・人的基盤の整備、介護予

防・健康づくり施策の充実・推進、地域包括ケアシステムを支える介護人

材確保及び業務効率化の取組強化、災害や感染症対策に係る体制整備等が

基本指針となり、これらを踏まえた介護報酬の改定が実施されます。  

このような状況から、令和３年度予算は、従来の実績や第８期の事業計

画の見込みを踏まえた予算になっております。  

歳入においては、第１号被保険者の保険料を見込むとともに、保険給付

費及び地域支援事業等に伴う国庫支出金、県支出金、支払基金交付金の法

定負担分などを計上しております。  

歳出においては、全体の８７．５％を占める保険給付費について前年度

より微増、全体の５．４％を占める地域支援事業費について前年度比３．

８％の減少を見込んでおります。  

この結果、本年度の予算規模は前年度と比較し微増となっております。  

今後も保険者として、法の趣旨を十分認識し、介護保険事業計画のもと、

一般施策との連携、整合性を図り、介護保険の健全な財政運営に鋭意努め

てまいります。  
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（歳　入） （単位　千円、％）

（歳　出） （単位　千円、％）

国
県
国
県

国
県

国
県

一般財源
本 年 度
予 算 額

構成比

歳 出 合 計

前 年 度
予 算 額

予 備 費

比較
増減額

△ 3,060

△ 24,290

諸 支 出 金 △ 1,000

△ 3.8

△ 3.8

公 債 費

増減率

△ 0.9

地 域 支 援
事 業 費

基 金 積 立 金

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

保 険 給 付 費

総 務 費

款
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地方債 そ の 他

歳 入 合 計

諸 収 入

市 債

繰 越 金

繰 入 金

寄 付 金

財 産 収 入

県 支 出 金

支 払 基 金
交 付 金

△ 6,656 △ 0.2

国 庫 支 出 金 △ 6,616 △ 0.3

使 用 料 及 び
手 数 料

△ 20 △ 76.9

分 担 金 及 び
負 担 金

保 険 料 △ 33,696 △ 1.1

令 和 年 度 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 総 括 表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額比較増減額 増減率
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１　　歳　　　入

　１．保　険　料

　　　（１）調定見込額

保険料区分

円

第 １ 段 階

第 ２ 段 階

第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

第 ５ 段 階

第 ６ 段 階

第 ７ 段 階

第 ８ 段 階

第 ９ 段 階

第 １ ０ 段 階

第 １ １ 段 階

第 １ ２ 段 階

第 １ ３ 段 階

第 １ ４ 段 階

第 １ ５ 段 階

合　計

　　　（２）収納見込額

区 分

特 別 徴 収

普 通 徴 収

現 年 度 計

滞納繰越金

計

歳 入 予 算 資 料

特 別 徴 収 普 通 徴 収 合　　　　　計

保険料率 被保険者数 保険料合計 被保険者数 保険料合計 被保険者数 保険料合計

人 円 人 円 人 円

（単位　　千円、％）

調定見込額 収納率 収納見込額
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令和３年度後期高齢者医療特別会計予算説明書 
 
後期高齢者医療制度は、７５歳以上の高齢者等を対象に平成２０年４月に運用

を開始しました。この制度は、栃木県後期高齢者医療広域連合が保険者となり

県内１４市１１町を構成団体として運営しております。小山市においては、令

和２年１２月１日現在、１９，６０２人が被保険者となっております。 
令和３年度予算編成にあたり、歳入の保険料や歳出の広域連合納付金等は、栃

木県後期高齢者医療広域連合から示された概算資料をもとに計上しております

が、高齢化の進行による被保険者の増加に伴い、いずれも増加しております。 
歳出のうち保健事業においては、健康の保持増進に寄与することを目的に実施

している後期高齢者健康診査、歯科健康診査、人間ドック等受診者への助成に

ついて、被保険者の増加に伴う受診者の増加を見込み、前年度実績に基づき計

上しております。 
今後も被保険者の皆様が安心して必要な医療を受けることができるよう、栃木

県後期高齢者医療広域連合と密接に連携、協力しながら、健全かつ円滑な制度

運営に鋭意努めてまいります。 
令和３年度小山市後期高齢者医療特別会計予算総括表 

（歳入）        （単位 千円、％） 

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比 較

増減額 増減率

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料 △ △

寄付金

繰入金

繰越金

諸収入

歳入合計

（歳出） （単位 千円、％）

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比 較

増減額 増減率

総務費

後期高齢者医療広域

連合納付金

後期高齢者健診事業費

諸支出金 △ △

歳出合計
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（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 351,300 △ 61.7

△ 301,300 △ 39.1

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 351,300 △ 61.7

△ 301,300 △ 39.1

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 75,000 皆 減

△ 59,200 △ 40.0

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 75,658 △ 88.2

△ 59,200 △ 40.0

予 備 費

歳 出 合 計

構成比 前年度予算額
比　　　　較

総 務 費

墓 園 整 備 事 業 費

公 債 費

繰 越 金

諸 収 入

市 債

歳 入 合 計

款 本年度予算額

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

使 用 料 及 び 手 数 料

前年度予算額
比　　　　較

貸 付 金

公 債 費

歳 出 合 計

令和３年度小山市墓園やすらぎの森事業特別会計予算総括表

諸 収 入

市 債

歳 入 合 計

款 本年度予算額 構成比

令和３年度小山市病院事業債管理事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較
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（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 200 △ 44.2

△ 24 △ 1.5

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 460 △ 7.5塩 沢 排 水 機 場 費

予 備 費

歳 出 合 計

本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

荒 川 排 水 機 場 費

与 良 川 排 水 機 場 費

分 担 金 及 び 負 担 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計

款

総 務 費

予 備 費

歳 出 合 計

令和３年度小山市与良川水系湛水防除事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

歳 入 合 計

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

令和３年度小山市栃木県南地方卸売市場特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較
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（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 140,556 △ 20.2

皆 増

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 160,274 △ 24.3

（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 39,700 △ 7.9

△ 24,700 △ 4.5

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 48,255 △ 9.3

△ 24,700 △ 4.5

前年度予算額
比　　　　較

工業団地造成事業費

公 債 費

歳 出 合 計

繰 入 金

市 債

歳 入 合 計

款 本年度予算額 構成比

歳 出 合 計

令和３年度小山市テクノパーク小山南部造成事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較

構成比 前年度予算額
比　　　　較

公 債 費

諸 支 出 金

事 業 収 入

繰 越 金

歳 入 合 計

款 本年度予算額

令和３年度小山市小山東部第二工業団地造成事業特別会計予算総括表

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額
比　　　　較
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（歳入） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 100 △ 1.1

△ 100 △ 1.1

（歳出） (単位　千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 100 △ 1.1

△ 100 △ 1.1

公共用地先行取得費

公 債 費

歳 出 合 計

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計

款

款 本年度予算額 構成比 前年度予算額

前年度予算額

比　　　　較

繰 入 金

比　　　　較
本年度予算額 構成比

令和３年度小山市公共用地先行取得事業特別会計予算総括表
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令 和 ３ 年 度 小 山 市 水 道 事 業 会 計 予 算

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

(1)水道事業収益

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

営 業 収 益

水 道 使 用 料

給 水 収 益

受託工事収益

受 託 工 事

収 益

営 業 収 益 材料売却収益

そ の 他

手 数 料

加 入 金

他会計負担金

雑 収 益

営業外収益 △ 5,242

受 取 利 息 △ 1,547

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

他 会 計 △ 384

補 助 金 他会計補助金

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
還 付 金還 付 金

長 期 前 受 金 △ 2,454

戻 入 長期前受金戻入

雑 収 益 △ 857

賃 貸 料

不 用 品 売 却 収 益

その他雑収益

特 別 利 益

固 定 資 産

売 却 益 固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益

修 正 益 過年度損益修正益
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支 出 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

(1)水道事業費用

営 業 費 用

原 水 及 び

浄 水 費 給 料

手 当

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

旅 費

報 償 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

食 糧 費

負 担 金

動 力 費

薬 品 費

工 事 請 負 費

補 償 金

配 水 及 び

給 水 費 給 料

手 当

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

引当金繰入額
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負 担 金

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

食 糧 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

補 償 金

受 託

工 事 費 設 計 費

工 事 請 負 費

総 係 費

給 料

手 当

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

報 酬

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

引当金繰入額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費

光 熱 水 費

引当金繰入額
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款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

賠 償 金

工 事 請 負 費

貸倒引当金繰入額

雑 費

減 価 △ 8,390

償 却 費 有形固定資産

減 価 償 却 費

無形固定資産

減 価 償 却 費

資 産 △ 6,723

減 耗 費 固定資産除却費

たな卸資産減耗費

営 業 費 用 材料売却原価

そ の 他

雑 支 出

営 業 外 費 用

支 払 利 息 △ 10,088

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

広 告 料

通 信 運 搬 費
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款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

消費税及び

地方消費税 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

雑 支 出

不用品売却原価

その他雑支出

特 別 損 失

固 定 資 産

売 却 損 固定資産売却損

修 正 損 過年度損益修正損

過年度損益

予 備 費

予 備 費

予 備 費
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

資 本 的 収 入 △ 11,276

企 業 債

企 業 債

企 業 債

出 資 金 △ 4,126

出 資 金

出 資 金 △ 4,126

△ 7,150

負 担 金 △ 7,150

負 担 金

工 事 負 担 金

消 防 施 設 負 担 金

補 償 金

補 助 金

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

売 却 代 金 固 定 資 産

固 定 資 産

売 却 代 金 固定資産売却代金

貸 付 金 他会計貸付金

他 会 計

返 還 金 他会計貸付金

返 還 金

返 還 金
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〇

支 出 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

１ 資本的支出

建 設 △ 368,544

配 水 設 備 △ 62,450

拡 張 費 設 計 費

工 事 請 負 費

取水浄水設備 △ 75,284

改 良 費 設 計 費

工 事 請 負 費

配 水 設 備 △ 124,000

改 良 費 設 計 費

工 事 請 負 費

営 業

工具器具及び

設 備 費 車両運搬具購入費

備 品 購 入 費

量水器購入費

土 地 購 入 費

公 有 財 産

負 担 金

償 還 金 企 業 債

企 業 債

償 還 金 元 金

国 庫

償 還 金 償 還 金 国 庫 補 助 金

償 還 金

他 会 計

貸 付 金 他 会 計

貸 付 金

建 物 建 設 費 △ 119,570

他会計貸付金

改 良 費

負 担 金

購 入 費

装 置 購 入 費

機 械 及 び

補 助 金 国 庫 補 助 金
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雑 収 益

その他特別利益

特 別 利 益 引当金戻入益

そ の 他

益 修 正 益 過年度損益修正益

過 年 度 損

特 別 利 益

負 担 金 一般会計負担金

他 会 計

及 び 配 当 金 預 金 利 息

令 和 ３ 年 度 小 山 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

公 共 下 水 道 △ 166,556

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

営 業 収 益

使 用 料 公共下水道使用料

公 共 下 水 道

他 会 計

負 担 金 雨水処理負担金

受 託 工 事

収 益 受託工事収益

△ 179

手 数 料

そ の 他 の

営 業 収 益

営業外収益 △ 201,441

受 取 利 息

他 会 計 △ 188,584

還 付 金

補 助 金 一般会計補助金

消費税還付金

戻 入

消 費 税

長期前受金戻入

その他雑収益

雑 収 益

長 期 前 受 金 △ 62,673

事 業 収 益
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その他特別利益

益 修 正 益

特 別 利 益 引当金戻入益

そ の 他

過 年 度 損

過年度損益修正益

受 取 利 息

特 別 利 益

及 び 配 当 金 預 金 利 息

節

予 算 額
款 ・ 項 目

本 年 度 前 年 度
比 較

予 算 額 区 分 金 額

その他雑収益

長期前受金戻入

△ 4,789

雑 収 益

還 付 金 消費税還付金

△ 5,000

補 助 金 一般会計補助金

負 担 金 一般会計負担金

△ 12,564

他 会 計 △ 3,088

営 業 収 益 手 数 料

受託工事収益

そ の 他 の

収 益

農業集落排水

受 託 工 事

雑 収 益

△ 3,181

農業集落排水

△ 3,181

農業集落排水 △ 15,745

使 用 料

戻 入

他 会 計

消 費 税

長 期 前 受 金

営業外収益

営 業 収 益

使 用 料

事 業 収 益
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法 定 福 利 費

（単位：千円）

給 料

款 ・ 項 目
本 年 度

支 出

公 共 下 水 道 △ 77,576

節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

前 年 度
比 較

営 業 費 用 △ 26,642

手 当

法 定 福 利 費

引当金繰入額

法 定 福 利 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

保 険 料

動 力 費

工 事 請 負 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

汚 水 中 継

処 理 場 費

ポンプ場及び 給 料

手 当

法 定 福 利 費

引当金繰入額

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

賞与引当金繰入額

備 消 耗 品 費

賞与引当金繰入額

管 渠 費

△ 23汚 水

事 業 費 用
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款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

引当金繰入額

報 酬

薬 品 費

工 事 請 負 費

材 料 費

賃 借 料

保 険 料

動 力 費

工 事 請 負 費

節

手 数 料

委 託 料

総 係 費

使 用 料

賃 借 料

修 繕 費

保 険 料

公 課 費

動 力 費

雨 水

施 設 費 委 託 料

工 事 請 負 費

受 託

工 事 費

△ 872

給 料

手 当

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費

負 担 金

旅 費

被 服 費

印 刷 製 本 費

報 償 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

退職給付組合
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益 修 正 損 過年度損益修正損

過 年 度 損 △ 2,000

貸倒引当金繰入額

消 費 税

補 助 金

本 年 度 前 年 度
比 較

節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

特 別 損 失

その他雑支出

固定資産除却費

負 担 金

減 価 償 却 費

維 持 管 理

手 数 料

委 託 料

△ 6,999

消 費 税

雑 支 出

資 産

減 耗 費

△ 2,000

支 払 利 息

貸 倒 損 失

そ の 他

特 別 損 失

修 繕 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

目

減 価 償 却 費

通 信 運 搬 費

賃 借 料

負 担 金

△ 50,021

使 用 料

流 域 下 水 道

管 理 運 営 費

有形固定資産

減 価

△ 48,934

償 却 費

△ 41,935

無形固定資産

及 び 企 業 債 企 業 債 利 息

取 扱 諸 費 借 入 金 利 息

△ 47,337

その他特別損失

款 ・ 項

営業外費用
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前 年 度
比 較

節

区 分 金 額予 算 額 予 算 額

予 備 費

事 業 費 用

目
本 年 度

修 繕 費

委 託 料

手 数 料

処 理 場 費 通 信 運 搬 費

予 備 費

予 備 費

農業集落排水 △ 21,173

保 険 料

営 業 費 用

汚 水

動 力 費

工 事 請 負 費

保 険 料

動 力 費

管 渠 費

汚 水 中 継

路 面 復 旧 費

備 消 耗 品 費

△ 1,116

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

ポンプ場及び 光 熱 水 費

工 事 請 負 費

受 託

工 事 費 工 事 請 負 費

手 当

総 係 費

給 料

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

款 ・ 項
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益 修 正 損 過年度損益修正損

補 助 金

過 年 度 損 △ 500

目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

法 定 福 利 費

退職給付組合

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

使 用 料

賃 借 料

貸倒引当金繰入額

有形固定資産

減 価

減 耗 費

負 担 金

△ 6,377

資 産

償 却 費

△ 3,508

固定資産除却費

△ 19,557

企 業 債

△ 7,058

その他雑支出

△ 12,499

及 び 企 業 債

特 別 損 失

雑 支 出

△ 500

貸 倒 損 失

そ の 他

その他特別損失

特 別 損 失

予 備 費

予 備 費

予 備 費

引当金繰入額

負 担 金

減 価 償 却 費

款 ・ 項

営業外費用

消 費 税

消 費 税

取 扱 諸 費

支 払 利 息

利 息
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施 設 事 業 債

企 業 債

償 還 金

資金等貸付金

農業集落排水

水洗便所改造

長 期 貸 付 金

事業資本的収入

償 還 金

受益者負担金

事業資本的収入

公 共 下 水 道

工 事 負 担 金

公共下水道分担金

工 事 負 担 金

受益者負担金

公 共 下 水 道

△ 8,509

公共下水道事業債

農業集落排水

企 業 債

△ 928

長期貸付金 △ 928

国 庫 補 助 金

他会計補助金

負 担 金 他会計負担金

補 助 金

他 会 計 △ 7,728

負 担 金 等 △ 16,237

流域下水道事業債

企 業 債

企 業 債

予 算 額 予 算 額 区 分 金 額

公 共 下 水 道

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位：千円）

款 ・ 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

国 庫 補 助 金

他会計補助金
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他会計補助金

他会計補助金

受益者分担金

事業資本的支出

補 助 金

款 ・ 項

１ 公 共 下 水 道

建設改良費

（単位：千円）

法 定 福 利 費

手 当

補 償 金

受益者分担金

負 担 金 等

他会計負担金

款 ・ 項 目

農 業 集 落

汚 水 管 渠

建 設 改 良 費

支 出

給 料

建 設 総 係 費

委 託 料

排 水 事 業

△ 3

補 償 金

△ 2,672

区 分

農業集落排水事業

予 算 額 予 算 額

他会計負担金

建 設 改 良 費

目 比 較
節

金 額

旅 費

報 償 費

△ 60

工 事 請 負 費

処 理 場

建 設 改 良 費 委 託 料

工 事 請 負 費

雨 水 施 設

委 託 料

工 事 請 負 費

本 年 度 前 年 度

予 算 額 予 算 額

本 年 度 前 年 度
比 較

節

区 分 金 額

汚 水 中 継

ポ ン プ 場 委 託 料

建 設 改 良 費 工 事 請 負 費

△ 175,399
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〇

〇

金 額

本 年 度 前 年 度
比 較

節

予 算 額 予 算 額 区 分

有形固定資産

購 入 費

事業資本的支出

負 担 金

取 得 費

款 ・ 項

流 域 下 水 道

建 設 負 担 金

固 定 資 産

目

企 業 債

元 金 償 還 金 企 業 債 元 金

償 還 金 企 業 債

建 設 改 良 費 工 事 請 負 費

処 理 場 △ 3,732

建 設 改 良 費 工 事 請 負 費

農業集落排水

汚 水 管 渠

建設改良費 △ 5,778

雑 費

手 数 料

元 金 償 還 金

企 業 債

資金等貸付金

水洗便所改造

長期貸付金

企 業 債

償 還 金

△ 1,200

△ 1,200

企 業 債 元 金

公 課 費

償 還 金 国 庫 補 助 金

国庫補助金

償 還 金 国庫補助金償還金

国庫補助金

固 定 資 産

償 還 金 国 庫 補 助 金

償 還 金 国庫補助金償還金

取 得 費 有形固定資産

△ 2,846

購 入 費

汚泥処理施設

Ｐ Ｆ Ｉ 事 業 費


